
平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 総務部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 管財課 本 重要課題 41,680
庁舎等耐震改修事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西岡 政雄 （ ２１０３ ）
種別 新規 当初予算額(a) 46,797千円 補正後予算額(a) 41,680千円 決算見込額(b) 22,680千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

８月

９月

１０月

２月

9,923千円

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
総務部

本庁舎等耐震改修事業費 管財課
54.4%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室に
て記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

平成２１年度着工予定の本庁舎等耐震工事にかかる設計委託等を行う。

執行計画 実　施　状　況　

　　他県の庁舎等調査

備考（課題及び成果等）

　建築課発注設計

６月 　　入札公告

　　入札指名

　　　　委託先：（株）佐藤総合計画関西事務
所

７月

　　入札

　　11/27～12/10一般競争入札公告

　　12/11入札指名、12/18入札

　　11/19土木部技術審査会

　　12/26契約・着手

　　発注設計地質調査（ボーリング）

１月

　　　　工期：H19.12.26～H21.3.20

　　１月以降、週1～3日現場調査・協議

　　着手

１１月

１２月

地質調査委託について、設計業務委託先
との計画調整に日時を要したため、予算の
繰越が必要となった。

３月 3/17地質調査委託 入札

委託先：応用地質（株）

※H19年度からH20年度への繰越額



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 政策企画部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 私学・大学支援課 私 重要課題 1,215

2 地域づくり支援課

3 情報政策課
学支援費（私立学校施設耐震対策支援事業費補助金）
11,804
南国土佐への移住促進事業費
地 16,783
上デジタル放送受信対策事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 上岡 （ ９１３５ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 4,202千円 補正後予算額(a) 1,215千円 決算見込額(b) 1,215千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　今後、高い確率での発生が予想されている南海大地震に備えて、児童生徒が一日の大半を過ごす生活の場であると同時に、地域住民の避難場所
の役割を果たしている学校施設の耐震化を推進する目的で、耐震診断に要する費用について補助する。
　私立学校施設耐震対策支援事業費補助金
　　補助先：私立学校の設置者（小学校、中学校、高等学校、特別支援学校、専修学校、各種学校）
　　補助率：１／２以内
　　対象建物：昭和５６年以前に建築された２階建て以上、又は延べ床面積が200平方メートルを超す非木造の校舎、体育館、寄宿舎

・２棟以上の対象建物を保有する設置者を個
別に訪問して耐震診断の実施を要請（７月・９
月）

・設置者が補助交付金申請書を県に提出１件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１月）
・県は設置者に対し補助金交付決定を通知
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１１月）

　　　　　　　　　　設置者が補助事業を実施
　　　　　　　　　　（校舎等の耐震診断の実施）

高等学校
１件　１棟　１，２１５千円

執行計画 実　施　状　況　

・対象建物を保有する設置者に対し、補助事
業の周知及びその活用について文書により
通知（４月）

・２棟以上の対象建物を保有する設置者を個
別に訪問して耐震診断の実施を要請(４月）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
政策企画部

私学支援費（耐震対策支援補助金） 私学・大学支援課
100.0%

・設置者が県に対し補助事業の実績報告書を
提出

・県は実績報告の内容について検査（３月）

・県は設置者に対し補助金を交付（４月）

・設置者が県に対し補助事業の実績報告書を
提出
・県は実績報告内容について検査

（計）
高等学校
１件　１棟　１，２１５千円

備考（課題及び成果等）

・設置者に対し補助事業の実施を要請

・設置者が補助金交付申請書を県に提出

・県は設置者に対し補助金交付決定を通知

                   設置者が補助事業を実施
　　　　　　　　　　(校舎等の耐震診断を実施）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 澤田 （ ９３３６
種別 当初予算額(a) 11,804千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 11,158千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・移住促進プロモーション業者選定（全日空商事：正式契約７月初旬）
・移住相談：電話等による問い合わせ４件、来庁相談２件
・四国４県連携事業（移住相談会１０月開催決定（東京１回・大阪１回））
・れいほく田舎暮らしネットワークと情報交換（高知県移住促進事業費補
助金を活用した取り組みの内容等）

・移住プロモーション（協働パートナー市町村との連携によるモニターツ
アー内容検討開始　８月中を目途に内容を固める）
・移住相談：電話等による問い合わせ２件、来庁相談2件
・四国４県連携事業（モニターツアー内容検討、移住相談会準備→８月中
に内容を固める）
・移住促進チラシ作成準備（協働パートナー市町村の生活関連主要施設
を入れたもの→８月中に内容を固め、９月中旬までに作成）

・移住プロモーション（ＡＮＡ情報誌への記事作成（９月号掲載予定）、モ
ニターツアー内容検討（現地調査）９月上旬内容決定）
・移住相談：電話等による問い合わせ２件、県民の方からの活用できる
空き家情報提供２件
・四国４県連携事業（モニターツアー内容検討９月中旬までに内容最終
決定、実施業者決定）

・移住プロモーション（高知県西部1週間モニターツアー実施：参
加者7名）
・もうひとつのふるさと探しin大阪（移住相談会）を愛媛県・香川
県・広島県と共同開催（来場者約120名）
・新農業人フェア参加（移住相談会　相談者7名）
・移住相談(電話等による相談　３件）

・移住プロモーション（高知県東部2泊3日モニターツアー実施：
参加者２１名）
・新農業人フェア参加（移住相談会）
・四国瀬戸内物産展での移住相談実施
・HP統合終了

・移住プロモーション（ふるさと回帰フェアでモニターツアー告知）
・移住相談（電話等による問い合わせ３件、来庁１件、現地案内２件）
・四国４県連携事業（東京・大阪での移住相談会参加具体的な相談１６
件、モニターツアー告知）
・高知県移住環境フェア参加（相談４件、モニターツアー告知）
・協働パートナー市町村との打ち合わせ会実施

・移住プロモーション（ロングステイフォーラムでモニターツアー
告知、移住相談、市町村とのモニターツアー打ち合わせ）
・移住相談（電話等による問い合わせ６件、現地案内２件）
・四国４県連携事業（モニターツアー告知：クラブツーリズムの会
員にダイレクトメール）
・高知県ＵＩターン相談会（相談４件、モニターツアー告知）

・移住プロモーション（モニターツアーチラシ作成）
・HP統合業者委託
・新・農業人フェア参加（相談１０件、モニターツアー告知）
・四国４県モニターツアー募集開始
・移住相談（電話等による問い合わせ4県）

・移住プロモーション（新聞折込誌、HP等による情報発信）
・四国4県モニターツアー（1月～3月　参加者11名）
・四万十町展in台東区での移住相談（相談者8名）
・移住相談（電話等による相談17件）
・協働パートナー市町村打ち合わせ会開催

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
政策企画部

南国土佐への移住促進事業費 地域づくり支援課
94.5%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入する
こと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

２００７年からはじまる団塊の世代の大量退職を好機と捉え、その方々を中心とした県外にお住まいの方に、本県を長期滞在や移住の地として選んでいただく
ための取り組みを、関係省庁、市町村、ＮＰＯ、民間団体等と連携して行い、地域の活性化につなげる。

執行計画 実　施　状　況　

･移住プロモーション（モニタツアー内容案作成、今後内容ブラッシュアッ
プ）
・移住相談（電話等による問い合わせ５件、現地案内１件）
・移住実現（土佐町　１件４名）
・四国４県連携事業（モニターツアー内容決定：県東部地域１週間）
・県外での移住相談会参加（東京２回）

備考（課題及び成果等）

・高知県移住促進事業費補助金：市町村・民間団体への内容周
知
・移住相談：電話等による問い合わせ約１０件、現地案内２件
・その他：協働パートナー市町村協議会実施、県外事務所担当
者決定、パンフレット増刷、HP更新

・高知県移住促進事業費補助金：交付決定（４団体）
・移住相談：電話等による問い合わせ４件、来庁相談２件、現地
案内１件
・協働パートナー市町村登録の働きかけ（四万十町・仁淀川町）

（成果）
・移住プロモーションをはじめとするPRや県
外での移住相談会にも積極的に参加するこ
とにより、高知県に対する認知度は高くなっ
ている（移住相談会や電話等の相談は１００
件を超えている）。
・相談者の中には、移住に向け、県の担当者
や市町村の担当者と連絡を継続する方も出
てきている。
・県の取り組みの影響もあり、H19年度は48
組１０８名の方がUJIターンを実現。（2月現
在、市町村への聞き取り調査結果）
・受入体制として、「NPO法人高知県環境自
律フォーラム」が独自の移住相談会を実施、
2月には「れいほく田舎暮らしネットワーク」が
発足するなど、民間の動きも出てきている。

（課題）
・移住相談から、移住の実現までは様々な課
題を解決しなければならないので、相談者の
ニーズにきめ細かく対応する必要がある。
・広くPRすることは、移住相談にはつながる
が、中長期滞在や移住に結びつきにくいの
で、県人会など高知県ゆかりの方への情報
発信にも努める必要がある。
・相談から移住につなげるための一時滞在の
施設が不足している。

地域の活動支援・連携
①協働パートナー市町村登録の働きか
け
②地域の仕組みづくりへの協力
③モデル的な事業への補助金活用
④先進事例の紹介

移住希望者への相談対応・地域と
のマッチング

市町村・民間団体・事業者との連携
協力
①協働パートナー市町村協議会の活
用
②民間団体相互の連携支援、活動
支援

移住相談会実施に向け
た準備・モニターツアー
実施の準備（委託業者
等と連携）

移住相談会の実施
モニターツアーのPR・
参加者募集

ホームページ統合準備

移住相談会の実施
モニターツアーの実施

ホームページ統合作業

移住プロモーション（県外でのPR・移
住相談会・モニターツアー等）業者選
定



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森田 （ ９６５０ ）
種別 当初予算額(a) 27,959千円 補正後予算額(a) 16,783千円 決算見込額(b) 15,063千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・四国総合通信局による共聴施設のデジタル
 化支援に関する説明会（2/29）

・知事要望の成果として、国が共聴施設改修へ
 の支援制度を平成２０年度に見直し

・県単補助事業による改修事業等の実施
　　共聴施設の改修（５市町村で６施設）
　　共聴施設の調査（３市町村で２６施設）

備考（課題及び成果等）
･県単補助要綱の制定

・市町村への説明会

・市町村からの交付申請

・国への知事要望

･市町村の補助事業着手

・共聴施設を多く抱える市町村長への説明

・市町村への説明会

・県単補助事業の実績確定、支出（～３月）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
政策企画部

地上デジタル放送受信対策事業費 情報政策課
53.9%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　平成２３年の地上波テレビ放送の完全デジタル化までに、地域間格差なく地上デジタル放送を受信できるよう、共聴施設のデジタル化への支援や
市町村への情報提供等を行う。

・１３市町村長を訪問（7/9～20）

・四国総合通信局による「市町村別ロードマッ
 プ」の説明会（9/21）

・市町村からの交付申請（～12月）
　　共聴施設の改修（５市町村）

・市町村への説明会（10/30）
　　国の平成２０年度概算要求

・県単補助要綱の改正（12/18）
　　共聴施設の調査事業を追加
・市町村からの交付申請（～1月）
　　調査事業（３市町村）
・知事要望（12/21）
　　共聴施設改修への支援

執行計画 実　施　状　況　

・県単補助要綱の制定（5/22）
・市町村への説明会（5/22）
　　共聴施設改修への取り組み、県単制度

・知事要望（6/７）
　　共聴施設改修への支援



危機管理部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 危機管理課 防
防 12,180

2 危機管理課

3 危機管理課 防
行

4 危機管理課

5 危機管理課 防
（

6 地震・防災課 地
（

7 地震・防災課 地
（

8 地震・防災課 地
（

9 地震・防災課 地
す

10 地震・防災課

11 地震・防災課 総

12 消防政策課 救
（

13 消防政策課 救
（

14 消防政策課

15 消防政策課

平成１９年度　事業別執行計画一覧
災情報・通信システム管理運営費（高知県次期
災通信システム実施設計業務委託）
7,002
防災情報・通信システム管理運営費
（防災行政無線局舎・鉄塔耐震等対策事業委託）
48,492
災情報・通信システム管理運営費（高知県防災
政無線システム周波数変更改修業務委託）
4,454
防災情報・通信システム管理運営費（高知県防災
行政無線システム無線設備撤去業務委託）
489,545
災情報・通信システム管理運営費
高知県総合防災情報システム更新事業）
重要課題 2,000
震防災総合対策事業費
４県共同地震防災対策県民意識調査事業費）
重要課題 1,340
震防災総合対策事業費
地震防災関係機関職員能力向上事業費）
重要課題 1,885
震防災総合対策事業費
南海地震条例作成事業費）
重要課題 927
域地震防災対策事業費（南海地震対策等に関
る市町村との連携検討事業）
重要課題 1,425
地域地震防災対策事業費
（自主防災組織育成促進事業）
重要課題 11,010
合防災対策費（県総合防災訓練の実施）
重要課題 4,051
急救命推進事業費
救急救命講習普及推進事業費）
重要課題 864
急救命推進事業費
県職員救急救命講習事業費）
重要課題 3,535
地域防災力向上事業費
（消防団総合支援対策事業費）
重要課題 9,681
消防学校運営費（大規模災害等対策事業費、地域
防災力向上事業費)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中平 （ ９３１１ ）
種別 当初予算額(a) 30,982千円 補正後予算額(a) 12,180千円 決算見込額(b) 12,180千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・最終報告書

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・2/28　最終協議（最終報告書提出）
・2/26・28　完成検査

　（成果）
　　最終報告書

備考（課題及び成果等）

・実施設計書仕様書等作成

・入札予定
・契約
・適宜打合せ(5月～2月)

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・中間報告

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・適宜打合せ

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

防災情報・通信システム管理運営費 危機管理課
100.0%

　高知県次期防災通信システム実施設計業務委託

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（事業概要）　次期防災通信システムの整備に係る実施設計業務
（　目　的　）　平成18年度に作成した次期防災通信システム基本設計書を基にして、次期防災通信システムの実施設計書を作成するものである。

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・9/20～　機器仕様書・整備経費積算書作成
・9/28 中間協議（中間報告書提出）

　（成果）
　　中間報告書

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

執行計画 実　施　状　況　

・実施設計仕様書等作成

・5/22 入札
・5/25 契約
・5/31 当初協議（業務概要、実施計画等）

・資料事前収集・調査
・6/14～　現地調査
・6/15～　電波伝搬調査



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中平 （ ９３１１ ）
種別 当初予算額(a) 11,276千円 補正後予算額(a) 7,002千円 決算見込額(b) 7,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・適宜打合せ

・最終報告書

（事業概要）　次期防災通信システムの整備に係る既設中継局舎・鉄塔の耐震診断等
（　目　的　）　次期防災通信システムにおいても引き続き使用する既設中継局舎・鉄塔の耐震診断等により、耐震性や風荷重等の見直しを行うもの
　　　　　　　　 である。

・業務仕様書、設計書等作成

・9/13　入札
・9/21　契約

・全体作業状況等打合せ
・10/4～11/26　現地調査

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

　（成果）
　　耐震診断結果等概要報告資料

執行計画 実　施　状　況　

　防災行政無線局舎・鉄塔耐震等対策事業委託

・業務仕様書、設計書等作成

・入札予定
・契約
・適宜打合せ(9月～3月)

・現地調査
・適宜打合せ

・適宜打合せ

・適宜打合せ

備考（課題及び成果等）

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・全体作業状況等打合せ

・変更契約
・3/25　報告書、実施設計書提出・完成
　　　　　検査（予定）

　（成果）
　　報告書、実施設計書

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

防災情報・通信システム管理運営費 危機管理課
100.0%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 窪添 （ ９３１１ ）
種別 当初予算額(a) 48,892千円 補正後予算額(a) 48,492千円 決算見込額(b) 48,448千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

防災情報・通信システム管理運営費 危機管理課
99.9%

事業概要・目的 　高知県防災行政無線システム周波数変更改修業務委託

（事業概要）　次期防災通信システムが整備されるまでの間、現システムの継続暫定利用を図るための使用周波数変更改修業務
（　目　的　）　市町村、消防本部及び防災関係機関等との通信手段を確保するため、現システムを改修し使用周波数を平成２１年度末まで暫定
                  周波数に変更する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
・契約、仕様書等作成

4/26　周波数変更協議（四国総合通信局）

申請書類作成

・入札、契約

5/24　見積り合わせ
5/29　契約締結

・国（四国総合通信局）との協議
・適宜打合せ

6/ 7　回線構成打合せ

6/27　周波数変更協議（四国総合通信局）
・申請手続き
・適宜打合せ

7/17　申請書類内容確認打合せ
7/25　周波数変更申請提出（四国総合通信局）

・適宜打合せ

・適宜打合せ

9/6　進捗状況報告

・適宜打合せ

10/26　作業工程最終確認

・適宜打合せ

11/29　完成検査

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 窪添 （ ９３１１ ）
種別 当初予算額(a) 4,454千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,155千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

防災情報・通信システム管理運営費 危機管理課
25.9%

事業概要・目的 　高知県防災行政無線システム無線設備撤去業務委託

（事業概要）　市町村等で使用できなくなった無線設備の撤去業務
（　目　的　）　電波法第７８条に基づき市町村支所等の空中線を撤去する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・契約書、仕様書等作成

12/12　契約書、仕様書等作成

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・入札、契約
1/10　指名通知

1/25　入札
1/31　契約締結

・適宜打合せ
・業務完了

2/ 4　業務工程確認
2/ 5　業務着手

2/22　完成検査



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 酒井 （ ２０９３ ）
種別 当初予算額(a) 500,158千円 補正後予算額(a) 489,545千円 決算見込額(b) 482,181千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

防災情報・通信システム管理運営費 危機管理課
98.5%

事業概要・目的 　高知県総合防災情報システム更新事業
（事業概要）
老朽化した総合防災情報システムのソフトウエア、ハードウエアの更新を行う。また、県庁防災作戦室の大型表示システムをデジタル放送に対応する
ための改修及びシステム用発電機室の浸水対策工事を併せて実施する。
（　目　的　）
県において必要な情報を迅速に収集・共有し、的確な防災対策を実施するとともに、インターネットなど多様なアクセス手法による県民の皆様への情
報提供を行う。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
・4月27日、ソフトウエア開発委託業務に係る
プロポーザル審査委員会設置
・5月2日、ソフトウエア開発委託業務招請公
告（公告期間４０日）

・ソフトウエア開発委託業務のプロポーザル
招請公告

・プロポーザル審査委員会による業者選定

・ソフトウエア開発委託業務契約 ・７月４日、プロポーザル審査委員会による選
考
・７月６日、契約候補者の決定
・候補者との委託業務の協議

・8月７日、ソフトウエア開発委託業務契約

・ハードウエア調達の入札公告

・ハードウエア調達契約 ・10月１日、ハードウエア調達の入札公告

・11月9日、ハードウエア調達仮契約

・12月27日、ハードウエア調達本契約

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・データ移行委託業務
・大型表示システム改修委託業務
・発電機室浸水対策工事

・データ移行委託業務
・大型表示システム改修委託業務
・発電機室浸水対策工事

・2月13日、データ移行委託業務契約
・2月27日、発電機室浸水対策工事契約
・2月29日、大型表示システム改修委託業務

・ソフトウエア開発委託業務
・ハードウエア調達完了

・3月17日、ソフトウエア開発委託業務、データ移行
委託業務完成検査
・3月21日ハードウエア調達完成検査
・3月24日大型表示システム改修委託業務完成検
査
・3月27日発電機室浸水対策工事完成検査

業務完了



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 本田 （ ２０９４ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 2,887千円 補正後予算額(a) 2,000千円 決算見込額(b) 2,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 危機管理部
平成２０年　３月３１日

地震防災総合対策事業費 地震・防災課
100.0%

事業概要・目的   ４県共同地震防災対策県民意識調査事業費
　三重県、和歌山県、徳島県、高知県の津波危険地区に居住する県民を対象に地震・津波に関する意識調査を行い、防災意識や地震防災対策
及び津波避難対策の現状を把握・分析するとともに住民の行政機関への要望を詳しく知ることを目的とし、今後の防災行政に活用する。
①報償費（講師謝金）
②旅費
③需用費（印刷製本費）
④負担金（委託料）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

②調査項目の協議
④調査票の作成、名簿のサンプリング、調査
票の印刷

④調査票の作成
②については、調査項目等の協議に要する費
用であったが、担当県の三重県が一括して作
業したため不要となった

④調査実施（アンケート送付、回収）、調査票
の整理・データ入力、調査結果の概要作成

④名簿のサンプリング、調査票の印刷、調査
実施（アンケート送付、回収）

①分析された現在の防災意識や今後の対応
について学識経験者を招き講演を行う
②報告書の内容についての協議
③成果品の印刷 ・ 関係機関への配布
④調査結果の詳細分析と提言作成、電子
データ納入

④調査票の整理、データ入力、調査結果の概
要作成、調査結果の詳細分析と提言作成、電
子データ納入

①、③の執行が困難となった理由：契約前に
行った仕様書の作成・精査や、調査の精度向上
を図って行った調査対象地域の絞込みに時間
を要したためであり、契約後は調査票の作成・４
県での調整に時間を要し、結果的に成果品の
作成が遅れたことによる
②については、調査項目等の協議に要する費
用であったが、担当県の三重県が一括して作
業したため不要となった

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ 9798 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 1,340千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 643千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

②トップセミナーの開催

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①県職員地震災害対応研修（企画研修）の実施

①派遣研修の実施　8月6日（月）～8月8日（水）
  内容　災害対策専門研修「図上訓練・広報コース」
　派遣先　人と防災未来センター(神戸市)
　派遣人数　2名

③防災担当職員相互交流セミナーの開催

①県職員地震災害対応研修（派遣研修）の実施

①派遣研修の実施
(1)10月15日（月）～10月19日（金）
　内容　災害対策専門研修マネジメントコース（秋
期）ベーシック
　派遣先　人と防災未来センター(神戸市)
　派遣人数　1名
(2)10月29日（月）～11月2日（金）
　内容　災害対策専門研修マネジメントコース（秋
期）エキスパートＡ
　派遣先　人と防災未来センター(神戸市)
　派遣人数　1名
(3)10月22日(月)～10月26日(金)
　内容　危機管理・防災教育科「防災実務管理コー
ス」
　派遣先　消防大学校(調布市)
　派遣人数　1名
(4)11月6日(火)
　内容　第一回大規模災害セミナー出前講座(in高
知)
　派遣先　高知商工会館(高知市)
　派遣人数　5名

②トップセミナーの実施　11月5日
　内容　「新潟県中越沖地震等の震災事例から見た
災害対応とリーダーシップ」ほか
　講師　京都大学防災研究所巨大災害研究セン
ター長・教授　河田　惠昭ほか
　対象者　高知県南海地震対策推進本部本部員等

○派遣研修
　10月15日から派遣した災害対策専門研修マネジメ
ントコース（秋期）ベーシックについては、内容が災害
に関する基本的な事項のため、危機管理部局に赴任
して半年を経た職員には適していないように思われ
る。そのため、来年度においてはベーシックへの派遣
は春期に集中して実施したい。

○トップセミナー
　トップセミナーについては、第4四半期開催予定とし
ていたが、地震災害研究の第一人者である河田教授
の来高にあわせて11月に開催した。

○防災担当職員相互交流セミナー
　本年度は、他団体主催のセミナーが複数開催され、
大いに知識の向上や交流を図ることができたため、あ
えて県主催で開催する必要性が薄かったため、実施
を見送った。(他団体主催セミナー　　11月6日(火)　第
一回大規模災害セミナー出前講座(in高知)、平成20
年2月5日(火)　防災講演会「地震に備える、居安思危
（安きに居りて危きを思う）」)

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

①県職員地震災害対応研修（派遣研修）の実施

①企画研修の実施 5月10日
　内容　「目標管理型の災害対応　災害対応時にな
ぜ対応方針が必要か」
　講師　人と防災未来センター　専任研究員　近藤
民代
　対象者　災害対策本部連絡員等

①派遣研修の実施　5月28日（月）～6月1日（金）
　内容　災害対策専門研修マネジメントコース（春
期）ベーシック
　派遣先　人と防災未来センター(神戸市)
　派遣人数　1名

○企画研修
　企画研修は、南海地震条例のパブリックコメント時期
等を避けて、第2四半期後半において実施する予定
であったが、本年度作成を進める応急対策活動計画
の作成作業に役立てるため、前倒しして実施した。

○派遣研修
　派遣研修については、研修の内容から参加できる人
数等まで県としては受動的にならざるを得ず、計画的
な実施が難しいが、防災に関する知識を体系的に身
につけることができる数少ない機会であり、職員の能
力向上に役立っている。

48.0%
事業概要・目的 　地震防災関係機関職員能力向上事業費

　南海地震対策について、県職員、市町村職員等に対し、予防から応急救助に至るまでの地震災害対応能力を向上させるために、研修等を実施。
①県職員地震災害対応研修事業費
　 南海地震時の災害対応についての知識を補強するため、災害対策本部員、本部連絡員及び災害対策支部の中核となる職員その他防災担当職員を対象に研修を実
施
　 外部機関に職員を派遣する「派遣研修」と、県の企画により開催する「企画研修」により実施
②トップセミナー開催事業費
　 県内市町村長や防災関係機関の長、県の各部局長等のトップを対象にセミナーを実施することで、各界における南海地震への取り組みを促進
③防災担当職員相互交流セミナー事業費
　 県、市町村及び防災関係機関の防災担当職員を南海地震に関する事例発表や研修を行うことで、相互の連携を図り、総合的な南海地震対策を推進

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

地震防災総合対策事業費 地震・防災課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹村 （ 9798 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 3,517千円 補正後予算額(a) 1,885千円 決算見込額(b) 1,554千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

1月　検討会（第19回）
　○規則案の検討①

2月　検討会（第20回）
　○規則案の検討②

3月　最終検討会（第21回）
　○条例案提出の結果(成立状況）
　○条例施策の推進体制について

検討会開催
　第18回検討会　1月9日開催(県へ報告する条例案
のまとめ)

検討会から知事への条例案報告書提出　1月16日

検討会
　規則の検討や条例施策の推進体制について検討す
る必要がないと判断したため、開催を行わないこととし
たため、この時期の検討会開催は、条例案の確定の
ための1回のみとなった。

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

7月　検討会（第13回）
　○パブリックコメント・意見交換会の意見に対する
対応③
　○条例骨子の確定

8月　検討会（第14回）
　○条例案の検討①

9月　検討会（第15回）
　○条例案の検討②

検討会開催
　第13回検討会　8月2日開催(パブリックコメント・意
見交換会での意見の内容と対応(骨子案の修正))
　第14回検討会　8月24日開催(パブリックコメント・
意見交換会での意見の内容と対応(骨子案の修
正)、条例骨子のまとめ)
　第15回検討会　9月21日開催(条例案の検討)

検討会
　ほぼ計画どおりに実施した(検討会の日程について
は、骨子案のパブリックコメントの実施が後へずれたた
め、7月には検討会を開催せず、8月に2回開催した)。

10月　検討会（第16回）
　○条例案の検討③
　○パブリックコメントにかける条例案のまとめ
(第16回検討会開催後)市町村、防災会議に条例案
の説明・意見聴取

10月中旬～11月上旬　条例案に対するパブリックコ
メント募集
　○ホームページ等での意見募集

11月　検討会（第17回）
　○パブリックコメントの検討・条例案への反映
　○県へ報告する条例案の確定

12月　検討会（第18回）
　○条例案を県へ提出(検討会設置要綱第２条)

検討会開催
　第16回検討会　10月15日開催(条例案の検討、パ
ブリックコメントにかける条例案のまとめ)
　第17回検討会　11月26日開催(パブリックコメント
の検討・条例案への反映)

条例案に対するパブリックコメント(10月19日～11月
14日)
　○ホームページ等でご意見をいただいた結果、県
民お１人から1件、4町村役場から15件のご意見をい
ただいた
　○ご意見の内容と対応案を地震・防災課ホーム
ページで公開

検討会
　パブリックコメントにかける条例案づくりは予定どおり
検討を進めた。パブリックコメント後は、11月中に対応
を検討し、12月の検討会は開催せず、平成20年1月
の最終の検討会に向けて条例案の確定作業を行っ
た。

条例案に対するパブリックコメント
　今回のパブリックコメントは、骨子案のパブリックコメ
ントを経ているので、条例案で行ったような説明会は
実施せず、ホームページ上での周知等にとどめた結
果、県民からの意見の提出は少なかった。
　計画時の想定では、骨子案と条例案は大きく内容が
変わるとの前提に立ち、パブリックコメントを2回実施す
ることとしたが、実際は、条例案にかなり近い形の骨子
案となったため、結果的には2回目のパブリックコメント
を実施する意義は少なかったかも知れない。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
4月　検討会（平成１９年度第１回　通算第10回　以
下通算で表示）
  ○パブリックコメントにかける骨子案の確定
　○本年度の検討会(条例作り)の流れの確認
　○意見交換を行う団体・場所の調整

5月下旬　検討会（第11回）
　○現時点でのパブリックコメント・意見交換会での
意見の内容と対応(骨子案の修正)①

5月上旬～6月下旬　条例骨子案に対するパブリッ
クコメント募集
　○ホームページ等での意見募集、関係団体との
意見交換会、県民との意見交換会

6月上・中旬　検討会（第12回）
　○骨子案の検討⑤

検討会開催
　第10回検討会　4月17日開催(骨子案の検討)
　第11回検討会　5月8日開催(骨子案の検討)
　第12回検討会　5月28日開催(骨子案の検討及び
パブリックコメントにかける骨子案のまとめ)

条例骨子案に対するパブリックコメント(6月18日～7
月31日)
　○説明会　6月30日から7月20日まで10会場で開
催　延べ338人が参加
　○上記のほか、防災関係機関への事前説明会(6
月15日　74人参加)、高知県連合婦人会リーダー研
修会(7月4日　140人)、事業者への骨子案説明会(7
月24日　100人)において説明を実施
　○提出された意見　　文書による提出　11通、説
明会時に口頭によるもの　49人、説明会等のアン
ケート記載　複数
　○上記の結果、条例に関する意見　37件、事業提
案に関する意見　34件を得(同種のご意見は要旨を
まとめたうえ1件としてカウント
　○対応案を検討会等で検討し、いただいたご意見
とご意見に関する対応を地震・防災課ホームページ
で公開

検討会
　骨子案の検討に計画より1回多く検討会を開催した
ため、これにともないパブリックコメントの開始が計画の
5月上旬が実際は6月中旬となった。
　骨子案は自助・共助・公助の役割分担や各当事者
の連携を明確にするため、法令特有の表現を避けた
以外は、ほぼ条例案に近い骨子案とした。

条例骨子案に対するパブリックコメント
　県内10地区に出向き、直接県民の方々に説明を
行った結果、のちに行った条例案のパブリックコメント
と比較して数多くのご意見をいただくことができた。

82.4%
事業概要・目的 　南海地震条例作成事業費

  今世紀前半にも起きるといわれている南海地震に備え、地震対策という長期的政策を継続して行っていくためには条例が必要であるため、県民か
らの公募委員を含めた12人の委員による「高知県南海地震条例づくり検討会」を中心として、平成18年度・平成19年度の2年間で南海地震条例を作
成していく。
  平成19年度は、①南海地震条例づくり検討会を中心とした条例骨子案・条例案の作成　②条例骨子案に関するパブリックコメント・説明会の実施
③条例案に関するパブリックコメントの実施　などにより、県民を巻き込みながら条例案の作成を目指す。

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

地震防災総合対策事業費 地震・防災課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中川 （ ２０９０ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 927千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 572千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

第２回要援護者対策ワーキング開催 ・要援護者対策を地域で取組むモデル地区を
決定。
モデル地区での取組を通じて具体的な課題を
検証することとした。

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第２回要援護者対策ワーキング開催

市町村課題検討会幹事会

市町村課題検討会総会

市町村課題検討会幹事会

第１回揺れ対策ワーキング開催

第１回要援護者対策ワーキング開催

第2回揺れ対策ワーキング開催

市町村課題検討会幹事会

第1回揺れ対策ワーキング開催

第1回要援護者対策ワーキング開催

第２回揺れ対策ワーキング開催

・ワーキンググループの枠組み決定
・ワーキンググループの進め方について確認

・高知県耐震改修促進計画について説明
・各市町村の耐震促進対策の現状について意
見交換

・各市町村の要援護者対策の現状について意
見交換
・高知県災害時要援護者防災ネットワーク事業
について説明

・市町村で建築物の耐震改修促進計画を作成
することとし、県から雛型を示し、意見交換
・計画作成のための手引きを検討することとし
た

第3回揺れ対策ワーキング開催

自主防災組織育成先進事例研修会

要援護者対策地区別研修会（中央東）
要援護者対策地区別研修会（東部）
要援護者対策地区別研修会（高幡）
要援護者対策地区別研修会（中央西）
要援護者対策地区別研修会（幡多）
要援護者対策地区別研修会（中央）

第3回揺れ対策ワーキング開催

自主防災組織育成先進事例研修会

要援護者対策地区別研修会（中央東）
要援護者対策地区別研修会（東部）
要援護者対策地区別研修会（高幡）
要援護者対策地区別研修会（中央西）
要援護者対策地区別研修会（幡多）
要援護者対策地区別研修会（中央）

・計画作成のための手引きの内容について意
見交換

・自主防災組織率100％の取組をしている愛媛
県大洲市から講師を招き取り組み内容につい
て情報共有を図った。
・四万十市大川筋地区自主防災活動の取組に
ついて大川筋防災連絡会長を講師に招き、地
域での先進的な自主防災活動について情報共
有を図った。

・社会福祉協議会、市町村、県福祉保健所で地
区別に研修会を開催し、要援護者対策の現状
や県が取組んできたモデル事業等の報告をし、
意見交換を図った。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
市町村課題検討会総会 市町村課題検討会総会 事業計画の承認

会長等役員の選出

61.7%
事業概要・目的 　南海地震対策等に関する市町村との連携検討事業

南海地震対策等を効率的、効果的に進めるため、県と市町村が連携し、行政課題を市町村と共に整理、検討するための検討会を設置。
平成19年度は、要援護者対策と建築物の耐震化促進対策、自主防災組織育成の課題を検討している。

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

地域地震防災対策事業費 地震・防災課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中川 （ ２０９０ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 1,445千円 補正後予算額(a) 1,425千円 決算見込額(b) 1,356千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

地域地震防災対策事業費 地震・防災課
95.2%

事業概要・目的 　自主防災組織育成促進事業

自主防災活動の育成や活動活性化のための出前講座や、リーダー育成のための研修会を実施。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・南国市奈呂地区防災学習会 ・南国市奈呂地区防災学習会 ・参加者20名

・檮原町松原地区防災学習会

・南国市白木谷地区防災学習会

・高知市下知地区防災学習会

・檮原町松原地区防災学習会

・南国市白木谷地区防災学習会

・高知市下知地区防災学習会

参加者75名

参加者14名

参加者100名

・南国市奈呂地区防災学習会

・土佐市新井地区防災学習会

・南国市白木谷地区防災学習会

・リーダー研修会委託契約

・リーダー研修会打合せ

・南国市奈呂地区防災学習会

・土佐市新井地区防災学習会

・南国市白木谷地区防災学習会

・リーダー研修会委託契約

・リーダー研修会打合せ

参加者150名

参加者130名

参加者100名

・高知市南ヶ丘地区防災学習会

・高知市比島地区防災学習会

・津野町防災学習会

・リーダー研修会開催（四万十市）

・リーダー研修会開催（高知市）

・リーダー研修会開催（安田町）

・檮原町四万川地区防災学習会

・高知市南ヶ丘地区防災学習会

・高知市比島地区防災学習会

・津野町防災学習会

・リーダー研修会開催（四万十市）

・リーダー研修会開催（高知市）

・リーダー研修会開催（安田町）

参加者40名

参加者50名

参加者170名

参加者48名
テーマ：家具固定対策、災害時要援護者対策
参加者41名
テーマ：家具固定対策、災害時要援護者対策
参加者55名
テーマ：家具固定対策、災害時要援護者対策



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 森 （ ９０９６ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 11,823千円 補正後予算額(a) 11,010千円 決算見込額(b) 10,792千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

総合防災対策費 地震・防災課
98.0%

  県総合防災訓練の実施

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　災害対策基本法第４８条及び高知県地域防災計画に基づき、防災関係機関等と連携して防災訓練を実施することで、災害発生時の迅速な応急対
応を図る。訓練は、防災関係機関、地域住民、行政機関の主体別に日を替えて実施する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

防災関係機関主体の防災訓練実施（６月３
日）

「防災フェスタｉｎ中土佐2007」として、総合防
災訓練及び地域防災フェスティバルを6月3日
（日）に中土佐町久礼の久礼港（小草地区）に
て実施。

訓練参加者：約2,000人行政機関主体の防災訓練実施

「平成19年度高知県災害対策本部震災対策
訓練」として、職員の身の安全の確保、情報
収集、災害対策本部会議開催等の訓練を2月
6日（水）に実施。

訓練参加者：約1,000人
訓練見学者：約1,000人

地域住民主体の防災訓練実施（９月２日）

「地域のみんなで自主防災訓練」として避難
訓練のほか、地域の実情にあわせた消火訓
練や医療訓練等を9月2日（日）に県内各市町
村で実施。

訓練参加者：22,345人
訓練実施市町村数：26市町村



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中澤龍夫 （ ９３１８ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 4,051千円 補正後予算額(a) 決算見込額（b） 4,051千円 予算執行率（b）/(a)

(目的)

(事業
の内
容)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初(4/1現在)、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

  南海地震等大規模災害発生時には、公的救助機関の対応が遅れることが想定されるため、「自助、共助」の考えに
基づき、県内各地域に広く救急救命講習の普及を図ることで、大規模災害時における県民の救命率を上げる。
また、本件事業の一層の推進を目指すため、不足する応急手当指導員の養成講習を実施する。

 　(財)高知県消防協会に委託して、各消防本部における、県民への「救急救命講習」の普及や救急救命フェアの開催
による啓発、消防団員の受講（再受講）を支援し、そのことにより、より多くの県民への救急救命講習の普及を推進す
る。

※　なお、H19．2月改訂の『南海地震に備える基本的な方向と当面の取り組み(平成19年度版)』　　３　当面の取り組
みと目標　(3)　目標の設定　▼(震災に強い人・地域づくり対策)⑯で「平成22年度末までに、県内生産年齢人口(H12
年度15歳以上65歳未満509,050人)の30％の県民(約15万人)に救命救急講習を実施する。」という目標を設定済み。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

救急救命推進事業費 消　防　政　策　課

　救急救命講習普及推進事業費
100.0%

・委託契約締結(4/1)

・各消防本部単位での講習実施（３本部での救
急救命ﾌｪｱの開催）

・事業計画書提出(5/16)
・各消防本部での講習

・委託契約の締結

・各消防本部での講習
・委託料概算払い(6/18)
・応急手当テキスト購入(6/7)→配布

・各消防本部での講習

・委託業務の実施

・各消防本部での講習

　　 ・救急救命フェア
　　　(南国市・土佐市・高吾北広域町村事務組合)
　　　　※　前半期目標：　3H及び3H未満
　　　　　　 12,000人(20,000の3/5)

・各消防本部での講習
・委託料概算払い(9/25)
・救急救命フェアの実施（南国市：9/3）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

※前半期受講者実績
　24,085人

・各消防本部での講習

・各消防本部での講習
・救急救命フェアの実施（土佐市：11/3）

・各消防本部での講習
・委託料概算払い（12/25）
・応急手当ﾃｷｽ購入(2回目：12/13)→配布

・各消防本部での講習

　　　※　後半期目標：　3H及3H未満　8,000人
　　　　(20,000の2/5)
・成果の取りまとめ
　　・事業実績報告の提出
　　・事業分析及び評価

・各消防本部での講習

※3/31現在実績は、4月に照会予定。
※受講者は順調に推移しており、目標
は達成される見込みである。

・各消防本部での講習
・変更契約締結(2/27)※「以内」契約に変更
・委託料概算払い（2/29）
・救急救命フェアの実施（高吾北：11/3）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中澤龍夫 （ ９３１８ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 864千円 補正後予算額(a) 決算見込額（b） 864千円 予算執行率（b）/(a)

(目的)

(事業
の内
容)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初(4/1現在)、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第17回講習(1/24：29人)
第17回講習(1/24：23人)
・報償費支払

※合計530人を予定。2月完了後まとめを作
成。

※実績合計454人。まとめ作成。

※当日に欠席の連絡が頻繁にあるなど、出席率
が予定人員を18回中15回下回った。代替者出席
の依頼や講習日の設定に繁忙期を避けるなどし
て受講者を確保していきたい。

第18回講習(2/8：29人)
第18回講習(2/8：32人)
・報償費支払

第16回講習(12/13：29人)

第12回講習(10/10：20人)
第13回講習(10/24：22人)
・報償費支払

第14回講習(11/15：30人)
第15回講習(11/22：28人)

第14回講習(11/15：26人)
第15回講習(11/22：20人)

第12回講習(10/10：28人)
第13回講習(10/24：30人)

第16回講習(12/13：31人)
・報償費支払

第7回講習(8/9：22人)
第8回講習(8/16：29人)
第9回講習(8/29：27人)
・報償費支払

第10回講習(9/6：29人)
第11回講習(9/13：29人)

第10回講習(9/6：22人)
第11回講習(9/13：29人)
・報償費支払

第7回講習(8/9：30人)
第8回講習(8/16：31人)
第9回講習(8/29：29人)

第2回講習(6/7：27人)
第3回講習(6/14：29人)
・報償費支払

第4回講習(7/12：29人)
第5回講習(7/17：30人)
第6回講習(7/19：30人)

第4回講習(7/12：24人)
第5回講習(7/17：27人)
第6回講習(7/19：24人)
・報償費支払

第2回講習(6/7：30人)
第3回講習(6/14：30人)

第1回講習(5/18：30人)

・事業実施伺(5/2：各課室長あて参加依頼、日
本赤十字社高知支部あて講師派遣依頼)
・報償費支出伺(5/15)
第1回講習(5/18：20人)
・報償費支払

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

救急救命推進事業費 消　防　政　策　課

　県職員救急救命講習事業費
100.0%

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

　南海地震等大規模災害発生時には、公的救助機関の対応が遅れることが想定されるため、各地域における自助・
共助の取り組みを一層推進させる観点から、救命活動を率先して行うことが期待される県職員に救命講習を受講させ
る。同時に、一般県民の関心を高め、より多くの受講を促し、県全体としての防災力を高めることを目的とする。

　高知県支部からの講師を派遣により、毎月１回30人（年間540人程度 ）、講習時間１日４時間の講習（ＡＥＤを含む）
を行う。事業実施期間としては、８年程度で全職員一巡を目指す。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中澤龍夫 （ ９３１８ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 3,535千円 補正後予算額(a) 決算見込額（b） 3,535千円 予算執行率（b）/(a)

(目的)

(事業
の内
容)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

　地震災害時に地震の特性を踏まえた迅速な初動体制を確保し、的確な救助、消火等の防災活動を実施することが
できる消防団の養成に必要な支援計画の作成及び同計画に基づく支援の実施

 (財)高知県消防協会に委託して、支援計画を策定し、地域単位で行う震災研修の実施、震災対策訓練、幹部団員意
見交換会等の開催及び被災地消防団員との研修会・意見交換会の開催(新潟)等を実施する。これらの取り組みによ
り、消防団活動の充実強化を図り、消防団員の加入を促進する。

※　なお、H19．2月改訂の『南海地震に備える基本的な方向と当面の取り組み(平成19年度版)』　　３　当面の取り組
みと目標　(3)　目標の設定　▼(震災に強い人・地域づくり対策)⑮で「平成26年度末までに、消防団員を8,829人(現定
員)を確保する。」という目標を設定済み。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
危機管理部

地域防災力向上事業費 消　防　政　策　課

　消防団総合支援対策事業費
100.0%

・委託契約締結（4/1)
・指導員の雇用（消防協会）

※本年度は、モデル地区事業の導入、消防団
協力事業所表示制度の導入・認定証交付の推
進、PR等新たな取組を行った。

・市町村、消防本部とのヒアリング

・課題、活性化策等の取りまとめ
・支援計画の作成

・消防本部との連絡調整
・支援計画書提出(5/16)

・事業実施要領の作成
・委託契約の締結
・指導員の雇用（消防協会）
・適宜、ＰＲを行う。

・委託料概算払い(6/5)
・県総合防災訓練会場に「消防団ｺｰﾅｰ」設置
・夜須、赤岡、吉川消防団礼式訓練（6/24：54
名、香南市吉川町）

・委託業務の実施
・モデル地区(中土佐町、いの町、嶺北地区)
事前打合せ

・第１回消防団員幹部・基礎（前期）教養研修
(7/7,8)（開催場所：安芸市、対象：東部地区消
防団員、実績：幹部17名、基礎42名）
・ﾓﾃﾞﾙ地区事業事前打合せ会議(7/13；中土佐
町、7/17いの町、7/27；嶺北)

・委託料の概算支払い

・第3回消防団員幹部・基礎（前期）教養研修
(8/25,26)（開催場所：四万十市、対象：西部地
区消防団員、実績：幹部9名、基礎18名）

　　　　　　　　第１回対策協議会
・表示制度要綱制定要請期限

・第4回消防団員幹部・基礎（前期）教養研修
(9/8,9)（開催場所：土佐町、対象：北部地区消
防団員、実績：幹部2名、基礎24名）
・委託料概算払い(9/11)

　　　　　対策協議会立ち上げ準備(ﾓﾃﾞﾙ地区)
　　　　　・表示制度要綱制定説明会

　　　　　　　　　　　　　　　　　第4回対策協議会

・高陵地区消防団防災講演会(10/20須崎市；消
防職・団員、自主防組織、100名)

　　　　　　　　　　　　　第3回対策協議会
　　　　　　　　　　　　　・表示制度要綱制定
　　　　　　　　　　　　　・認定状況調査

　　　　　　　　　　第2回対策協議会

・安芸市消防団礼式訓練（12/2：110名、安芸
市）　　　・第2回消防団員幹部・基礎（前期）教
養研修(12/8、9)（開催場所：消防学校、対象：
中央地区消防団員、実績：幹部9名、基礎50名）
・委託料概算払い（12/11）
・さんSUN高知12月号に定数確保・表示制度の
PRを掲載。
・ﾓﾃﾞﾙ地区事業第１回対策協議会開催(12/6；
いの町、12/13；中土佐町、12/19：嶺北)

※12/8,9の第2回消防団員幹部・基礎教養研修は、
夏の開催が豪雨で順延となったもの。

　　　　　　　　　　　　　　　　　第5回対策協議会

・第1回消防団員基礎（後期）教養研修(1/27)
（開催場所：消防学校、対象：東部地区消防団
員、基礎30名）
・消防団員幹部（後期）教養研修(1/31)（開催場
所：消防学校、対象：県下幹部消防団員、実績：
幹部42名
・ﾓﾃﾞﾙ地区確保対策の実施

・成果の取りまとめ(ﾓﾃﾞﾙ地区総括も含む。)
　　・実績報告書
　　・事業の分析及び評価

・第3回消防団員基礎（後期）教養研修(3/9)（開
催場所：消防学校、対象：西部地区消防団員、
基礎22名）
・第4回消防団員基礎（後期）教養研修(3/16予
定)（開催場所：消防学校、対象：北部地区消防
団員、基礎　名）
・ﾓﾃﾞﾙ地区事業　総括会議の実施（3地区で)

※これまでの取り組みで弱かった、定数確保対
策の取組では、ﾓﾃﾞﾙ地区事業により、中土佐
町で16名の女性団員が、いの町で基本団員8
名・居住地団員11名が新規に加入し、嶺北地
区でも一定の進展があった。今後もこの取組は
継続していく。また、表示制度についても別紙
のとおり、要綱の制定は一定進んだ。今後は、
認定証交付の促進に取り組んでいく。

・第2回消防団員基礎（後期）教養研修(2/24)
（開催場所：消防学校、対象：中央地区消防団
員、基礎24名）
・四万十市消防団防災講演会(2/9四万十市；消
防職・団員、自主防組織、200名)
・高知県消防団長研修会(2/22高知市；　各団
長、消防長、各本部消防担当職員、85名)
・委託料概算払い（2/15）
・変更契約締結(2/27)※「以内」契約に変更
・ﾓﾃﾞﾙ地区事業での確保対策の実施



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中澤龍夫 （ 9318 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 9,681千円 補正後予算額(a) 決算見込額（b） 9,681千円 予算執行率（b）/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

・消防職員救急科
◎訓練内容の分析、評価

・消防職員救急科入校(37名：12/21まで)
◎初任教育、救助科、警防科訓練内容の分
析、評価

・大規模災害時の救急処置要領
◎教育訓練に対する検証、見直し、今後の取組
み

・第2回消防団員基礎・幹部教育(前期)
・救急科

・第2回消防団員基礎・幹部教育(前期：消防
学校)
・救急科教育

・消防団幹部等の方に震災時の活動要領を伝
授
・震災時及び大規模災害想定のトリアージ訓練

・第4回消防団員基礎・幹部教育(前期) ・第4回消防団員基礎・幹部教育(前期：嶺北)
・消防職員初任教育救助訓練

・消防団の幹部等の方に震災時の活動要領を
伝授
・消防職員初任教育救助資機材取扱の修得
・応急処置要領の修得

・消防職員警防科 ・消防職員警防科入校(20名：10/26まで)
・消防職員警防科における消防資機材取扱の
修得、消防戦術の伝授、現場指揮要領の修得
・大規模災害時の警防活動要領

・第１回消防団員基礎・幹部教育(前期)
・第2回消防団員基礎・幹部教育(前期)

・第1回消防団員基礎・幹部教育(前期：安芸)
・第2回消防団員基礎・幹部教育(台風接近延
期)
・消防職員初任教育機器取扱訓練

・消防団の幹部等の方に震災時活動要領を伝
授
・消防職員初任教育救助資機材取扱の修得

・消防職員応急手当指導員講習Ⅰ
・第3回消防団員基礎・幹部教育(前期)

・消防職員応急手当指導員講習Ⅰ(33名：
8/8)
・第3回消防団員基礎・幹部教育(前期：幡多
中央)
・消防職員初任教育救助訓練
・徳島県消防学校学生との合同訓練

・応急処置要領の修得、指導員の養成
・消防団幹部等の方に震災時の活動要領を伝
授
・消防職員初任教育救助資機材取扱の修得
・災害時の広域応援体制の充実(徳島県)

・消防職員救助科入校

・消防職員救助科入校（20名：6／8まで）
・救助実地訓練
・講義（震災事前対策・現場指揮要領・震災図
上訓練・災害救助対策）
・救助隊員による病院前外傷教育（ＪＰＴＥＣ）

・消防職員初任教育救助資機材取扱の修得
・消防職員救助科による救助要領の修得

・救助隊員教育訓練
◎訓練内容の分析、評価

・倒壊家屋救出訓練（6/1 初任教育学生合
同）
・救助訓練（救助総合訓練・夜間訓練）
・救助科訓練内容検証、分析
・消防職員初任教育救助訓練
◎初任科、救助科訓練内容の分析、検討

・神戸市消防局による震災活動時の注意点、実
践的な震災対策実地訓練、事後検証を実施
・消防職員初任教育学生も震災訓練に参加し
震災時の活動要領を修得
◎教育訓練に対する取り組み、検討

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・予算令達、・消防初任職員入校、・資機材の
ﾘｽﾄｱｯﾌﾟ、・資機材の購入、・資機材の試験操
作等、・教育訓練ｶﾘｷｭﾗﾑの決定、・消防職員
初任教育(9/28まで)

・予算令達
・教育訓練カリキュラム決定
・消防職員初任教育入校(34名：9／28まで)
・救助資機材リストアップ、購入
・消防職員初任教育救助訓練

・消防職員初任教育基礎的知識、救助資機材
取扱の修得

(事業
内容)

①－１【救助隊員】地震のﾒｶﾆｽﾞﾑ等地震に関する基礎知識、高度な救助知識及び技術の習得、高度資機材の操作
方法及び倒壊家屋・ガレキ・車両等からの救出訓練等

①－２【救急隊員】救急隊員と救助隊員との連携による救出訓練、救急救命士に対する除細動・気管挿管訓練、救
急隊員に対するトリアージ別実践処置訓練及び救急隊員に対する病院前外傷教育(JPTEC)等
②地震のﾒｶﾆｽﾞﾑ等地震に関する基礎知識、地域の災害特異性の修得、救助救急資機材の操作方法及び倒壊家
屋等からの救出訓練等
③地震に関する基礎知識、救助救出資機材使用方法の修得、初期消火方法の修得及び応急処置訓練等
④消防学校における応急手当指導員養成講習会の実施(各消防本部での普通救命講習指導員の養成)

100.0%
事業概要・目的 大規模災害等対策(9,437千円)、地域防災力向上事業費(244千円)

(目的)

① 震災時に現場の最前線で救助等の消防任務を遂行する消防職員を対象に、消防学校の教育訓練課程で、高度
資機材等を使用した実践的な救助・救急訓練等を行い、迅速、的確な救助活動が行える消防職団員を養成する。

② 消防団員を対象に、震災時に地域の実情に応じた、実践的な救助・救急訓練等を行い、迅速・的確な現場活動
が行える消防団員を養成する。
③ 自主防災組織メンバー、婦人防火クラブ員等に震災時に対処出来る実践的な一日震災訓練を行う。

④ 地域に於ける自助・共助の取り組み一層推進させる観点から、不足する応急手当指導員の養成講習を実施し、
応急手当の一層の普及を図る。

担当部局： 危機管理部
平成20年3月31日

消防学校運営費 消　防　政　策　課



１月

２月

３月

・第3回消防団員基礎・幹部教育(後期)
・第4回消防団員基礎・幹部教育(後期)
・第2/3/4回一日震災訓練
◎訓練内容の分析、評価

・第3回消防団員基礎・幹部教育(後期)
・第4回消防団員基礎・幹部教育(後期)
・第2/3/4回一日震災訓練
◎年間教育訓練内容の分析、評価

・消防団員に地震対策知識、震災時の活動要
領
・自主防災組織員、地域住民等に震災時に対
処出来る救急救出活動方法、資機材の取扱要
領の修得
◎年間における各教育の検証、見直し、今後の
取組み

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・消防職員予防査察科
・第１回消防団員基礎教育(後期)
・消防団幹部教育(後期)

・消防職員予防査察科(23名：1/23まで)
・第１回消防団員基礎教育（後期）
・消防団幹部教育(後期)

・日常時における火災予防の修得
・消防団員に地震対策知識、震災時の活動要
領
・消防団幹部の方に震災時における現場指揮
要領の修得、常備消防との連携要領、地域活
動による震災対策要領

・第2回消防団員基礎教育(後期)
・第1回一日震災訓練

・第2回消防団員基礎教育(後期)
・第1回一日震災訓練

・消防団員に地震対策知識、震災時の活動要
領
・自主防災組織員、地域住民等に震災時に対
処出来る救急救出活動方法、資機材の取扱要
領の修得



※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 健康福祉部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 保健福祉課 災 重要課題 2,895

2 保健福祉課

3 医療薬務課 保

4 医療薬務課

5 医療薬務課 小

6 医師確保推進室 医

7 健康づくり課

8 健康づくり課 が

9 健康づくり課 自

10 健康づくり課

11 高齢者福祉課 認

12 高齢者福祉課

13 障害福祉課

14 障害福祉課

15 こども課

16 こども課

17 国保指導課

平成１９年度　事業別執行計画一覧
害ボランティアセンター等体制づくり事業費
重要課題 2,862
支え合いの地域づくり推進事業費
重要課題 2,452
健医療計画推進事業費
重要課題 3,707
南海地震関連救急医療対策費
重要課題 2,485
児救急電話相談事業費
重要課題 53,015
師確保対策事業費
3,263
メタボリックシンドローム対策事業費
4,110
ん予防対策推進事業費
重要課題 1,031
殺予防・うつ病予防対策事業費
2,276
精神障害者退院促進強化事業費
重要課題 1,518
知症地域支援体制構築等推進事業費
重要課題 3,210
介護予防従事者等研修事業費
4,657
障害者施設利用者工賃アップ支援事業費
3,274
発達障害者支援事業費
1,887
児童相談連携支援センター
重要課題 8,431
少子化対策推進費
15,098
医療費適正化推進費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 那須 （ ２３０９ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 2,895千円 補正後予算額(a) 2,895千円 決算見込額(b) 2,491千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

（県）
・概算払い（２）
・変更申請

（県社協補助事業）
④「災害ボランティアセンター立ち上げ実践講
座」
⑤「災害ボランティアセンター活動支援マニュ
アル」改定
⑥「災害ボランティアコーディネーター実践講
座」カリキュラムづくり

（県）
・3月4日　補助金変更決定
・3月19日　概算払い

（県社協補助事業）
①⑤⑥
2月19日　第6回検討委員会
3月17日　第7回検討委員会
②
1月18日　第2回災害ボランティアネットワーク
会議
2月21日　第2回プロジェクト会議
③
2月13日　第1回安芸市運営委員会
2月14日　第3回四万十市運営会議
2月27日　第2回安芸市運営委員会
3月4日　第3回須崎市検討委員会
④
1月23日　西部会場（黒潮町）
1月29日　中央会場（高知市）
2月6日　東部会場（安田町）
⑤
マニュアル改定作業部会（年9回）
2月19日　マニュアル改定
⑥
検討委員会でカリキュラム案を作成

④
実践講座参加者
　西部会場　46名
　中央会場　45名
　東部会場　106名

⑤
地震災害に対応したマニュアル完成

⑥
来年度開催予定のボランティアコーディネーター
実践講座のカリキュラム案決定

備考（課題及び成果等）

(県）
・6月　国庫補助協議

（県社協補助事業）
①検討委員会設置
②県域支援本部体制づくり
③市町村支援地域指定（3カ所）

（県）
・国内示
・県補助金交付決定
・概算払い（１）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

災害ボランティアセンター等体制づくり事業費 保健福祉課

86.0%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　災害時の生活復旧期に大きな役割を果たすボランティアの受入等の活動拠点となる災害ボランティアセンターの立ち上げ、運営にあたっては、これま
で経験を有する高知県社会福祉協議会（県社協）の職員が被災地に赴き、立ち上げ等の指導・運営支援に当たっていたが、南海地震が発生した際に
は、県域での被災が予想され、また県社協も被害を受けることとなるため、被災地への支援が行えないこととなる。
　そのため被災地が自力で災害ボランティアセンターを設置・運営できる体制づくりに取り組むため、県社協が行う事業に対して助成する。

（県）
・9月20日　国庫補助内示

（県社協補助事業）
①
7月23日　第2回検討委員会
9月4日　第3回検討委員会
②
7月20日　第1回災害ボランティアネットワーク
会議
③
7月19日　第1回四万十市運営会議
7月20日　第1回須崎市検討委員会

（県）
・10月18日　県補助金交付決定

（県社協補助事業）
①
10月25日　第4回検討委員会
12月10日　第5回検討委員会
③
10月29日　第2回四万十市運営会議
11月3日　須崎市模擬訓練
12月12日　第2回須崎市検討委員会

　

執行計画 実　施　状　況　

（県）
・6月8日　国庫補助協議書提出

（県社協補助事業）
①
6月11日　第1回検討委員会
②
6月4日　第1回プロジェクト会議

・検討委員会構成メンバー
　ＮＰＯ高知市民会議理事長
　高知大学農学部教授
　高知市社協地域福祉係長
　安芸市社協事務局長
　日本赤十字高知県支部事業推進係長
　高知県西部ＮＰＯ支援ネットワーク副理事長
　災害ボランティアグループ「プロジェクトＶ］代表
　高知青年会議所理事長



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 2307 ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 2,862千円 補正後予算額(a) 2,862千円 決算見込額(b) 2,300千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　　すべての人が住み慣れた地域で安心して健康的に暮らしていける地域社会の構築を目指して、住民主体による見守りや支え合いの活動を、
市町村や社協とともに支援する。

【室戸市】
○「地域密着型福祉全国実践セミナーin室
戸」開催（7/7-8）
○地域情報収集（社協や市民館デイ、公民館
長訪問　他）
【仁淀川町】
○関係者の意見交換会開催
○久喜地区で自主的な健康体操（8月～）
【梼原町】
○関係者による高齢者の生活支援策協議
【黒潮町】
○関係者が要援護者台帳の仕組みや活用に
ついて検討
【西土佐地区】
○見守り・支え合いネットワークの再構築提
案

【室戸市】
○「ご近所支え合いシステム再構築に関する
調査研究事業」（国庫補助事業）の中で、支え
合いマップづくりや先進地視察を行う。
【仁淀川町】
○地域情報収集（デイや健康体操参加　他）
○第2回関係者意見交換会開催
【梼原町】
○高齢者生活実態調査（10月）
【黒潮町】
○区長、自主防、消防団、消防、警察等に順
次、要援護者台帳配付（～12月）
【西土佐地区】
○「見守り・支え合いネットワーク」の再構築に
関する検討会

執行計画 実　施　状　況　

【室戸市】
○「地域密着型福祉全国実践セミナーin室
戸」開催に向けた準備
○国庫補助事業内示→交付申請（6月）
【仁淀川町】
○地域情報収集（各地区のデイに参加　他）
【梼原町】
○地域通貨「つむぎあい」始まる
○地域情報収集（各地区のデイに参加　他）
【黒潮町】
○伊田地区自主防災組織連絡会始まる
○地域情報収集（民生委員訪問　他）
【西土佐地区】
○地域情報収集（地域の集い、健康教室、民
生委員、商工会訪問　他）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

支え合いの地域づくり推進事業費 保健福祉課

80.4%

【室戸市】
○地域福祉関係者による国庫補助事業報告
と意見交換会
【仁淀川町】
○介護予防に関する学習会及び今後の展開
について意見交換
○老人クラブ活動内容等調査
【梼原町】
○高齢者生活実態調査集計、分析
○調査結果を受けた方策検討
【黒潮町】
○要援護者台帳の取り組み状況の聞き取り
【西土佐地区】
○地域情報収集（地区での集いに参加　他）
○各集落での支え合い活動の検討始まる

　　各取り組みとも、地域住民を中心とした活動
や活動に向けての検討が始まるなど、地域で
の動きが出てきたり、地域福祉関係者間の連
携が生まれたりと、一定の成果が見えてきた。

備考（課題及び成果等）

　
　平成１８年度に引き続いて、以下の
地域で、市町村、社協、福祉保健所等
と協働しながら、住民主体の取り組み
を進める。

＜支え合いのテーマ＞
　室戸市：地域福祉計画の実践
　仁淀川町：健康づくり（介護予防）
　梼原町：ボランティア活動を活かす
　黒潮町：災害時要援護者支援
　西土佐地区：人のつながりを活かす

＜取り組み内容＞
　・地域での仕組みづくり
　・住民との懇談
　・地域福祉関係者の意見交換会
　・地域情報の収集
　・地域資源等の資料作成　等

　今年度の活動のまとめと振り返り
　来年度の活動計画検討



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉岡 （２３５９）

種別 重要課題 当初予算額(a) 2,452千円 補正後予算額(a) 千円 予算執行見込額(b) 2,452千円 予算執行率(b)/(a) 100.00%

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

①医療計画検討部会において原案を了承。
②医療審議会に対し原案を説明。

医療計画検討部会において各項目ごとに審
議を行い原案を作成。
原案について、パブリックコメントを行うととも
に、医療法にもとづき市町村や消防機関の意
見を求める。

①数値目標や具体的医療機関名を入れた案
を決定。
②医療審議会に対し諮問
③第5期高知県保健医療計画決定
④厚生労働省報告
⑤県公報における公示

①パブリックコメントの手続きを行うとともに、
医療法に基づき市町村や消防機関の意見聴
取。
②医療機関名を明示するため、医療機関の
医療機能について補充調査を実施。
③パブリックコメントや市町村等の意見を踏ま
えて修正を行うとともに、数値目標や医療機
関名を入れた案を決定。
④医療計画検討部会の審議を経て、医療審
議会に諮問し、案が適当である旨の答申をい
ただく。
⑤高知県第5期保健医療計画を決定。
⑥厚生労働省報告。
⑦県公報搭載。

第５期高知県保健医療計画策定

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課
室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
健康福祉部

保健医療計画推進事業費 医療薬務課

執行計画 実　施　状　況　

医療法に基づき策定している「高知県保健医療計画」について、現在の計画を見直し、
　・県民、住民に分かりやすい医療提供体制の実現
　・数値目標と評価の導入による検証可能な医療提供体制の構築
　を理念とした新しい保健医療計画の検討を進め、策定する。

　各ワーキンググループにおいて、保健医療
計画に記載する内容について検討を行うとと
もに、医療計画検討部会において順次審議を
行った。

備考（課題及び成果等）

　各ワーキンググループにおいて、保健医療
計画に記載する内容について検討を行うとと
もに、医療計画検討部会において順次審議を
行った。

　新計画における疾病ごとの検討をおこなう
ためワーキンググループを組織する。
①がん対策ワーキンググループ
②脳卒中対策ワーキンググループ
③心筋梗塞対策ワーキンググループ
④糖尿病対策ワーキンググループ
⑤小児医療体制検討ワーキンググループ

　各項目ごとに各ワーキンググループや既存
委員会等において、記載すべき内容について
骨格の検討を進める。

ワーキンググループにおいて項目ごとに内容
を検討し、原案の作成を行う。



平成１9年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西森 (9667）

種別 重要課題 当初予算額 5,707千円 補正後予算額(a) 3,707千円 決算見込額(b) 3,707千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 健康福祉部
平成20年3月31日

医療薬務課南海地震関連救急医療対策費

65.0%

事業概要・目的

　南海地震等大規模災害時に対応し、適切かつ迅速な医療救護活動を確保するため、高知県災害医療救護計画及び高知県災害救急医療活動マニュア
ルに基づき、医療従事者等への研修・訓練の実施、非常用通信の確保等を行う。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・医療従事者等災害救急研修の委託契約
・災害救急医療専門研修の委託契約

・医療従事者等災害救急研修（集合研修）

 
・7月11日　医療従事者等災害救急研修の
　　　　　　　委託契約
・７月12日　災害救急医療専門研修の委託
　　　　　　　契約

・台風の影響により、7月に予定していた医療従
事者等災害救急研修（集合研修）を延期。

・11月18日　災害救急医療専門研修
　　　　　　　　（高知市）
・11月23日　災害救急医療専門研修
　　　　　　　　（高知市）
・11月24日　医療従事者等災害救急研修
　　　　　　　　（集合）

・12月2日　災害救急医療専門研修
　　　　　　　（四万十市）

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当
課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・集合研修を延期した関係で、災害医療対策支
部ごとの研修を予定通り実施することができな
かったため、研修の内容を一部見直した。

・医療従事者等災害救急研修については、今年
度、高知医療センターで実施する集合研修と、
医療センター及び「集合研修を受講した地域の
医療チーム」による災害医療対策支部ごとの研
修に変更した。来年度は、災害支援病院の医療
チームに集合研修への参加を要請するなど、地
域の実態により即した内容とし、さらに充実を図
る計画である。

・医療施設耐震化促進事業（災害支援病院の
耐震診断に要する経費の補助）については、事
業計画の見直しにより取りやめ

・2月2日　医療従事者等災害救急研修
　　　　　　（災害医療対策中央西支部）

・3月18日　広域災害支援病院、災害支援
　　　　　　　病院等を対象とした医療従事者
　　　　　　　研修

・災害救急医療専門研修
（10月～１月の間に３回実施）

衛星携帯電話の配置（通年） 衛星携帯電話の配置（通年）

医療従事者等災害救急研修
（8月～2月の間に各支部で実施）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 本多 (9667）

種別 重要課題 当初予算額 5,080千円 補正後予算額(a) 2,485千円 決算見込額(b) 2,200千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 健康福祉部
平成20年3月31日

医療薬務課小児救急電話相談事業費

88.5%

事業概要・目的

　休日や夜間に急に病気になった子どもの保護者からの電話相談に対して、看護師などが適切な助言や指導を行うことで、保護者の不安を軽減し、
医療機関への過度の受診を抑制する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

　小児医療体制検討ワーキングにて、相談事業
の実施内容の検討（4月、6月、10月）と相談業
務に携わる人材（看護師）の確保

・小児救急電話相談事業の委託契約

・小児救急電話相談事業の開始

・11月22日　高知県看護協会と委託契約

・12月15日　電話相談事業開始
・12月31日　県内ローソンにて事業ＰＲカード
配布

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、
担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　今年度は、事業実施（相談時間等）の検討や
相談員の確保などの面があり、12月からの開始
となった。
　相談業務については、順調に対応できている
が、今後より利用していただくために周知ＰＲを
行うことが課題。

・３月31日　電話相談事業の委託契約終了



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山崎 （ 9660 ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 80,711千円 補正後予算額(a) 53,015千円 決算見込額(b) 49,402千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・医師養成奨学金の貸付決定（第２回）（２月）

・県内初期臨床研修説明会の開催（３月）

・医師養成奨学金の貸付決定（第２回）（２月）

・県内初期臨床研修説明会の開催（３月）

・医師養成奨学金の貸付決定（第２回）
　　決定者　３名

★特定科目後期臨床研修奨励金については、
希望者がいなかったため、翌年度は貸付対象
を拡大する。

備考（課題及び成果等）

・高知県臨床研修連絡協議会への補助決定
（４月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（初期臨床
研修・大阪）
（４月）

・県内後期臨床研修合同説明会の開催（５
月）

・第１回高知県臨床研修連絡協議会の開催
（６月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（後期臨床
研修・大阪）
（６月）

・高知大学医学部に家庭医療学講座の開設
（７月）

・医師養成奨学金、特定科目後期臨床研修
奨励貸付金の募集開始（７月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（初期臨床
研修・東京）
（７月）

・臨床研修指導医養成ワークショップの開催
（８月）

・医師養成奨学金の貸付決定（第１回）（９月）

・第２回高知県臨床研修連絡協議会の開催
（10月）

・「こうち医師ウェルカムネット」サイト（求人情
報）の開設（12月）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

医師確保対策事業費 医師確保推進室

93.2%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　医師不足となっている地域や特定診療科での就業の意志がある者に対し、奨学資金の貸付による支援を行うとともに、臨床研修の充実に対する支
援や、地域医療のすそ野を広げるために高知大学医学部に「家庭医療学講座」を設置するための寄附などを行い、県内での医師確保を図る。

・高知大学医学部に家庭医療学講座の開設
（７月）

・医師養成奨学金、特定科目後期臨床研修
奨励貸付金の募集開始（７月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（初期臨床
研修・東京）
（７月）

・臨床研修指導医養成ワークショップの開催
（８月）

・医師養成奨学金の貸付決定（第１回）（９月）

・医師養成奨学金の貸付決定（第１回）
　　決定者　８名

・第２回高知県臨床研修連絡協議会の開催
（10月）

・「こうち医師ウェルカムネット」サイト（求人情
報）の開設（12月）

・「こうち医師ウェルカムネット」開設時掲載求人
26件

執　行　計　画 実　施　状　況　

・高知県臨床研修連絡協議会への補助決定
（４月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（初期臨床
研修・大阪）
（４月）

・県内後期臨床研修合同説明会の開催（５
月）

・第１回高知県臨床研修連絡協議会の開催
（６月）

・県外臨床研修セミナーへの参加（後期臨床
研修・大阪）
（６月）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮崎 （ 2433 ）

種別 当初予算額(a) 3,263千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 3,083千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入する
こと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

安心・信頼の医療の確保と予防の重視を掲げる医療制度改革関連法に基づき、生活習慣病対策の推進体制の構築と、日常的な運動とバランスの良い食事
を、県民一人ひとりが生活の中で自ら行動する実践型の健康づくり運動を展開する。

7月4日～31日
　健康標語（バナー）募集　応募数　92
7月4日～
　「生活習慣病予防実践」県庁出前講座登録
　福祉保健所職員による出前講座等の実施
　(通年で実施）
7月10日～
　県庁職員メタボバスター大作戦開始（知事部局）
7月17～20日
　生活習慣病予防職員研修　103名参加
７月19日
　第1回特定健診等従事者研修　144名参加
8月17日
　健康標語決定（8点）公表
8月17日～
　県庁本庁舎階段に健康標語（バナー）試行的に
　設置
9月28日
　第2回特定健診等従事者研修　159名参加

健康標語（バナー）の募集を行い、県庁階
段への試行的設置のＰＲ等にて、他機関か
らの要望があるなど、運動促進のきっかけ
づくりができた。

10月19日
　第3回特定健診等従事者研修　153名参加
10月～
　健康標語（バナ－）設置施設の選定(福祉保健所）
11月
　健康標語（入賞8点）バナー印刷
12月13日
　第４回特定健診等従事者研修　155名参加
12月～
　健康標語(バナー）の設置(県下30施設）

県庁職員メタボバスタ－大作戦では、9月
～10月にかけて、全国自治体(県レベル）で
は初めての取組みと言うことで、マスコミの
全国放送などでも取り上げられた。

執行計画 実　施　状　況　

4月～
　生活習慣病予防県民運動展開に向けて県庁職員
　（健康福祉部）による実践開始
5月23日～25日
　特定保健指導リーダー養成研修（3名派遣）
5月29日～6月7日
　県庁職員（健康福祉部）生活習慣病予防実践者
　研修実施　148名参加
5月～
　啓発資料作成及び購入（運動、栄養、メタボリックシ
　ンドローム関係、特定健診等）により、地域実践指
　導者研修、県民への出前講座等で配布

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

メタボリックシンドローム対策事業費 健康づくり課

94.5%

1月
  生活習慣病予防啓発キャラクター等デザイン作成
　委託
2月下旬
　生活習慣病予防研修会
3月上旬
 　特定健診等普及シンポジウム開催
　（国保連合会と共催）
3月下旬
　 生活習慣病予防啓発キャラクター着ぐるみ完成

1月
  生活習慣病予防啓発キャラクター等デザイン作成
　委託
2月27日
　生活習慣病予防研修会　71名参加
3月5日
 　特定健診等普及シンポジウム開催
　（国保連合会と共催）　250名参加
3月28日
　 生活習慣病予防啓発キャラクター着ぐるみ完成

出前講座の実施等（64回・1902名：1月末）
にて、エクササイズガイド（運動）やバランス
ガイド（食事）等の普及啓発につながった。
県庁職員メタボバスタ－大作戦の取組みで
は、階段バナー等の設置により階段利用
率がアップ（10ポイント以上）しており、生活
活動量の促進の成果が徐々に出ている。
課題は以下のとおり
①職員の取組みに対しての細やかな促し
が不十分
②取組みについてのタイムリーな広報が不
十分

備考（課題及び成果等）

4月～
　生活習慣病予防県民運動展開に向けて県庁職員
　（健康福祉部）による実践開始
5月下旬
　特定保健指導リーダー養成研修
5月下旬～6月上旬
　県庁職員（健康福祉部）生活習慣病予防実践者
　研修実施
5月～
　啓発資料作成及び購入（運動、栄養、メタボリックシ
　ンドローム関係、特定健診等）により、地域実践指
　導者研修、県民への出前講座等で配布

7月
　健康標語（バナー）募集
7月～
　「生活習慣病予防実践」県庁出前講座登録
　福祉保健所職員による出前講座等の実施
　(通年で実施）
7月～
　県庁職員メタボバスター大作戦開始（知事部局）
7月中旬
　生活習慣病予防職員研修
７月中旬
　第1回特定健診等従事者研修
8月中旬
　健康標語決定公表
8月中旬～
　県庁本庁舎階段に健康標語（バナー）試行的に
　設置
9月下旬
　第2回特定健診等従事者研修

10月中旬
　第3回特定健診等従事者研修
10月～
　健康標語（バナ－）設置施設の選定(福祉保健所）
11月
　健康標語バナー印刷
12月中旬
　第４回特定健診等従事者研修
12月～
　健康標語(バナー）の設置(県下30施設）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 東 （ ２４３０ ）

種別 当初予算額(a) 561千円 補正後予算額(a) 4,110千円 決算見込額(b) 3,968千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

がん対策基本法及び高知県がん対策推進条例に基づき、高知県がん対策推進計画を作成すること及びがん患者や家族等の視点に立ったがん相談
を受ける県の相談窓口を設置し、県民満足の得られる相談業務を実施すること。

がん診療連携拠点病院指定更新、新規指定
の指導

高知県がん対策推進協議会委員委嘱

第1回高知県がん対策推進協議会開催（計画
骨子案を協議了解）（8/4）

がん診療連携拠点病院指定更新（高知医療
センター）、新規指定（高知赤十字病院）申請
の厚生労働省ヒアリング

県相談窓口（がん相談センターこうち）開設
（10/15）

第2回高知県がん対策推進協議会開催（計画
素案を協議了解）（10/15）

第1回高知県がんフォーラム開催（12/8）

相談窓口にたくさんの相談が寄せられ、県民の
期待が一定程度満足された。

がんに携わる関係者が一同に会してフォーラム
を実施することで関係者間の心理的な距離も縮
まり相互理解が図れたと同時に県民に対して県
内でできる最新の治療方法を周知でき、大きな
反響を得た。

執行計画 実　施　状　況　

高知県がん対策推進協議会の組織及び運営
に関する規則　制定

高知県がん対策推進協議会委員選考作業及
び了承取り付け

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

がん予防対策推進事業費 健康づくり課

96.5%

第3回高知県がん対策推進協議会開催（パブ
リックコメントを得るための計画案の協議）（1
月中旬）
がん診療連携拠点病院厚生労働大臣指定通
知（2月上旬）

第4回高知県がん対策推進協議会開催（パブ
リックコメント後の計画案の協議）（3月中旬）

第3回高知県がん対策推進協議会開催（パブ
リックコメントを得るための計画案を協議了
解）（1/16）
がん診療連携拠点病院厚生労働大臣指定通
知（2/8）

第4回高知県がん対策推進協議会開催（パブ
リックコメント後の計画案を協議了解）（3/13）

県としてのがん対策の基本計画ができたので、
今後はこれに従って施策を展開することとなっ
た。

備考（課題及び成果等）

高知県がん対策推進協議会の組織及び運営
に関する規則　制定

高知県がん対策推進協議会委員選考作業及
び了承取り付け

がん診療連携拠点病院指定更新、新規指定
の指導

高知県がん対策推進協議会委員委嘱

第1回高知県がん対策推進協議会開催（計画
骨子案の協議）（8月初旬）

がん診療連携拠点病院指定更新（高知医療
センター）、新規指定（高知赤十字病院）申請
の厚生労働省ヒアリング

県相談窓口（がん相談センターこうち）開設
（10月中旬）

第2回高知県がん対策推進協議会開催（計画
素案の協議）（10月中旬）

第1回高知県がんフォーラム開催（12月初旬）



平成１９年度　　事業執行計画書 担当部局：
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松村 （　　２４３６ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 1,031千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,031千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額（補正をした事業については
補正後予算額）を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・自殺予防パンフレット「生きる・支える・見守る」作
成・配布
・2月　モデル事業で四万十町小学生が描いた絵
の展示
・2月中旬　自死遺族支援を考えるシンポジウムの
開催
・2月中旬　自殺対策担当者研修会
　　講師：自殺予防総合対策センター川野健治

・自殺予防パンフレット「生きる・支える・見守る」作
成・配布
・2月11～22日　モデル事業で四万十町小学生が
描いた絵の展示
・2月17日　自死遺族支援を考えるシンポジウムの
開催
・2月18日　自殺対策担当者研修会
　　講師：自殺予防総合対策センター川野健治

･自死遺族支援を考えるシンポジウム
　参加者　行政・関係機関・一般　55名

・研修会
参加者：福祉保健所、市町村等の自殺対策
担当者　　32名

・3月中旬　モデル事業第5回検討会
・3月中旬　自殺対策庁内連絡会
・3月中旬　第3回高知県自殺対策連絡協議会

・3月12日　モデル事業第5回検討会
・3月13日　自殺対策庁内連絡会
・3月17日　第3回高知県自殺対策連絡協議会

・1月初旬　モデル事業第4回事業検討会
・1月下旬　モデル事業第5回事業検討会

・1月7日　モデル事業第4回事業検討会
・1月30日　モデル事業第5回事業検討会

・10月下旬　モデル事業第3回事業検討会
・10月下旬　地域医療講演会・医療安全セミナー
で高知県の動向と対策について講演

・10月22日　モデル事業第3回事業検討会
・10月25日　地域医療講演会・医療安全セミナー
で高知県の動向と対策について講演

・11月初旬　自殺対策庁内連絡会
・11月中旬　第２回高知県自殺対策連絡協議会

・11月7日　自殺対策庁内連絡会
・11月12日　第２回高知県自殺対策連絡協議会

・「こころの健康づくりアンケート調査」調査票発送
（8月中旬発送　回収締め切り8月末）
・8月中旬　高知市民生委員児童委員協議会地区
会長夏季研修会で自殺予防・うつ病予防研修
　　　講師：高知大学医学部　加藤教授

・「こころの健康づくりアンケート調査」調査票発送
（8月14日発送　回収締め切り8月末）
・8月17日　高知市民生委員児童委員協議会地区
会長夏季研修会で自殺予防・うつ病予防研修
　　　講師：高知大学医学部　加藤教授

・アンケート調査
　四万十町に住む20代～70代の男女1000人
を対象に実施　　回収率45.2％
・研修会参加者　民生委員　35名

・9月　自殺予防週間にあわせ、県立図書館でパ
ネル･ポスター・パンフレット・関連図書の展示
・インフォメーションタワーによる自殺予防週間の
啓発
・広報誌でいのちの電話フリーダイヤルの啓発

・9月4～27日　自殺予防週間にあわせ、県立図書
館でパネル･ポスター・パンフレット・関連図書の展
示
・インフォメーションタワーによる自殺予防週間の
啓発
・広報誌でいのちの電話フリーダイヤルの啓発

・モデル事業の一環で実施する「こころの健康づく
りアンケート調査」を高知大学と委託契約
・6月初旬　モデル事業第2回検討会

・モデル事業の一環で実施する「こころの健康づく
りアンケート調査」を高知大学と委託契約
・6月6日　モデル事業第2回検討会

・7月初旬　自殺対策庁内連絡会
・7月初旬　第１回高知県自殺対策連絡協議会
・7月中旬　南国市民生委員児童委員協議会前期
研修会で自殺予防･うつ病予防研修
　　　講師：精神保健福祉センター所長

・7月4日　自殺対策庁内連絡会
・7月9日　第１回高知県自殺対策連絡協議会
・7月20日　南国市民生委員児童委員協議会前期
研修会で自殺予防･うつ病予防研修
　　　講師：精神保健福祉センター所長

・高知県自殺対策連絡協議会設置要綱策定
・4月中旬　香南市民生委員児童委員協議会連合
会全員研修会で自殺予防・うつ病予防研修
　　　講師：精神保健福祉センター所長

・高知県自殺対策連絡協議会設置要綱策定
・4月20日　香南市民生委員児童委員協議会連合
会全員研修会で自殺予防・うつ病予防研修
　　　講師：精神保健福祉センター所長

・研修会参加者　民生委員　約100名

・自殺対策庁内連絡会設置要領策定
・5月初旬　モデル事業第1回検討会

・自殺対策庁内連絡会設置要領策定
・5月8日　モデル事業第1回検討会

100.0%
事業概要・目的

　近年、自殺者の急増が深刻な社会問題となっており、高知県の自殺者も年々増加し、平成１６年の人口１０万人当たりの自殺率は全国第４位、平成１７年
は第７位と高い水準で推移している。
　こうしたことから、その予防対策として、自殺の大きな要因の一つであるうつ病についての普及啓発をはじめ、人材育成としての関係機関担当者への研修
会の実施、四万十町を対象にしたモデル事業の取り組みなど自殺を防止するための対策に取り組み、自殺者数の減少を図る。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

健康福祉部
平成20年3月31日

自殺予防・うつ病予防対策事業費 健康づくり課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 清川 （ 9669 ）

種別 当初予算額(a) 2,276千円 補正後予算額(a) 2,276千円 決算見込額(b) 1,400千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

精神障害者退院促進強化事業 健康づくり課

61.5%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

受入条件が整えば退院可能な精神障害者の地域移行を進めるために専門家の養成と受け入れる地域の理解を促進する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

○5月下旬　厚生労働省主催　退院促進支援研究
会（東京）

成果：退院促進事業の基本的理解
○5/30～5/31厚生労働省主催　退院促進支援研
究会（東京）　県2名、地域相談支援センター1名参
加

○7月初旬　県主催 退院促進支援専門家養成研修
実施（高知市）　（医療機関、相談支援事業所、市
町村職員等）

○7月5日～6日　県主催 退院促進支援専門家養成
研修実施（高知市）　参加者75名（医療機関、相談
支援事業所、市町村職員等）

成果：全国の取組み事例や高知県でのモデル事業時
の課題等について、県内の関係者に普及啓発ができ
た。

○9月中旬　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○9月14日　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○10月下旬　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○10月26日　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○11月下旬　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○11月29日　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○12月下旬　厚生労働省主催 精神障害者地域移
行支援担当者特別研修会参加（東京）
○12月下旬　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○12月25日　厚生労働省主催 精神障害者地域移
行支援担当者特別研修会参加（東京）県２名参加
○12月28日　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会）

○3月　アドバイザーによる退院支援フォローアップ
（対象者：自立促進支援協議会）

○3月3日、28日　アドバイザーによる退院支援フォ
ローアップ
（対象者：自立促進支援協議会）

課題：退院させる側と受け入れる側の連携に改善の
余地があり、次年度以降により連携を強化する必要
性を認識した。

○1月下旬　(財)精神障害者社会復帰促進協会主
催退院促進支援事業関係者研修会(大阪市）

○1月31日、2月1日　(財)精神障害者社会復帰促進
協会主催退院促進支援事業関係者研修会(大阪
市）　自立支援員１名参加

成果：自立支援員の活動の在り方について、全国の
事例などから幅広く吸収できた。

○2月初旬　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会20名）
○2月下旬　厚生労働省主催　精神障害者地域移
行支援ブロック別研修会（高松）

○2月4日　アドバイザーによる退院支援フォロー
アップ（対象者：自立促進支援協議会20名）
○2月25日、26日　厚生労働省主催　精神障害者
地域移行支援ブロック別研修会（高松）　県5名、高
知市2名、相談支援センター2名参加

成果：活動の中核的役割を担うスタッフ（高知市内で
は市職員、相談支援センタースタッフ、高知市以外で
は福祉保健所職員）の専門力の向上が得られた。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 千田 （ 2328 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 1,518千円 補正後予算額(a) 1,518千円 決算見込額(b) 1,518千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

モデル地域を指定し、認知症高齢者や家族を
支援する地域ネットワークを構築するとともに
他地域への普及を図る為、事業の協議書を
国に提出。

・国より、認知症地域支援体制構築等推進事
業の内示が通知。
・モデル地域を高知市に決定

・国より、認知症地域支援体制構築等推進事
業の内示が通知。
・モデル地域を高知市に決定

モデル地域内での、「認知症高齢者地域支援
ネットワーク」づくりについては、核となる人材の
育成や、地域の事業所・住民への認知症に関
する理解を深めるための普及啓発はかなり進
めることができた。
この成果を、県内各地域の実情に応じ、どのよ
うに普及していくかが、今後の課題である。

１２月中旬第１回推進会議開催 出席委員６名

３月上旬 高知市で認知症に係る研修会
３月中旬 第２回推進会議開催 出席委員６名
３月中旬　冊子完成・配布

認知症対応型サービスの取り組み事例の普
及用冊子作成に着手

2月下旬　普及用冊子の原稿完成・印刷発注

１２月１３日第１回推進会議開催 出席委員６
名

認知症対応型サービスの取り組み事例の普
及用冊子作成に着手

３月３・４日 高知市で認知症に係る研修会
３月１３日 第２回推進会議開催 出席委員６名
３月中旬　冊子完成・配布

2月下旬　普及用冊子の原稿完成・印刷発注

１１月１日高知市との委託契約締結
推進会議委員６名の決定

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

認知症地域支援体制構築等推進事業費 高齢者福祉課
100.0%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　地域において、認知症高齢者等と家族を支えるためには、認知症への対応（予防、早期発見、ケア等）を行うマンパワーや拠点などの「地域資源」を
ネットワーク化し、相互に連携しながら有効な支援を行う体制を構築することが必要であることから、県内にモデル地域を設定し、先駆的に支援体制
を構築し、県内各地域にその成果を普及させることを目的とする。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

１１月上旬高知市との委託契約締結
推進会議委員６名の決定

モデル地域を指定し、認知症高齢者や家族を
支援する地域ネットワークを構築するとともに
他地域への普及を図る為、事業の協議書を
国に提出。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 安並 （ 9652 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 4,828千円 補正後予算額(a) 3,210千円 決算見込額(b) 2,389千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

74.4%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　改正介護保険制度の中で施行された「予防給付」や地域包括支援センター等の円滑な実施のため、介護予防マネジメント、介護予防サービスの提供
において、専門的な立場から指導助言を行う人材を育成する。

執行計画 実　施　状　況　

平成20年3月31日
健康福祉部

介護予防従事者等研修事業費 高齢者福祉課

各福祉保健所単位で行われる地域包括
支援センター職員意見交換会への出席

各福祉保健所単位で行われる地域包括支援
センター職員意見交換会への出席

担当部局：

事業概要・目的

・主任介護支援専門員勉強会＋意見交換
会の開催
・地域包括支援センター意見交換会に出席
（須崎福祉保健所）

19年度は、今までの国研修受講者が、必要な
時期に、少人数を対象に研修を実施。国研修
受講後の全体研修だけでなく、今後は必要な時
期に、少人数を対象に実施できる体制をとって
いくことが期待される。

備考（課題及び成果等）

・地域包括支援センター情報交換会に出席
（幡多福祉保健所）

・地域包括支援センター職員情報交換会に
出席（中央西福祉保健所）

・地域包括支援センター勉強会・意見交換会に
出席（中央東福祉保健所）

介護予防支援従事者研修
地域包括支援センター職員研修(現任者）
香川県

各福祉保健所単位で行われる地域包括支援
センター職員意見交換会への出席

地域包括支援センター職員研修受講申し込み
介護予防支援指導者研修申し込み

主任介護支援専門員意見交換会
各福祉保健所単位で行われる地域包括支援
センター職員意見交換会への出席
地域包括支援センター職員研修（初任者）

各福祉保健所単位で行われる地域包括支援
センター職員意見交換会への出席
地域包括支援センター職員研修（伝達研修）

・地域包括支援センター意見交換会に出席
（中央西福祉保健所）

・介護予防支援指導者研修受講（国研修）
１１月７日～８日　５名

介護予防支援従事者研修案内発送

・介護予防支援従事者研修打ち合わせ
（指導者研修受講者）
・介護予防支援従事者研修開催
１月２８日　４９名
・地域包括支援センター職員研修（現任者）受講
（国研修）１月２９日～３０日　９名

・地域包括支援センター意見交換会に出席
（中央東福祉保健所）
・地域包括支援センター職員研修＋意見交
換会開催　３月１４日
・主任介護支援専門員研修会　３月２７日
～２８日

各福祉保健所単位で行われる地域包括支援
センター職員意見交換会への出席

介護予防支援指導者研修（北九州市）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷脇　三和 （ ９５６０ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 4,657千円 補正後予算額(a) 4,657千円 決算見込額(b) 3,402千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 健康福祉部
平成20年3月31日

障害者施設利用者工賃アップ支援事業費 障害福祉課

73.1%

事業概要・目的

工賃水準の改善を図ることによって、「施設利用者が地域での自立した生活を実現するために必要な、相当程度の収入の安
定的確保」を目指すものである。

平成１９年度の重点的な取り組みは、次の２つ。
　　○施設側（施設長、施設職員）の主体性の惹起
　　○県全体の、工賃アップ実施計画の策定

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

①全国状況の確認・整理

②施設訪問
　　　→現状把握、施設長等との意見交換

③施設へのアンケ－ト調査（第１回）の実施

①ＨＰ、国公表デ－タ等での情報収集・整理

②訪問施設数　約２０

③１１７施設に対して調査依頼（19.5.25）

①施設へのアンケ－ト調査（第１回）の整理・
分析

②県の取り組みの方向性の整理
　　　→具体的な取り組みプランの整理

③工賃倍増計画策定等委託業務の事前調整

①７７施設から回答あり
　　　→回答内容の整理・分析（～19.7.14）

②１０月以降の具体的な取り組みプランの作成
　　　→部内での合意（19.7.23夏期レビュ－）

③委託先の選定、モデル事業実施２施設の選定 ③委託先の業務遂行状況の適宜の把握［課題］

①モデル事業の開始
　　→県内２施設でのモデル事業の実施

②施設職員の意識向上への取り組み
　　　　→国・県の動向の周知
　　　　→先進事例の紹介
　　　　→各種支援策の周知

③県民への周知

④施設へのアンケ－ト調査（第２回）の実施

　　　→契約締結（19.10.26）

①２施設でのモデル事業の実施（19.10.26～）
　　　→すずめ共同作業所、さんかく広場
　　　　経営コンサルタントの派遣

②施設職員対象の説明会等の開催
　　　→説明会の開催　(19.10.15～19.10.19)
　　　　　県内５箇所で開催、５９施設参加
　　　→講演会の開催 (19.11.12)
　　　　　県外コンサルタントによる講演

③平成１８年度工賃月額の実績をＨＰ等で公表
（19.12.3）

④５８施設に対して調査依頼（19.12. 5）
　　　→５１施設から回答あり
　　　→回答内容を、工賃倍増５か年計画に反映

③算出方法を正しく伝える必要あり

①工賃倍増５か年計画の策定

②施設職員の意識向上等への取り組み
　　　　→工賃倍増計画の説明
　　　　→施設の取り組みの具体化

①工賃倍増５か年計画の策定
　　　→部内決裁　　（20.2.29）
　

②施設職員対象の説明会の開催
　　　→説明会の開催　(20.3.26～20.3.28)
　　　　　県内３箇所で開催

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入
すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 藤川 （ ２３３３ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 3,274千円 補正後予算額(a) 3,274千円 決算見込額(b) 1,904千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

第８回ワーキング開催

第９回ワーキング開催

第８回ワーキング開催
整備検討委員会の審議とりまとめ
香美市乳幼児健診実施

第９回ワーキング開催

香美市のびのび相談室開催
第１回発達障害者企画・推進委員会開催

発達障害児・者支援体制整備検討委員会の
審議のまとめ
（関係機関に送付、県のＨＰに掲載）

備考（課題及び成果等）
発達障害者支援ワーキンググループ設置

第１回ワーキング開催
香美市へのモデル事業委託

第２回ワーキング開催

第３回ワーキング開催
第１０回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会

第４回ワーキング開催
第１１回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会
発達障害者就労移行支援事業委託

第５回ワーキング開催
第１２回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会

第６回ワーキング開催
第１回発達障害者企画・推進委員会開催

第１３回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会
第７回ワーキング開催
整備検討委員会のとりまとめ

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

発達障害者支援事業費 障害福祉課
58.2%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

＜発達障害者支援体制整備事業＞
　　・発達障害者個々のライフステージを通じた一貫した支援手法及び関係機関の効率的な連携手法の検討を行い、その支援体制を整備する。
＜発達障害者支援開発事業＞
　　・発達障害者支援についての先駆的な取り組みを通じて支援のあり方を整理し、発達障害者への有効な支援手法を開発・確立する。

香美市へのモデル事業委託
第４回ワーキング開催
第１１回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会

第５回ワーキング開催
第１２回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会

第６回ワーキング開催
発達障害者就労移行支援事業委託

第１３回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会
第７回ワーキング開催

執行計画 実　施　状　況　
発達障害者支援ワーキンググループ設置

第１回ワーキング開催

第２回ワーキング開催

第３回ワーキング開催
第１０回発達障害児・者支援体制整備検討委
員会



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 谷脇 （ 2341 ）
種別 重要課題 当初予算額 1,887千円 補正後予算額 1,887千円 決算見込額(b) 1,857千円 98.4 %

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

平成20年3月31日
健康福祉部

児童相談連携支援センター費 こども課

担当部局：

○成果
　・要保護児童対策地域協議会の設置促進
　H17　５町村→H18  ７市町村(計１２市町村）
　H19　１３市町村設置予定(計２５市町村）

＊Ｈ２０末全市町村に協議会及びネットワーク
設置予定
　　　　　　　協議会　　　　32市町村（94.1％）
　　　　　　　ネットワーク　2村（5.9％）

　　・全市で児童相談の流れのフローチャートを
　　　作成し、部署内で認識
   ・県外市町村の実務者による研修会の開催
     により、児童相談対応や協議会等への理解
     の促進が図られた。

事業概要・目的
予算執行率(b)/(a)

　虐待や非行などの児童問題の未然防止や早期発見、早期解決を図るため、児童相談連携支援センターを設置し、市町村に対して、それぞれの地
域で見守り・支援する協議会の設置の働きかけや設置後の適切な運営の支援を行なうとともに、県内の様々な児童問題に関係する機関が有機的に
連携する仕組みを構築する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
〇「市町村」に対しての要保護児
童対策地域協議会設立と効果的
な運営に向けた支援

○安芸市・香美市・香南市・須崎
市を「重点取り組み市」として位
置付け、集中的な支援

〇福祉保健所ブロック別で、積極
的に協議会を活用、運営してい
る市町の実務担当者を招き、研
修会を開催
＊安芸福祉保健所ブロック（2･8）
大阪府泉南郡熊取町子ども家庭
課職員
＊中央東　　　〃　　　　　　（2･5）
土佐清水市健康福祉課職員
＊須崎・中央西　　〃　　　（3.2）
福岡市前原市子ども課職員
＊幡多　　　〃　　　　　　　（3･24）
大阪府泉南郡熊取町子ども家庭
課職員
〇南国市事案を受け、町村で協
議会設置スケジュールの再確認
と早期設置要請

〇市町村担当部署が適切に児
童相談に 対応できる「流れ」の構
築

　
〇協議会の未設置町村へ設置
のアプローチ

〇実務的な研修の実施による、
要保護児童対策地域協議会の
運営と効果等についての理解促
進

〇協議会未設置「市町村」への
協議会設立に向けた取り組みの
実施
　＊要綱作成支援、関係機関と
の調整支援

〇重点取り組み市において、相
談・通告の受理から支援･援助ま
での　「児童相談の流れ」（フロー
チャート）の作成支援
   児相からの移管ケースをもと
に、社会調査の方法、個別検討
会の進行等指導･支援
〇協議会未設置「市町村」の首
長を訪問し、協議会の「理解」と
「早期設置」依頼
＊協議会設置スケジュールの作
成と確認
〇市町村での進行管理台帳、記
録簿等の作成支援（要作成様式
等の提示等）

○市の福祉事務所長会
　Ｈ20年度からの市の児童家庭
相談窓口の体制整備の確認

〇重点取り組み市以外の市への
「フローチャート」作成支援



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北村 （ ９６４０ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 9,669千円 補正後予算額(a) 8,431千円 決算見込額(b) 8,224千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
健康福祉部

少子化対策推進費 こども課
97.5%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　近年、少子化が進行する中、出生率の減少傾向に歯止めをかけるため、少子化対策の総合的な推進を図る。
　「子どもを生み育てやすい環境づくり」の実現に向け、地域による子育て支援の雰囲気づくりや独身男女を対象とした未婚化・晩婚化対策、家族や子ど
もを持つことの楽しさが伝わる取組などを官民協働により推進する。

○Ｈ20年度少子化対策関連予算見積公表

執行計画 実　施　状　況　

○出会いのきっかけ応援事業
　　イベント等実施回数　延べ14回
　　参加者数　延べ164名
　　カップル成立数　12組
○こどものひとこと宝物事業　応募総数１６３０件
○Ｈ20年度少子化対策関連当初予算とりまとめ公表

▼子育てを支える「家族・地域のきずな」フォーラム高
知大会の全体大会にて、県の少子化対策をＰＲ
　・県民会議会長あいさつ（キックオフ）
　・こどものひとこと宝物表彰式
　・次世代育成支援企業認証書交付式（累計22社）

○子育て家庭応援事業　登録件数１９１件（２月末）

備考（課題及び成果等）

■少子化対策推進本部の設置（第１回会議の
開催）
　　・「少子化対策の基本的な方向」の決定
●国への提案・要望に向けた庁内調整

■個別テーマにかかる庁内検討チームの設置
▼少子化対策推進県民会議（仮称）の設置に
向けた関係機関との調整

■第２回本部会議の開催
　　　・新たな取組みに向けた検討
▼少子化対策推進県民会議（仮称）の設置
（第１回会議の開催）
●少子化関連施策についての政府要望

■庁内検討チーム検討結果取りまとめ（又は
中間取りまとめ）

▼第２回県民会議の開催
　　　・各構成団体での行動宣言の実施（随時）
■第３回本部会議の開催
　　　・平成20年度予算編成に向けた協議

○当初予算見積作業（各部局）

▼経済団体、県などによる共同宣言の実施

■庁内検討チーム検討結果取りまとめ

■第４回本部会議の開催
　　・H19年度総括、H20年度に向けた協議
▼第３回県民会議の開催
　　・H19年度総括、H20年度に向けた協議

■少子化対策推進本部の設置（第１回会議の
開催）
　　　・「少子化対策の基本的な方向」の決定
　　　・各部局での取組み項目の検討を開始

●国への提案・要望に向けた庁内調整を実施
▼少子化対策推進県民会議（仮称）の設置に
向けた関係機関との調整を開始

■第１回本部幹事会の開催
　　・各部局等での少子化対策の提案
■第２回本部会議の開催
　　・新たな取組みの検討及び重点検討項目の整理
■個別テーマにかかる庁内検討チームの設置（育
児支援、働き方の見直し、税制）
●少子化関連施策についての政府要望の実施

○次世代育成支援企業認証開始（商工労働
部）

○「出会いのきっかけ応援事業」補助事業採
択、各団体での事業開始

■第２回本部幹事会の開催
　　・各部局における少子化対策の検討及び重点３
テーマの検討チームにおける検討状況
■第３回本部会議の開催
　　・重点検討項目についての検討チームの中間報
告
　　・平成20年度予算編成に向けた協議

○「子育て家庭応援事業」スタート

○「こどものひとこと宝物事業」作品募集スター
ト（～１月２５日まで）

■第３回本部幹事会の開催
　　・Ｈ20少子化対策関連当初予算見積（主要
事業）について

▼ 第１回県民会議（仮称）設立準備会の開催
　　・設立趣旨、規約、取組み内容等について
検討

▼ 第２回県民会議（仮称）設立準備会の開催
　　・設立趣旨、規約、事業計画等について検討

■第４回本部幹事会の開催
　　・Ｈ20少子化対策関連予算案、県民会議設置、２
月フォーラムの開催について

○「こどものひとこと宝物事業」審査会開催

▼少子化対策推進県民会議設立総会の開催
　　・ 設立趣意、役員の選出、事業計画等について



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜田　仁 （ 2367 ）
種別 6,068千円 補正後予算額(a) 15,098千円 6,121千円 予算執行率(b)/(a)

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○各圏域での検討会（第２回）
【須崎：7月11日】

○各圏域での検討会（第３回）
【安芸7月31日、須崎：7月31
日、幡多：7月26日】

○安芸圏域地域ケア体制整
備構想の策定（8.27）

○幡多圏域地域ケア体制整
備構想の策定（8.28）

○高幡圏域地域ケア体制整
備構想の策定（9.4）

○高知県地域ケア体制整備
構想の策定準備（県全体版）
　・検討会の設立準備
　・検討会委員への委嘱

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第１回）
（11月1日）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第２回）
（11月20日）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第３回）
（12月6日）

○構想（案）への県民への意
見募集（パブリックコメント）（12
月17日から1月15日まで）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第４回）
（1月21日）

○地域ケア推進に係る福祉保
健所意見交換会（2月4日から
2月15日）

○高知県地域ケア体制整備
構想の策定（3月9日）

○高知県地域ケア体制整備
構想の印刷・配布

○医療費適正化チーム員会
（第５回）（2月1日）

○関係計画の策定（医療計
画、よさこい健康プラン）

○医療費適正化計画の策定

○医療費適正化計画の都道
府県ヒアリング（厚生労働省）
（11月30日）

○療養病床再編に係るブロッ
ク説明会（県下６カ所）（7月10
日から7月13日）

○医療費適正化チーム員会
（第３回）（7月23日）

○療養病床実態調査（8月1
日）

○医療機関との個別面談(8月
22日から8月30日）

○医療費適正化チーム員会
（第４回）（9月9日）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第４回）

○地域ケア推進に係る福祉保
健所意見交換会

○高知県地域ケア体制整備
構想の策定

○高知県地域ケア体制整備
構想の印刷・配布

○各保健福祉圏域での地域
ケア体制整備構想の検討会
の開催（第３回）

○各保健福祉圏域での地域
ケア体制整備構想の策定

○療養病床再編に係るブロッ
ク説明会

○医療費適正化チーム員会
（第３回）

○療養病床実態調査

○医療機関との個別面談

○医療費適正化チーム員会
（第４回）

○医療費適正化チーム員会
（第５回）

○関係計画の策定（医療計
画、よさこい健康プラン）

○医療費適正化計画の策定

○医療費適正化計画について
の都道府県ヒアリング（厚生労
働省）

○高知県地域ケア体制整備
構想の策定準備（県全体版）
　・検討会の設立準備
　・検討会委員への委嘱

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第１回）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第２回）

○高知県地域ケア体制整備
構想検討会の開催（第３回）

○構想（案）への県民の意見
募集（パブリックコメント）

○各圏域での検討会（第１回）
【安芸：5月29日、須崎：5月11
日、幡多：5月22日】

○各圏域での検討会（第２回）
【安芸：6月26日、幡多：6月25
日】

地域ケア体制整備構想 医療費適正化計画

○医療費適正化チーム員会
（第１回）（4月6日）

○療養病床再編成に係る都
道府県説明会
（4月17日）

○医療費適正化計画作成担
当者会議（中国四国ブロック）
（6月1日）

○医療費適正化チーム員会
（第２回）（6月27日）

○各保健福祉圏域（中央圏域
除く）での地域ケア体制整備
構想の策定準備
　　・検討会の設立準備
　　・検討会委員への委嘱

○各保健福祉圏域での地域
ケア体制整備構想の検討会
の開催（第１回）

○各保健福祉圏域での地域
ケア体制整備構想の検討会
の開催（第２回）

地域ケア体制整備構想 医療費適正化計画

○医療費適正化チーム員会
（第１回）

○療養病床再編成に係る都
道府県説明会

○医療費適正化計画作成担
当者会議（中国四国ブロック）

○医療費適正化チーム員会
（第２回）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年　3月31日
医療費適正化推進費 国保指導課

40.5%当初予算額(a) 決算見込額(b)

健康福祉部

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成
果は実績に対して記入）

医療保険制度の将来にわたる持続的かつ安定的な運営を確保するため、医療費の適正化の総合的な推進等、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく施策の推進を行う。
１．地域ケア整備構想推進費
  医療制度改革による療養病床の再編を踏まえ、受け皿作りを含めた将来的なニーズや社会資源の状況等に即して、高齢者が地域で安心して暮らし続けることができるための基盤整備の
方策と療養病床の再編計画をまとめた「高知県地域ケア体制整備構想」を策定する。
２．医療費適正化計画策定費
　医療の安全と安心を確保しつつ、医療制度を将来にわたり持続可能なものとするため、平均在院日数の短縮（保健医療計画）や生活習慣病有病者・予備群の減少（よさこい健康プラン21）
についての数値目標を定めた第1期「高知県医療費適正化計画」を策定する。（医療計画、よさこい健康プラン21との調和）

執行計画 実　施　状　況　

○医療費適正化チーム員会
　構成課
　・医療薬務課（保健医療計画）
　・健康づくり課（よさこい健康プラン21）
　・高齢者福祉課（第４期介護保険事業支援計
画）
　・国保指導課（地域ケア体制整備構想、医療費
適正化計画）

○高知県地域ケア体制整備構想の策定
○第１期高知県医療費適正化計画の策定

備考（課題及び成果等）

４月



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。文化環境部

番号 課  室  名 事　　　業　　  名 種　  　別 予算額（千円）

1 循環型社会推進課 豊 主要・重要 10,555

2 循環型社会推進課 地

3 循環型社会推進課 排

4 循環型社会推進課 C

5 循環型社会推進課

6 循環型社会推進課 地

7 循環型社会推進課

8 循環型社会推進課

9 清流・環境課 （

10 清流・環境課 （

11 清流・環境課 四

12 清流・環境課 ア

13 自然共生課 牧

14 自然共生課 開

15 自然共生課

16 廃棄物処理推進課 エ

17 県民生活課 安

18 男女共同参画・ＮＰ
Ｏ課 男

19 男女共同参画・ＮＰ
Ｏ課 女

20 男女共同参画・ＮＰ
Ｏ課 Ｎ
かな環境づくり総合支援事業
重要 641
球温暖化防止県民運動推進事業
主要・重要 3,349
出量取引地域モデル事業
主要・重要 1,521
O2吸収認証事業
主要・重要 26,386
環境活動支援センター事業
主要 2,815
域貢献活動促進事業
主要・重要 4,720
協働の森づくり事業
重要 742
リサイクル認定事業費
主要・重要 1,000
土佐の清流グレードアップ事業

仁淀川）

主要・重要 1,000
土佐の清流グレードアップ事業

物部川）

主要・重要 5,085
万十川科学調査研究事業
重要 6,994
スベスト対策事業
主要・重要 111,249
野植物園第二期整備事業
主要 248,290
園５０周年記念花・人・土佐であい連携事業
1,912
希少動植物保護対策事業
主要・重要 158,617
コサイクルセンター設置推進事業
主要 2,063
心安全まちづくり推進事業
主要 3,200
女がともに参画する社会づくり事業
主要 217,819
性相談所等整備事業
主要 4,215
ＰＯと行政との協働推進事業



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西森 （ ９７９２ ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 12,555千円 補正後予算額(a) 10,555千円 決算見込額(b) 10,545千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

パネル展等啓発の実施
実績報告
完了検査

３次申請件数なし
※以降は随時受け付け
(予算残額1,583千円）

４次募集(11/20締切）

４次申請件数なし
(予算残額2,108千円）

　

Ｈ２０要綱の見直し～決定(3/19)
Ｈ２０年度募集開始(3/21)
実績報告(3/25)
完了検査(3/31)

現地調査

現地調査

Ｈ２０要綱の見直し

実績報告
完了検査
Ｈ２０要綱の決定・広報・Ｈ２０年度募集開始

１次募集(4/16）締切り　４件申請有
事業ヒアリング(4/23～24)

２次ヒアリング(6/5)
２次審査会(6/11)
３次募集(7/18締切）
２次交付決定（５件採択決定）

１次審査会(5/8)
２次募集(6/4締切）
１次交付決定（４件採択決定）

３次ヒアリング
３次審査会
３次交付決定

１次審査会
２次募集
１次交付決定

２次ヒアリング
２次審査会
３次募集
２次交付決定

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

豊かな環境づくり総合支援事業 循環型社会推進課
99.9%

１次募集
１次ヒアリング

ホームページ製作

ホームページ公開

市町村等が循環型社会づくりに向けた環境の保全と創造に関する地域の課題を解決するために実施する事業を総合的に支援する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山崎　真 （ ９７９２ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 641千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 641千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　地球温暖化対策を推進するため、県民運動の中心となる高知県地球温暖化対策協議会と連携し、夏期にノーネクタイ等の軽装を奨励して適正冷
房を図るエコスタイルの普及、また事業者を中心に急発信・急加速・急停車を控えてアイドリングストップの実施などを奨励するエコドライブの取り組

みなどを推進していく。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

地球温暖化防止県民運動推進事業費 循環型社会推進課
100.0%

クールビズ普及啓発（6/1～9/30)

エコドライブ普及啓発（11/1～3/31)

エコドライブ啓発用ポスター作成

第１回高知県地球温暖化対策
協議会運営委員会

第２回高知県地球温暖化対策協議会
運営委員会

クールビズ普及啓発（6/1～9/30)

地球温暖化防止活動推進員委嘱準備
(4/2～5/18)

地球温暖化防止活動推進員委嘱(6/1)

第１回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会（4/19）

ウォームビズ普及啓発
（12/1～2/29)

第１回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会（4/19）

クールビズ啓発用ポスター配布

地球温暖化防止活動推進員委嘱
(6/1)

クールビズ啓発用ポスター配布

ウォームビズ啓発用ポスター作成

第２回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会

地球温暖化防止活動推進員委嘱募集
(4/2～5/18)

地球温暖化防止活動推進員2次募集
(6/4～6/22)

第２回四国地球温暖化対策推進連絡
協議会(9/6)

四国地域エネルギー・
　　温暖化対策推進会議(6/28)

エコドライブ普及啓発（11/1～3/31)

エコドライブ啓発用ポスター作成

ウォームビズ普及啓発
（12/1～2/29)

ウォームビズ啓発用ポスター作成

第２回高知県地球温暖化対策協議会
運営委員会(3/28)

第１回高知県地球温暖化対策
協議会運営委員会(1/31)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西村 （ ９７９４ ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 3,349千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 3,349千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・住友大阪セメントと木質資源活用事業
の委託契約を締結予定

第２回ＣＯ２削減専門員会開催

・間伐材を石炭の代替燃料として活用することによって得られる「ＣＯ２削減量」を認証し、削減クレジットを発行する。
・環境先進企業（ＣＯ２排出事業者）に削減クレジットを商品として提案するとともに、高知県独自の「排出量取引」の制度設計と試行を行う。
・地球温暖化防止の手法を活用し、荒廃した森林の整備のための仕組みをつくる。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

排出量取引地域モデル事業 循環型社会推進課
100.0%

・排出量取引に関する関係職員の勉強会の
開催準備

・６月７日、名古屋環境取引所の専務理事を
招き、　勉強会を開催。

・５月１８日、名古屋環境取引所を訪問し、情
報収集を行う。
・５月３１日上京し、環境省や認証機関を訪問
し、情報収集を行う

・第１回ＣＯ２削減専門委員会開催

　
・「ＣＯ２削減専門委員会」の立ち上げに向け
て、委員会のメンバーの人選作業

第３回ＣＯ２削減専門員会開催（高知県版排
出量取引の制度設計終了予定）

Ｈ１９の住友大阪セメントとの委託契約の完了
Ｈ２０年度の委託契約締結の準備

　
・「ＣＯ２削減専門委員会」の立ち上げに向け
て、委員会のメンバーの人選作業

・８月２３日、第１回削減専門委員会を開
催（制度創設に向けての論点整理）

・１０月１日、住友大阪セメントと木質資源エネ
ルギー活用事業の委託契約を締結
・１０月２６日、第２回削減専門委員会を開催
（制度設計の論点協議）

・１１月２０日、環境省のカーボン・オフ
セット検討会に出席、情報収集を行う。

・１月１１日、第３回ＣＯ２削減専門委員会開
催　（高知県版排出量取引の制度設計完了）

・３月３１日、Ｈ１９の住友大阪セメントとの委
託契約の完了
・Ｈ２０年度の委託契約締結の準備



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋 （ ２４７３ ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 1,521千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,521千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

現地調査資料確認、情報整理
4/11　現地調査（四万十町）

6/21  CO2吸収証書デザイン委託契約

5/17　庁内関係者打合せ

5/28  CO2吸収専門委員会

12/4 　CO2吸収専門委員会

2/1 CO2吸収専門委員会
2/27　森林資源調査委託

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

ＣＯ２吸収認証事業 循環型社会推進課
100.0%

　森林のもつＣＯ２吸収機能を数値化し、高知県独自に認証することを通じて、その社会的な認知度を向上させるとともに、森林のＣＯ２吸収を増進さ
せる取り組みへの環境先進企業の参加を促す。

（成果）
・５月に開催した専門員会で認められた３件の
認証について、８月１日に交付式を行い、「ＣＯ
２吸収証書」を３社（電源開発、四国銀行、日本
たばこ産業）に交付した。

執行計画 実　施　状　況　
（成果）
・昨年度立ち上げた制度に従い、現地調査を終
えた３件の認証案件について、「ＣＯ２吸収専門
委員会」での審議を行い、適当と認められた。

備考（課題及び成果等）

証書発行内部決裁・確認作業

8/1  CO2吸収証書交付式

現地調査資料精
査

ＣＯ２吸収専門委員会
（5/28）

Ｈ１９年度吸収証書発
行

吸収証書デザイン委託

Ｈ１９年度吸収証書発
行

ＣＯ２吸収専門委員会

ＣＯ２吸収専門委員会

森林資源調査委託



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋田 （ ９７９２ ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額 26,386千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 26,385千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・委託料第４回概算支払
・品質管理第３回評価

・実績報告書受理

・学校版CO2CO2削減コンテスト打ち合わせ
(1/8)   ・事務執行に関する打ち合わせ
（1/19、23、24、2/16、18、21）
・学校版CO2CO2削減コンテスト表彰式（2/9）
・第４回概算払い(1/22）
・実績報告書受理（4月予定）

特定非営利活動法人環境の杜こうちとの委託契約により、県民の環境活動の支援や環境学習の推進及び地球温暖化防止活動の推進などの環境活
動支援センターの業務を行うことで、環境活動の輪を広げ、主体的な環境活動が活発になることを目的とする。

（成果）
・えこらぼ部会発足（7/4）
・運営委員会発足（8/29）
・外部評価委員会立ち上げ
・環境学習方針庁内ＷＧ立ち上げ

　

執行計画 実　施　状　況　
（課題）
・事業執行体制の整備
・えこらぼ部会（環境活動啓発、環境学習（県か
らのアウトソーシング）などの事業を行う）
・温暖化センター部会（温暖化防止活動推進セ
ンターの事業を行う）

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

環境活動支援センター事業費 循環型社会推進課
100.0%

・委託契約締結
・委託料第1回概算払い
　　　　　　　　・事業執行に関する打ち合せ
　　　　　　　　　　　　（随時）

・委託契約締結（4/1）
・委託料第1回概算払い(4/16)
・事業執行に関する打ち合せ
　（4/2,9,12)
.・ 助成事業募集（4/23～5/23）

・事業執行に関する打ち合せ
　（5/14,16)
・助成金事業公開プレゼンテーション、審査会
(5/27)
・県庁ロビー展開催Ｚ（環境月間）（6/1～
6/14）
・事業執行に関する打ち合せ
（6/8,12)
・50/50事業第１回検討会（6/下旬)
・一村一品事業第１回実行委員会（6/7）

・委託料第2回概算支払
・品質管理第１回評価 ・50/50事業第１回検討会（7/3)

・省エネ家電第１回実行委員会（7/3）
・一村一品事業ブロック別説明会打ち合わせ
（7/11)　、第２回実行委員会（7/31）
・第２回概算払い（8/2）
・事業執行に関する打ち合わせ（7/9、20）
・助成金２次募集審査（7/30）
・事業執行に関する打ち合わせ（8/24、8/27、
8/29）
・省エネマイスター養成講座（8/7,21,9/4,18,)
・事業執行に関する打ち合わせ（9/12，13,，
26）

・委託料第３回概算支払

・品質管理第２回評価
・省エネマイスター養成講座（10/2）
・事業執行に関する打ち合わせ（10/2,3,9,11，
27,11/2,5,7,8,27,28，12/14,19）
・50/50事業打ち合わせ（10/26）
・省エネマイスター登録証授与式（10.23）
・一村一品事業実行委員会（10/25）
・一村一品事業県大会（11/10）
・外部評価委員会（11/8）
・地球温暖化防止月間ロビー展（12.3～14）
・地球温暖化防止フォーラム（12.23）
・第３回概算払い(10/24)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹澤 （ ９６８５ ）
種別 主要事業 当初予算額(a) 2,815千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,815千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・ＮＰＯ等活動調査（10/11，12）

・ＴＯＴＯ社長の知事訪問・情報交換（11/2）
・ＴＯＴＯ助成事業「森林ボランティア祭り」参
加（11/3）
・市町村への事業説明及び協議（11/5）
・ＴＯＴＯ助成事業「しまんと黒尊むら祭り」参
加（11/10,11)
・ＮＰＯ活動等調査（11/14，21）
・日立環境財団「ＮＰＯ助成」活動報告会参加
（12/1）

・アサヒビール(株)との意見交換(1/9)
・仁淀川の緑と清流を再生する会及び仁淀川
町との意見交換（1/30）

・アサヒビール(株)の部長訪問（2/6）
・三菱ＵＦＪ環境財団への聞き取り調査（2/21）
・アサヒビール、仁淀川の緑と清流を再生する
会及び仁淀川町との協定締結に向けた意見
交換（2/28）

　

（成果）
・協定締結（3/4）
　→アサヒビール（株）、仁淀川町、仁淀川の緑
と清流を再生する会

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

地域貢献活動促進事業費 循環型社会推進課
100.0%

・企業による高知県内での地域貢献活動を促進することで、自然環境の保全や地域の活性化、地球温暖化対策の推進（ＣＯ２排出削減）を図る。
・「環境先進企業との協働の森づくり」以外の、文化や環境をテーマにした新たな活動メニューを企画し、環境先進企業等へ提案することで、高知県内
へ企業の環境・CSR活動を誘致する。

（成果）
・ＴＯＴＯ水環境基金助成決定（10／11）
　→しまんと黒尊むら

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
・企業のＣＳＲ報告書等のとりまとめ（作業中）
・ＴＯＴＯ水環境基金助成金事業に関するしま
んと黒尊むらとの打合せ（4/10）

・市町村担当者会議での事業紹介及び地域
の活動に関する情報提供依頼（5/23，30）

・ＴＯＴＯ水環境基金助成金事業に関するしま
んと黒尊むらとの打合せ（6/4,12）

・TOTO水環境基金現地ヒアリング（8/7,8）

・ＮＰＯの活動の聞き取り調査（8/25）
・CSR活動に関する情報収集のための企業等
訪問（8/27，28）

企業等のＣＳＲ・助成金情報の収集

企業等への提案メニューの企画

企業等のＣＳＲ活動情報のとりまとめ

企業への提案活動

提案メニューパンフレット作成

県内ＮＰＯの活動・ニーズの収集



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 久保 （ ２４７３ ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 4,720千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 4,720千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

ＮＰＯ団体への加入（２団体）
企業への提案活動（５件）
4/1    交流活動（コープ自然派事業連合）
4/20  協定締結式（住友大阪セメント）
4/29　交流活動（矢崎総業）

企業等への提案活動（６件）
6/7　交流活動（四国電力）
6/14　協定締結式（三菱ＵＦＪ信託銀行）

5/7　協定締結式（高知トヨペット）
5/13　交流活動（四国銀行）
5/18　協定締結式（川崎重工業・カワサキプラ
ントシステムズ）
5/26　交流活動（キリンビール）
5/30  協働の森関係市町村等会議

企業への提案活動（３件」）
1/24　協定締結（ハート）
2/13　協定締結（日本道路）
2/27　交流活動（日本たばこ産業）
3/1 　交流活動（電源開発）
3/9 　交流活動（住友大阪セメント）
3/15　交流活動（コープ自然派事業連合）

企業等への提案活動（１１件）
7/7  損保ジャパン関室長勉強会
7/23 協定締結式（コクヨ）
7/28 交流活動視察（損害保険ジャパン）
7/31 四国銀行　”絆の森”寄付受け入れ式

企業等への提案活動（３件）
8/6  協定締結式（日本興亜おもいやり倶楽
部）

企業等への提案活動（６件）
9/1  土佐林間会議

（成果）
・継続した提案活動の結果、ハート、日本道路
の２社との協定締結に至った。

・協定を締結した企業のうち、日本たばこ産業、
電源開発、住友大阪セメント、コープ自然派事
業連合の交流活動が行われた。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

協働の森づくり事業 循環型社会推進課
100.0%

・温室効果ガス削減方法のひとつである排出権取引を視野に入れ、環境保全に関心の高い企業を対象として、「森林の再生」と「交流の促進」を柱と
した森づくりに協力してもらうための体制づくり（地域の受け皿づくり）及び企業に対する勧誘活動を行う。

・協定を締結した企業と地域との協働による森林整備を通じて、二酸化炭素吸収機能を中心とした森林機能の再生を図るとともに、企業と地域との交
流活動を促進することで地域の活性化にも繋げる。

（成果）
・継続した提案活動の結果、コクヨ、日本興亜お
もいやり倶楽部の２社（団体）との協定締結に
至った。

・協定を締結した企業のうち、損害保険ジャパ
ン、の交流活動が行われた。

・四国銀行が協定締結を記念して販売した、「絆
の森」定期から、森林環境など四国の自然環境
保全のための寄付を受けた。

・協働の森事業のパートナー企業、市町村長な
どのトップが高知県に集まり、環境をはじめ幅
広いテーマについて自由な議論をいただく「土
佐林間会議」を開催した。

（成果）
・継続した提案活動の結果、富士通グループ、
more trees、一青窈氏の１社、１団体、１個人と
の協定締結に至った。

・協定を締結した企業のうち、三井物産、ＪＴ、日
本興亜、コープ自然派、カワサキプラント、太陽
石油、四国電力、ルネサステクノロジ、三菱ＵＦ
Ｊ信託銀行、損保ジャパン、住友大阪セメント、
キリンビールの交流活動が行われた。

執行計画 実　施　状　況　
（成果）
・継続した提案活動の結果、住友大阪セメント、
高知トヨペット、川崎重工業・カワサキプラントシ
ステムズ、三菱ＵＦＪ信託銀行の５社（１件は２
社合同のため、協定件数は４件）との協定締結
に至った。

・協定を締結した企業のうち、コープ自然派事
業連合、矢崎総業、四国銀行、キリンビール、
四国電力による地域との交流活動が協定森林
を中心に行われた。

・協定を締結した市町村及び関係者に集まって
いただき、情報共有や意見交換を行うため、関
係市町村等会議を開催。

備考（課題及び成果等）

企業等への提案活動（８件）
10/13　交流活動（三井物産、ＪＴ、日本興亜）
10/14　交流活動（コープ自然派）
10/17-20　新入社員研修（カワサキプラント）
10/22　協定締結式（富士通グループ）
10/27　交流活動（太陽石油）
10/30　交流活動（四国電力）
企業への提案活動（５件）
11/3　　交流活動（ルネサス）
11/4　　交流活動（三菱ＵＦＪ信託）
11/17　交流活動（損保ジャパン、住友大阪セ
メント）
11/18　交流活動（キリンビール）
11/30　協定締結式（more trees）
企業への提案活動
12/3　　協定締結（一青窈）

企業への提案活動・対象森林の発掘

協定企業・市町村支援

パンフレット作成委託



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋田 （ ２４７１ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 742千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 742千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

応募製品、事業所の県事務局での書類

現地調査

高知県内の廃棄物を利用したリサイクル製品及び環境に配慮した取り組みを行い著しい効果を上げている事業所を認定し、その普及啓発を行うこと
で、廃棄物の発生抑制や資源の有効利用を促進し、環境への負担の少ない循環型社会の構築に寄与することを目指す。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

リサイクル認定事業 循環型社会推進課
100.0%

製品及び事業所の申請受付開始（6/1～
7/31）

認定製品・事業所の募集パンフレット作成
募集案内を関係機関へ送付、募集の広報
（5/28～）
エコ製品普及交流会（5/23）
審査委員改選

製品及び事業所の申請受付締切

認定製品・事業所の募集案内作成
募集案内を関係機関へ送付、募集の広報
審査委員任期満了による改選
エコ製品普及交流会（５／２３）

製品及び事業所の申請受付開始（6/1～
7/31）

認定製品、事業所の公表
認定式  県庁ロビー展開催

状況報告提出依頼

　
認定製品・認定事業所紹介のパンフレット作
成委託契約

関係機関へのパンフレット発送

 

申請締切（7/31）製品申請１３、事業所申請４
事務局での書類審査

認定審査会（11/1）製品７、事業所１　認定
環境配慮検討会でのﾌﾟﾚｾﾞﾝﾃｰｼｮﾝ ２企業
（11/20）

認定式（12/23）：地球温暖化防止ﾌｫｰﾗﾑと共
同開催

県庁ロビー展（2/25～29）

ﾘｻｲｸﾙﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ発注(3/3)
関係機関へのパンフレット発送(3/24)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 溝渕 （ 2451 ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 1,000千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

土佐の清流グレードアップ事業費(仁淀川) 清流・環境課
100.0%

（全体計画）　　　　　　　　　　（委託業務）

目的：本県の恵み豊かな清流を次世代へ引き継ぐために、新たな基本方針に基づいて、住民との協働により清流保全計画を策定し、住民が主体と
なった計画の進行管理を進める。
内容：新たな清流保全計画の策定が望まれている仁淀川に関して、活動団体の育成及び連携を推進し、仁淀川清流保全計画見直しを検討する。

（課題）
・仁淀川流域交流会議（流域市町村）との連携
・小中学校及び流域活動団体との協働
・仁淀川清流保全計画（平成１１年３月策定）の
検証

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

新しい計画策定に
向けた取り組み方
針の検討

 ・ 課題解決のた
めの取り組み
 ・ 保全計画の骨
格の検討

流域活動団体等の
座談会の開催
（清掃活動を含む）
　　第１回・第２回

流域活動団体等の
座談会の開催
（清掃活動を含む）
　　　　第３回

開催準備・関係団
体情報整理等

実績報告書取りま
とめ、報告会の実
施

取り組み方針及び
具体的行動の検討

仁淀川流域清流保
全連携推進事業委
託業務　　発注

関係団体・市町村
との調整

仁淀川流域清流保
全連携推進事業委
託業務　発注
8/24

開催準備、案内
関係団体情報整理
等

流域活動団体等の座談会の開催
（清掃活動を含む）
  第１回　11/4
　　　　　　（いの町加田　参加者36人）
  第２回　11/18
　　　　　　（仁淀川町池川　参加者23人）
  第３回　12/14
　　　　　　（いの町吾北　参加者27人）

座談会での検討事
項の取りまとめほ
か

報告会の実施
3/15



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 河野 （ 9686 ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額（a） 補正後予算額（a） 決算見込額（b） 1,000千円 100.0 ％

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：文化環境部
平成20年3月31日

土佐の清流グレードアップ事業費（物部川）

事業概要・目的

清流・環境課
1,000千円 予算執行率(b)/(a)

（課題）
課内計画案の作成
計画案の庁内関係機関及び
他の行政機関との協議

概要：平成17年度に出された住民提案計画をもとに庁内関係課及び関係機関、流域３市等と協議し、物部川清流保全計画を策定する。
目的：本県の恵み豊かな清流を次世代へ引き継ぐために、住民との協働により清流保全計画を策定し、住民が主体となった計画の進行管理を進め
る。

執　行　計　画　 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
（課題）
流域団体との連携

（課題）
流域団体との連携・協働

（課題）
流域団体との連携・協働

住民素案をもとに部局内で
県計画案を作成

物部川清流保全計画策定

パブリックコメントの収集とコ
メントへの対応

物部川の過去と現状を
比較できるようなマップ
作成を発注（委託先：物
部川２１世紀森と水の
会）

（計画策定） （委託業務）

マップ作成
報告期限:H20.1.31）
期間の延長

県計画案を流域３市、関係機
関、地元へ説明と意見照会、
修正等対応

環境審議会水環境部会へ
の報告（計画の概要）

・住民素案をもとに部局内で県計画案を作成
・委託事業発注

・住民素案の課内検討及び関係各課から意
見聴取
・委託事業の内容について委託先（物部川２
１世紀森と水の会）と打ち合わせ

・物部川流域の活動、イベント等に参加し、現
状把握や地元との意見交換（随時）

年間随時：
・環境学習
・川の駅
・流域での各イベント
・森林間伐　　　　他

年間随時：
・環境学習
・流域での各イベント
・森林間伐　　　他

・計画の内容構成を部内で検討し、最終決定

部局案の作成、庁内調整会
議へ報告、庁内意見照会 、
修正等対応

マップ作成
（報告期限:H20.3.21）

計画案の課内、部局内検討

議会委
員会へ
の報告

部局案の作成、庁内調整
会議へ報告、庁内意見照
会 、修正等対応

県計画案を流域３市、関係
機関、地元へ説明と意見照
会、修正等対応

パブリックコメントの収集と
コメントへの対応（4月予定）

物部川清流保全計画策
定（4月予定）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西村 （ 9795 ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額 5,085千円 補正後予算額 決算見込額(b) 3,404千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【執行準備】
《配当替えによる執行》
・清流・環境課→河川課

【契約準備】
・設計書作成
・指名競争入札（建設コンサルタンツ　８社）

【委託契約】　H19.6.22契約　㈱四電技術ｺﾝｻ
ﾙﾀﾝﾄ
　《関係機関との事前協議》
　　・関係町（津野町､梼原町､四万十町）
　　・四万十アドバイザー会議委員（高知大学
　　　等）
　　・県関係（河川課､清流・環境課）
　《現地調査》
　　・流量観測：本川１箇所、支川４箇所
　　・土砂移動観測：既存砂防ダム４箇所
　《本川の流量観測：四万十町　１箇所》
　　・水位（自動観測）
　　・中～低水流速
　　　　　　　（季節毎1回、プロペラ流速計）
　　・水位データ採取、水文データ整理
　　　　　　　（3ヶ月分）
　《支川の流量観測：梼原町2､津野町2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計4箇所》
　　・低水流量（自動観測）
　　・雨量､水位ﾃﾞｰﾀ採取､水文ﾃﾞｰﾀ整理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3ヶ月分）
　《土砂移動の観測》
　　・観測場所：既存砂防ダム　4箇所
　　　　　　　　　　　　    （梼原町、四万十町3）
　　・雨量データ採取、水文データ整理
　　　　　　　　　（3ヶ月分）
　《観測装置の維持管理》
　　・流量観測装置（支川4箇所）
　　・雨量計
　　　　(支川4箇所､砂防ﾀﾞﾑ4箇所　計8箇所)
　　・水位計（本川1箇所）
 

 
　　《報告書作成》
　　　・水文データの整理
　　　・水の流出解析
　　　・土砂移動の解析
　　　・5年間の調査結果の取りまとめ
　　　・四万十アドバイザー会議資料作成など
　　【委託業務完了】

　四万十川にふさわしいあり方を求め、河川機能本来の根本的な問題解決に結びつけるため、これまで未整備であった上流域での流出観測・解析を
行うことにより、流出構造や土砂移動に対する人為的改変要因と、その程度の抽出を行う。
・関係機関：高知大農学部、高知高専、土木部河川課、四万十川流域町村、清流・環境課
・平成15年度：準備、設計、観測機器の設置、流量観測など　　・平成16年度～18年度：流量観測、保水量調査など　　・平成19年度：流量観測、流出
解析の評価、観測機器の撤去など

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

（課題）
・今回の成果は５年間の調査に基づく結果であ
るが、今後、長期的なデータの収集が望まれ
る。

（成果）
・今までなかったデータとして、林相の違い（人
工林、天然林）による、降雨流出形態、土砂流
出形態、土壌特性についてデータ収集すること
ができた。

【執行準備】
《配当替えによる執行》
・清流・環境課→河川課

【契約準備】
・設計書作成
・指名競争入札（建設コンサルタンツ　８社）

【委託契約】　H19.6
　《関係機関との事前協議》
　　・関係町（津野町､梼原町､四万十町）
　　・四万十アドバイザー会議委員（高知大学
　　　等）
　　・県関係（河川課､清流・環境課）
　《現地調査》
　　・流量観測：本川１箇所、支川４箇所
　　・土砂移動観測：既存砂防ダム４箇所
　《本川の流量観測：四万十町　１箇所》
　　・水位（自動観測）
　　・中～低水流速
　　　　　　　（季節毎4回、プロペラ流速計）
　　・水位データ採取、水文データ整理
　　　　　　　（12ヶ月分）
　《支川の流量観測：梼原町2､津野町2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計4箇所》
　　・低水流量（自動観測）
　　・高水流量（出水期１回、プロペラ流速計）
　　・雨量､水位ﾃﾞｰﾀ採取､水文ﾃﾞｰﾀ整理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12ヶ月
分）
　《土砂移動の観測》
　　・観測場所：既存砂防ダム　4箇所
　　　　　　　　　　　　    （梼原町、四万十町3）
　　・雨量データ採取、水文データ整理
　　　　　　　　　（12ヶ月分）
　　・河床変動検討（7箇所）
　《観測装置の維持管理》
　　・流量観測装置（支川4箇所）
　　・雨量計
　　　　(支川4箇所､砂防ﾀﾞﾑ4箇所　計8箇所)
　　・水位計（本川1箇所）

　

　　《報告書作成》
　　　・水文データの整理
　　　・水の流出解析
　　　・土砂移動の解析
　　　・5年間の調査結果の取りまとめ
　　　・四万十アドバイザー会議資料作成など
　　【委託業務完了】

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

　　四万十川科学調査研究事業費 清流・環境課

（平成１５年度～１９年度）
66.9%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下 （ ２４５１ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 6,994千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 6,994千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　アスベストの環境汚染を防止し、県民の健康を守るため、必要な調査指導等を行う。
・「吹付けアスベスト等が使用された公共施設等の対応方針」を関係機関に周知し、確実な点検管理と対策を求めていく。
・「建築物等解体等工事におけるアスベストの飛散防止等指導に係る実施マニュアル」に沿って、立入調査や環境調査等を実施していく。
・これまでの調査結果、今後の除去工事等の情報を「アスベスト台帳」として関係機関で長期間管理するための要領を制定する。

（成果）
・公的施設の調査結果の公表

執行計画 実　施　状　況　
（課題）
・アスベストアドバイザー会議の開催

備考（課題及び成果等）

（課題）
・トレモライト（石綿の一種）の再分析及び調査
などの対応
・アスベスト台帳の作成及び運用

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

アスベスト対策事業費 清流・環境課
100.0%

第６回アスベスト対策本部 7/10
　・アスベスト台帳要領
　・調査結果等報告

建築物追加調査結果集計（県等）

建築物追加調査集計（高知市）

作業環境測定（環境研究）

作業環境測定（環境研究）

電子顕微鏡検査委託

建築物追加調査結果集計（全体）

ア
ス
ベ
ス
ト
除
去
工
事
等
へ
の
立
入
調
査

（
規
模
要
件
に
よ
り
環
境
調
査

）
・
民
間
建
築
物
報
告
状
況
の
記
録
保
管

アスベスト台帳基本設計等
　・アスベスト台帳要領の決定
　・収録項目の詳細
　・情報管理担当者の配置
　・施設管理者の記録方法
　・施設管理記録の保管ルール
　・吹付けアスベスト等使用建築物の
　 対策計画（各部局対応）
　・各部局対策計画の取りまとめ

アスベスト分析研修（環境研究）

第７回アスベスト対策本部
　・長期対策の承認

担当者会
　・長期対策案の作成

第６回アスベスト対策会議・連絡会議
　・長期対策の周知・確認

建築物追加調査集計（高知市）

建築物追加調査結果集計（全体）

第６回アスベスト対策本部 7/10
　・アスベスト台帳要領
　・調査結果等報告

建築物追加調査結果集計（県等）

アスベスト除去工事立入調査（１件）

アスベスト除去工事環境調査（１件）

アスベスト除去工事環境調査（２件）

アスベスト除去工事環境調査（１件）

作業環境測定（環境研究）

作業環境測定（環境研究）

アスベスト台帳基本設計等
　・アスベスト台帳要領の決定
　・収録項目の詳細
　・情報管理担当者の配置
　・施設管理者の記録方法
　・施設管理記録の保管ルール



平成１９年度　事業執行計画書 担当部局：
作成日：

事業名 所管課 担当者(内線) 松田 （９６１１）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 117,606千円 補正後予算額(a) 111,249千円 決算見込額(b) 111,249千円 予算執行率(b)/(a) 100.0%

　　・研究施設等施設整備事業
　　・有用植物研究費補助金

月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・ 1日 有用植物研究費補助金交付決定

・12日 有用植物研究費補助金第3回概算払

平成20年3月31日
自然共生課

　有用植物の研究、栽培、利用技術の開発を行う研究型植物園を目指し、施設及び体制面等の充実を図る。

・高須大島防音工事　完成

執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）

・13日 有用植物研究費補助金第1回概算払

・有用植物研究費補助金第3回概算払

・管理施設等整備工事　契約

・牧野植物園管理棟・培養土保管棟建築主体,
　設備工事　契約

牧野植物園第二期整備事業

事業概要・目的

・有用植物研究費補助金第1回概算払
・有用植物研究費補助金交付決定

文化環境部

実　施　状　況　

・有用植物研究費補助金実績報告

・ 5日 牧野植物園温室等建築主体工事　契約

・有用植物研究費補助金第4回概算払

・ 1日 有用植物研究費補助金第4回概算払

・13日 管理施設等整備工事　契約

　設備工事設計委託　契約
・ 7日 高須大島フェンス等修繕工事　契約

・高須大島防音工事　契約

・牧野植物園管理棟・培養土保管棟建築主体,

・有用植物研究費補助金第2回概算払 ・20日 有用植物研究費補助金第2回概算払
・ 2日 高須大島フェンス等修繕工事　完成

　設備工事設計委託　完了
・牧野植物園管理棟・培養土保管棟建築主体,

・ 5日 牧野植物園温室等建築設備工事　契約
（温室・管理棟・培養土保管棟・雨水貯留施

（温室・管理棟・培養土保管棟・雨水貯留施
設)

・牧野植物園管理棟・培養土保管棟建築主体, ・25日 牧野植物園温室等建築主体工事　完成
　設備工事　完成 ・25日 牧野植物園温室等建築設備工事　完成

１１月

１０月

１２月
設)

３月

２月

・31日 管理施設等整備工事　完成

・管理施設等整備工事　契約

（課題）
・研究成果の実績を出すことにより、産業化
に結び付け、県民への利益還元を図る。

４月

５月

９月

１月

６月

７月

８月



平成１９年度　事業執行計画書 担当部局：
作成日：

事業名 所管課 担当者(内線) 松田 （９６１１）
種別 主要事業 当初予算額(a) 237,739千円 補正後予算額(a) 248,290千円 決算見込額(b) 248,290千円 予算執行率(b)/(a) 100.0%

　　・開園５０周年記念花・人・土佐であい博連携事業

月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

  であい博連携事業　完了   　　 ・土佐であい博連携事業　完了
・委託料の確定 ・31日 委託料の確定

・牧野植物園開園５０周年記念花・人・土佐 ・31日 牧野植物園開園５０周年記念花・人

・開園50周年記念工事積算施工管理 ・25日 南園造園工事 完成
　委託料　完成 ・31日 赤線の迂回仮設歩道設置 完成３月

・南園改修造園工事　完成 ・ 7日 雨水散水施設設置工事 完成
・五台山公園改修造園工事　完成 ・25日 五台山公園改修工事　完成

２月

・南園送水ポンプ設置工事　完成 ・10日 南園造成工事　完成

１月

・第4回概算払(1/15) ・ 7日 雨水散水施設設置工事　契約

１２月

・26日 五台山公園改修工事　契約
・28日 雨水散水施設設置工事設計委託　完成

１１月

・13日 雨水散水施設設置工事設計委託　契約
・16日 南園造園工事　契約

・30日 五台山花絵巻実施計画委託業務　完了
１０月

・第3回概算払(10/15) ・ 7日 ﾎﾞｲﾗｰ改築主体工事　完成
・ボイラー移設設置工事　　完成 ・ 7日 ﾎﾞｲﾗｰ改築設備工事　契約

・27日 南園造成工事　契約

・31日 赤線の迂回仮設歩道設置　契約

９月

・南園送水ポンプ設置工事　契約 ・30日 南園・五台山公園実施設計委託　完了

・13日 連携事業委託業務 第2回概算払
・16日 五台山花絵巻実施計画委託業務　契約

８月

・南園・五台山公園実施設計委託　完成 ・ 7日 ﾎﾞｲﾗｰ改築主体工事　契約
・南園送水ポンプ設置設計委託　完成 ・ 7日 ﾎﾞｲﾗｰ改築設備工事　契約

・13日 南園改修工事積算施工管理委託　契約

・五台山公園改修造園工事　契約

・ボイラー移設設置工事　　契約
・南園改修造園工事　契約

７月

・第2回概算払(7/13) ・14日 ﾎﾞｲﾗｰ改築主体設計委託業務　完了
・ボイラー移設設置設計委託　　完成 ・14日 ﾎﾞｲﾗｰ改築設備設計委託業務　完了

６月

・南園送水ポンプ設置設計委託　契約 ・20日 南園・五台山公園実施設計委託　契約
・開園50周年記念工事積算施工管理
　委託料　契約

５月

・南園・五台山公園実施設計委託　契約 ・30日 ﾎﾞｲﾗｰ改築主体設計委託業務　契約
・ボイラー移設設置設計委託　　契約 ・30日 ﾎﾞｲﾗｰ改築設備設計委託業務　契約

４月

・牧野植物園開園５０周年記念花・人・土佐 ・13日 連携事業委託業務 第1回概算払
  であい博連携事業　契約
・第1回概算払(4/13)

文化環境部
平成20年3月31日

開園５０周年記念花・人・土佐であい博連携事業 自然共生課

事業概要・目的

　花・人・土佐であい博が開催される平成２０年度には、牧野植物園は、開園５０周年を迎える。
　同時期に行われるＪＦＦと連携し、花・人・土佐であい博のオープニングの催しとして、牧野植物園５０周年記念事業を開催することで、花・
人・土佐であい博への関心や機運を高める。

執　行　計　画　 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浜田　隆　　 （ ９６１１ ）
種別 懸案事項 当初予算額(a) 4,554千円 補正後予算額(a) 1,912千円 決算見込額(b) 974千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

希少種委託調査成果品
レッドデータブック販売委託最終支払い レッドデータブック販売委託最終支払い(3/31)

（課題）
希少種委託調査については、対象種の調査に
適する時期を過ぎてしまったことから次年度実
施予定。

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

第１次指定告示

希少種委託調査 環境審議会自然環境部会（答申）（7/26)

指定案公告・縦覧（8/24～9/13)

レッドデータブック販売委託中間支払い

第６回専門家会議開催

うみがめ保護連絡協議会

第１次指定告示(10/2)
レッドデータブック販売委託中間支払い
(10/11)

うみがめ保護連絡協議会(上陸調査10/31)

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
レッドデータブック販売委託契約

第５回高知県野生動植物専門家会議

環境審議会自然環境部会（答申）

指定案公告・縦覧

レッドデータブック販売委託契約（4/1）

第５回高知県野生動植物専門家会議開催
（6/5)

50.9%
事業概要・目的

高知県希少野生動植物保護条例に基づく希少種の第２次指定、希少種の委託調査、うみがめ保護条例に基づく保護区指定の検討を行う。

担当部局：
平成20年3月31日

希少動植物保護対策事業費 自然共生課

文化環境部



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 萩野 （ 9610 ）
種別 主要事業・重要課題 当初予算額(a) 308,112千円 補正後予算額(a) 158,617千円 決算見込額(b) 135,286千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

（成果）
・平成１９年９月にエコサイクルセンターの建設
工事に着工（平成２２年春の工事竣工、開業を
目指し、準備作業等が円滑に行われるよう（財）
エコサイクル高知への支援を行う）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

エコサイクルセンター設置推進事業費 廃棄物処理推進課
85.3%

・日高村振興策の事業計画策定（締結）

　　　・工事着手（財団）

・（財）エコサイクル高知評議員会、理事会（財団）
・振興策交付金実績報告受理、額の確定、支払（４
月）
・建設費補助金実績報告受理、額の確定、支払（４
月）

・建築確認取得(6/4)
・エコサイクルセンター廃棄物処理施設設置
審査会(6/8)
・用地交渉（財団）

・用地交渉（財団）
・エコサイクルセンター廃棄物処理施設設置
許可取得(7/25)（財団）
・建設工事入札の広告(7/25)（財団）

・用地交渉（財団）
・日高村振興策の事業計画策定(8/20)
・日高村と環境保全協定締結(8/20)（財団）
・森林法協議完了(8/23)（財団）
・入札の実施(8/31)（財団）

・工事契約(9/12)（財団）
・工事概要地元説明会(9/19,9/28)（財団）
・日高村振興策交付金（日高村ふるさとづくり
基金積立金）支出

・振興策交付金要綱制定
・エコサイクルセンター廃棄物処理施設設置
許可申請書公告・縦覧(4/10～5/9)
・用地交渉（財団）

・用地交渉（財団）

県や市町村、民間団体が出資した財団法人エコサイクル高知において、優良なモデル的産業廃棄物処理施設を設置及び管理することにより、環境
の保全、産業・経済の健全な発展を図る。本年夏季の管理型最終処分場建設工事の着手を目指し、設計等の作業を進めるとともに、未契約の地権
者とは引き続き土地取得の交渉を行う。また、施設設置のために必要な関係法令の手続きを着工までに整える。エコサイクルセンター建設にともなう
日高村振興策について、本年度は５事業（学童保育事業、保育料助成事業、柱谷集会所改築工事、能津小学校耐震補強等整備事業、日高村ふるさ
とづくり基金積立金）を実施する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
昨年度から引き続き
・用地取得交渉（財団）
・関係法令手続き　（廃棄物処理施設設置許
可、建築確認、森林法協議等）（財団）
・工事発注準備（財団　夏季まで）

・振興策交付金要綱制定

・建設費補助金交付要綱制定
・（財）エコサイクル高知評議員会、理事会（財
団事務）

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・(財)エコサイクル高知評議員会(3/28)
・(財)エコサイクル高知理事会(3/31)

・国庫補助金交付申請書提出(11/14)

・日高村振興策事業計画の一部変更及び日
高村振興策交付金交付要綱の一部改正（能
津小学校プール整備の事業内容の変更）
・国庫補助金（一般廃棄物分）交付決定
(12/17)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮地 （ ９３１９ ）
種別 主要事業 当初予算額(a) 2,063千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,824千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（成果）
犯罪のない安全安心まちづくりを県全体で進め
ていく体制が整った。

・安全安心まちづくり推進会議(仮称)開催(下
旬)

・2/19～　推進会議構成員に次年度事業計画
について照会

・3/9   おはようこうちで広報
・3/18　くらしネットｋｏｃｈｉ記事で広報
・3/18　安全安心まちづくり庁内連絡会開催

・3/21　安全安心まちづくり啓発用マグネッ
　　　　　トシート・広報テープ作成

・8/6  第6回安全安心まちづくり検討会開催
・8/6  第1回安全安心まちづくり推進会議(仮
称)設立発起人会開催
・8/28　推進計画(案)と指針（案）についての
パブリックコメント実施(9/27まで）
・8/29　くらしネットｋｏｃｈｉ記事で広報

・9/18 犯罪のない安全安心まちづくりｼﾝﾎﾞﾙ
ﾏｰｸ、標語、ﾎﾟｽﾀｰの募集（11/30まで）

・10/15 第7回安全安心まちづくり検討会開催

・11/12  第2回安全安心まちづくり推進会議
(仮称)設立発起人会開催

・12/26 副市町村長会で「犯罪のない安全安
心まちづくりの推進」について説明
・12/28 推進計画の公表
・12/28 指針の公表

・1/25  『高知県安全安心まちづくり推進会議
　　　　設立総会』開催
　　 　ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸ、標語、ﾎﾟｽﾀｰ入選作発表・
　　　　表彰

・第6回安全安心まちづくり検討会開催(上旬）
・安全安心まちづくり推進会議(仮称)発起人
会発足(上旬)
・推進計画についてのパブリックコメント(下旬)
・指針についてのパブリックコメント(下旬)

・4/1　　高知県犯罪のない安全安心まちづく
り条例施行
・4/20　安全安心まちづくり庁内連絡会開催

・5/31　市町村連絡会(西部ブロック)開催

・6/1　さんSUN高知6月号特集記事で広報
・6/4  市町村連絡会(東部ブロック)開催
・6/5  市町村連絡会(中央ブロック）開催
・6/6  安全安心まちづくり庁内推進会議開催
・6/11 第5回安全安心まちづくり検討会開催

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

安全安心まちづくり推進事業費 県民生活課
88.4%

住む人にとっても訪れる人にとっても安全で安心して暮らせる高知県を目指して、互いに支えあい、守りあうことのできる地域社会を築くために、県
民、事業者、地域で活動する団体による犯罪の防止のための自主的な活動や県や市町村を含めた犯罪の防止に配慮した生活環境の整備を推進す
る。

執行計画 実　施　状　況　

（成果）
市町村と取り組みの必要性の確認、情報の共
有ができた。

備考（課題及び成果等）

・犯罪のない安全安心まちづくり市町村連絡
会開催(下旬～6月上旬)

・第5回安全安心まちづくり検討会開催(6/11)

・県市町村犯罪のない安全安心まちづくり推
進連絡協議会(仮称)設置(下旬)

・安全安心まちづくり推進会議(仮称)設立(中
旬）

・第7回安全安心まちづくり検討会開催(上旬)

・推進計画の公表(下旬）
・指針の公表(下旬)

（成果）
・設立発起人会で安全安心まちづくり推進会議
（仮称）設立総会　１月２５日開催決定
・ｼﾝﾎﾞﾙﾏｰｸ35点、標語428点、ﾎﾟｽﾀｰ15点の応
募あり



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉永 （ ９７６９ ）
種別 主要事業 当初予算額(a) 3,200千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,784千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業実績報告・支払（随時）

１０月～　事業の進捗状況調査

１１月１９日 変更交付決定(１事業 84,000減）
１１月２０日 事業の進捗状況調査

３月１７日 変更交付決定（1事業　60,000減）
４月予定 事業実績報告･支払

（成果）
　３月　男女共同参画プラン策定
   　 　（室戸市・香美市）
　　　　合併によるプラン策定
    　　（四万十市）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

男女がともに参画する社会づくり事業費 男女共同参画・ＮＰＯ課
87.0%

（目的）男女共同参画社会づくりを促進するため、市町村が実施する市町村男女共同参画計画の策定及び男女共同参画条例の制定に関する事業に
ついて補助を行う。
（概要）
　　・補助先　　　　　市町村
　　・補助率　　　　　１／２以内
　　・補助限度額　　1,000千円

備考（課題及び成果等）

４月上旬～随時事業申請受付

４月中旬～随時事業採択（交付決定）

（随時）
計画策定や広報啓発について助言、支援

市町村担当課長会での説明（６／１２）

執行計画 実　施　状　況　
４月　９日 交付決定（１事業 243,000）
４月１２日 交付決定（２事業 276,000)
４月１７日 交付決定（１事業 1,000,000)
４月２５日 交付決定（３事業 1,331,000)

７月３１日 変更交付決定（１事業 18,000増）

９月１１日、１４日 事業の進捗状況調査

２月２２日 事業実績報告･支払（1事業
160,000）
２月２８日 変更交付決定（1事業　94,000減）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ ９６５１ ）
種別 主要事業 当初予算額(a) 269,515千円 補正後予算額(a) 217,819千円 決算見込額(b) 217,819千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（成果）
1月末現在
主体工事の進捗率８５．７％（工事費ベース）

３月４日　完成検査　合格

プレオープン式典
日時　3/31　10時～11時
出席　知事、県議会議長、参画会議会長
　　　　地元町内会長、関係機関長ほか約30人

 
７月２日　上水道新設分担金の支払

～７月下旬　杭工事

～８月下旬　基礎工事

～９月下旬　１階　筋・コンクリート工事

～10月下旬　１階　スラブ型枠工事
　　　　　　　　 ２階　筋・コンクリート工事

～11月下旬　１階　天井・床下地、建具取付
　　　　　　　　　２階　スラブ型枠工事
　　　　　　　　　３階　筋・コンクリート工事
11月26日　中間検査（合格）

～12月下旬　1階　天井壁クロス、便所タイル
　　         　　2階　間仕切り、天井ボード
　　　　　　　　 3階　間仕切り、天井下地
　　　　　　　その他　屋上防水、外壁吹付け
　　　　　　　　　　　　 ＥＶ組立、電波障害対策

12月～1月　　備品・消耗品の発注

～1月下旬　 1階　クロス・床張り
　　         　　2階　クロス・床張り、中庭防水
　　　　　　　　 3階　壁ボード、天井ボード
　　　　　　　その他　外壁吹付、屋上塗装、
                         外構工事
　

2/25　主体工事完成
3/4　　主体工事・各設備工事の完成検査

3/10～21　ソーラーパネル設置工事
3/11～21　玄関等に壁画描き
3/17　　　　備品等搬入
3/28～30　引越し

3/31　プレオープン式典

ＤＶ防止法で、配偶者暴力支援センターとして位置付けられた女性相談所や一時保護所の機能を充実させるとともに、自立支援施設を併設させるこ
とで、悩みを抱える女性の相談から、緊急保護と自立支援までを一体的に行う拠点施設として整備する。

＜計画＞１８年度：計画検討、設計、地質調査　　　　　　　　＜１９年度予算＞建築工事費　２５６，７４８千円、　　施工管理委託料　７，１６３千円
　　　　　　１９年度：本体工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備品等整備　　　４，８７２千円、　　旧施設備品等運搬　　６４６千円
　　　　　　２０年度から新施設で事業実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その他事務費　　　　　８６千円

（成果）
上水道新設分担金　　　　189,000円

8/26　新住所番号取得（百石町３－１１－６）

８月末現在
主体工事の進捗率２０．０％（工事費ベース）

備考（課題及び成果等）
4月　建設地周辺地域の協力関係づくり
　　　建築主体工事の入札参加資格の公告

5月　設備３工事の入札参加の指名
　　　建築主体工事の入札（総合評価方式）
　　　設備３工事の入札（指名競争）
　　　建築主体工事の請負契約の締結

6月　設備３事業の請負契約の締結
　　　建築主体工事の着手
　　　周辺家屋への事前影響調査の実施
　　　各工事の前払金の支払

（工事期間中）
随時　建築課・請負事業者との協議
工程ごと　進捗管理・検査、地元説明

7月　　市水道局に給水分担金の支払

８月～　各施設の設備・備品等の配置決め
         購入備品・消耗品の選定

執行計画 実　施　状　況　
4月5日　地元町内会の要望への回答
4月25日　建築主体工事の入札参加資格公
告

5月17日　設備３工事の入札参加の指名
5月22日　建築主体工事の入札
5月29日　設備３工事の入札
5月31日　建築主体工事の請負契約の締結

6月11日　設備３事業の請負契約の締結
 

～６月末　周辺家屋への事前影響調査

（成果）
工事請負事業者（契約金額、工期）
・建築主体工事　　関西土木㈱
　　　　　（159,675,600円、6/1～2/25）
・機械設備工事　　(有)新輝
　　　　　（ 18,723,600円、6/12～3/7）
・電気設備工事　㈱光テック
　　　　　（ 16,779,000円、6/12～3/7）
・ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ工事　日本ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ製造㈱高松(出)
　　　　　（  9,030,000円、6/12～3/7）

2月～　　備品等の納品、移転広報の準備
　　　　　　住所地番等の取得等の諸手続

2月下旬　建築主体工事　完成検査

3月上旬　設備３工事　完成検査
　　　　　　施設の引渡し

3月中旬～　施設移転

（成果）
１１月末現在
主体工事の進捗率５１．３％（工事費ベース）

工期の中間日（10/13）以降
建築主体工事の中間前払金の支払

地元住民への現地説明、周辺への影響確認

12月～　備品・消耗品の発注

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

女性相談所等整備事業費 男女共同参画・ＮＰＯ課
100.0%



平成１９年度　　事業執行計画書 担当部局
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村智砂 （ ２３８２ ）
種別 主要事業 当初予算額(a) 4,215千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 4,198千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要・目的

平成20年3月31日
文化環境部

ＮＰＯと行政との協働推進事業 男女共同参画・ＮＰＯ課
99.6%

＜ＮＰＯからの企画提案事業＞
（目的）ＮＰＯが自ら企画した事業を、ＮＰＯと県とが適切な役割分担のもと事業を実施することにより、NPOと県との協働を推進し、より県民の視点に
立った公共サービスの提供を図るとともに、より良い地域社会づくりを進める。
(概要）NPOから自由なテーマで企画提案を募集し、審査を経て採択された提案を基に関係各課室とNPOが協議検討し事業化を行う。補助事業3件（う
ち1件中山間地域活性化枠）、委託事業1件

＜ＮＰＯとのパートナーシップづくり事業＞
(目的）事業に関連した分野で活動しているNPOと県職員が、県政上の具体的な課題をともに意見交換をする場を設け、互いを理解するとともに、共通
の課題を解決していく方法をいっしょに考え、具体的な協働につなげていく。
(概要）各課室から県政上の課題を募集し、NPOとの意見交換会を実施する。NPOと行政がともに考え話し合うことで、相互理解と、協働へのプロセスづ
くりや、次年度以降の具体的な取り組みにつなげる。

執　行　計　画　 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
（課題）
＜ＮＰＯからの企画提案
事業＞
①NPOと行政との相互理
解
②NPO側の実施体制が
脆弱
③市町村との連携の必
要性
＜ＮＰＯとのパートナー
シップづくり事業＞
①　ＮＰＯと行政の相互
理解
②　ＮＰＯとの協働につ
いての、庁内の理解の促
進
③　課題共有による、新
たな施策の提案や、ＮＰ
Ｏとの協働事業の具体
化

ＮＰＯからの事業の
企画提案募集
（4/19～5/18）

前年度までの事業
成果報告会（5/17）

公開プレゼンテー
ション（6/14）

事前審査（6/7）
（公開プレゼンテーション
を行う事業の決定）

本審査（事業化に向け
取り組む事業の決定）
事業化に向け関係課室
との協議検討（随時）

補助金交付決定
委託料の随意契約、
事業着手
（7月～）

ＮＰＯと関係課室との
協議、調整（随時）

事業終了
　・実績報告書受理
　・補助金、委託料支払

参加するNPOの募集
（6月～7月）

委託先と内容を検討

委託契約（5月中）

ＮＰＯと関係各課との
意見交換会（7月～）

具体的な取り組みにつ
な
げていく（8月以降）

ＮＰＯからの事業の企画
提案募集（4/19～5/18）

平成18年度までの事業
成果報告会（5/17）

委託契約（5/末）
委託先
 NPO高知市民会議

企画提案申込数　６件

関係各課へ意見書依頼

NPO、県からテーマ及
び話題提供者を募集
（6月から）

委託先と内容を検討

公開プレゼンテー
ション（6/14）

事前審査（6/7）
（公開プレゼンテーション
を行う事業の決定）

本審査（事業化に向け
取り組む事業の決定）
事業化に向け関係課室
との協議検討（随時） 参加するNPOの募集

（6月～7月）

NPO、県からテーマ及
び話題提供者を募集
（6月から）

事業化決定３件
うち補助事業2件
（7月～）
委託事業1件（８月：健
康づくり課へ配当替）
事業着手

ＮＰＯと関係課室との
協議、調整（随時）

ＮＰＯと関係各課との意
見交換会４回開催
（７月～９月末までで）

補助金交付決定1件
事業着手
（１１月～）

ＮＰＯと関係各課との意
見交換会
６回開催
（10月～12月末までで）

ＮＰＯと関係各課との意
見交換会
５回開催(1月～３月）

事業終了
　・実績報告書受理
　・補助金、委託料
　　（４月支払い予定）



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 商工労働部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 商工振興課 中 重要課題 123,560

2 商工振興課 頑

3 商工振興課

4 商工振興課 海

5 県産品ブランド室 商

6 県産品ブランド室 県

7 県産品ブランド室

8 県産品ブランド室 専

9 雇用労働政策課 就
小企業経営資源強化対策事業費
重要課題 82,825
張る企業総合支援事業費
重要課題 103,508
地域結集型共同研究推進事業費
重要課題 76,857
外経済活動事業費
重要課題 3,142
品開発実践支援事業費
重要課題 5,635
産品総合情報提供事業費
重要課題 8,767
県産品ブランド化企画推進事業費
重要課題 6,904
門小売店連携商品発掘事業費
重要課題 91,002
職支援相談センター事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 秦泉寺 （ 内線9752 ）
種別 重点 当初予算額(a) 127,473千円 補正後予算額(a) 123,560千円 決算見込額(b) 114,853 予算執行率(b)/(a)

月

４月

3日　要綱作成

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

□企業コーディネーター会議
□専門家活用事業審査会

  2日　専門家活用事業審査
会
30日　概算払

□専門家活用事業審査会

○補助金の交付決定
○概算払
□専門家活用事業審査会

○要綱作成
□専門家活用事業審査会
□企業コーディネーター会議

○遂行状況報告

22日　要綱改正

○概算払

□企業コーディネーター会議

*４月２０日実績報告書(予定)

　産業支援のネットワーク化を図り、研究開発から事業化までの各段階において必要とされるソフト面からの支援を総合的に支援する体制を整備す
るとともに、中小企業者が必要とする経営資源を円滑に確保できるよう支援する。事業を行う財団法人高知県産業振興センターに対し、事業の運営
に必要な経費及び補助に必要な経費を補助する。

□専門家活用事業審査会
□企業コーディネーター会議

○概算払
□専門家活用事業審査会
□企業コーディネーター会議

　5日　要綱改正
10日　専門家活用事業審査会

21日　補助金交付決定
29日　概算払

10日　専門家活用事業審査会
 8日　企業コーディネーター会
議

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
商工労働部

中小企業経営資源強化対策事業 商工振興課
93.0%

□専門家活用事業審査会

○概算払
□専門家活用事業審査会
□企業コーディネーター会議
□企業コーディネーター会議

14日　専門家活用事業審査会
14日　企業コーディネーター会議

28日　企業コーディネーター会議

3日　専門家活用事業審査会

21日　企業コーディネーター会議

8日　専門家活用事業審査会

21日　要綱改正
24日　概算払

19日　遂行状況報告

10日　決算見込額報告



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 秦泉寺 （ 内線9752 ）
種別 重点 当初予算額(a) 150,065千円 補正後予算額(a) 82,825千円 決算見込額(b) 77,481千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月 ○要綱作成

５月

６月

７月
企業支援
（H19）

８月

９月 ○概算払

１０月
○遂行状況報
告

１１月

１２月 ○概算払

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

28日　決算見込額報告

5日　変更承認申請
14～15日認定企業経営改善実績審査会

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
商工労働部

頑張る企業総合支援事業 商工振興課
93.5%

14日　遂行状況報告
19日　概算払

28～29日　頑張る企業　審査会（H19）

 12日　頑張る企業　認定（H19） 　6社認定
　（うち建設業関連企業の新分野進出等３社）

　　　　　　　　　　　　　既認定企業支援(H17以
前）
3日　要綱作成

24～5月25日頑張る企業募集（H19）

14日　補助金交付決定

　意欲のある中小企業者等（建設業を含む）が経営改革や新規分野への進出などにチャレンジし、県内産業全体の牽引役として成長していただくた
めの総合支援事業。平成１８年度から事業を行う財団法人高知県産業振興センターに対し、事業の運営に必要な経費及び補助に必要な経費を補助
する。

既認定企業支援(H17以前）

認定企業経営改善実績審査会
　
４月１０日実績報告書

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

□頑張る企業　審査会（H18）
○頑張る企業　認定

○補助金の交付決定
□頑張る企業　募集（H18）
○概算払

新規認定企
業支援
（H18）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当班名
種別 重点 当初予算額 116,615千円 補正後予算額 103,508千円 決算見込額 103,508千円 予算執行率 100% 担当者（内線）吉森 （2515 ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

予算執行率は、作成時点での執行率を記入のこと（当初：４月１日、上半期：９月末、下半期：３月末）
備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入のこと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入のこと）

中旬　概算払

中旬　概算払、成果発表会
下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

中旬　概算払
下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

中旬　概算払
下旬　事業運営会議

下旬　事業運営会議

　　　＊４月１０日実績報告提出

25日　事業運営会議

１日　補助金交付決定
10日　概算払
25日　事業運営会議

担当部局：商工労働部

事業目的：産学官が連携し高知県内で事業化に向けた先導的な共同研究を県が推進していくことにより、高知県に付加価値の高い
　　　　　　　新しい産業を創出する。
事業概要：（独）科学技術振興機構が実施する地域結集型共同研究事業の推進や調整を行う中核機関となる（財）高知県産業振興
　　　　　　　センターに対して、事業の運営に必要な経費及び研究に必要な経費を補助する。

執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）実　施　状　況　

事業概要・目的

平成20年3月31日

1日　補助金交付決定

地域結集型共同研究推進事業費 商工振興課

27日　事業運営会議

12日　概算払
19日　事業運営会議

下旬　事業運営会議

18日　事業運営会議

下旬　事業運営会議

19日　事業運営会議

12日　概算払

15日　JST結集型終了地域合同報告会（東京）

31日　高知県地域結集型共同研究事業終了

 

1日　補助金変更決定通知

20日　JST結集型　事後評価に係る面接調査
　　　　　（東京）

10日　補助金変更決定通知

 

11日　補助金交付要綱改正（研究員を対象）

11日　概算払

25日　補助金変更申請（内容変更）

27日　補助金変更申請（減額）

25日　最終年度成果報告会
26日　研究交流促進会議

27日　JST結集型　事後評価に係る現地視察

14日　研究交流促進会議
　　　　事業運営会議



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当班名
種別 産業振興枠 当初予算額 82,406千円 （一）補正後予算額（ａ） 決算見込額(b) 76,857千円 予算執行率(b)/(a) 100%

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

※　予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額（補正した事業について
補正後予算額）を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

事業概要・目的

平成20年3月31日
担当部局： 商工労働部

76,857千円
貿易担当　　林(9752)海外経済活動事業 商工振興課

企業支援のための市場調査、同行訪
問、商談への支援の実施  ベトナムミッ
ションの開催

○帰国報告会

企業支援のための市場調査、同行訪
問、商談への支援の実施　講演会の開
催

　販路拡大、資材調達、委託生産等、中国及び東南アジアでの事業展開を図る県内企業の支援拠点として、シンガポール事務所及び上海
事務所の活動を継続することで、県経済の国際化を図る。　　　中国及び東南アジア諸国の調査活動及び県内企業の活動支援を行うこと
で、ビジネスチャンスを拡大し、取引の成立を目指す

執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）実　施　状　況　
企業支援のための市場調査、同行訪
問、商談への支援の実施  ベトナム研
究会等講演会の開催

○概算払い　　　○ベトナム講演会の開催 企業支援のための市場調査、同行訪
問、商談への支援の実施  ベトナム研
究会等講演会の開催

○ベトナム講演会の開催

○ベトナム経済ミッション実施

○委託契約締結（→高知県貿易協会）
○概算払い
企業支援のための市場調査、同行訪問、経済ミッション
への協力等

○委託契約締結
○概算払い

○帰国報告会の開催

○ベトナム経済ミッション開催

○ベトナム講演会の開催 ○ベトナム講演会の開催

○概算払い　○ベトナム講演会の
開催

○新春講演会開催

○概算払い

○新春講演会開催　○日中講演
会の開催

　
○　委託契約成果報告

　
○　委託契約成果報告

○概算払い



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉良 （ ２５１６ ）
種別 当初予算額(a) 3,142千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,898千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

１月～２月　　専門家アドバイスレポート送付・
第２回企業訪問

２月中旬　ホームページ更新③

３月中旬　ホームページ更新④（新商品完成）

　

１月下旬～２月　　専門家アドバイスレポート
送付・第２回企業訪問

３月中旬　ホームページ更新③

３月下旬　ホームページ更新④（新商品完成）

備考（課題及び成果等）

4/10 事業説明会

５／１１　プロポーザル一次審査
５／１７　プロポーザル最終審査

５月末　委託先決定・契約

６月上旬　モニタリング対象商品募集開始・
ホームページ開設

７月下旬　　モニタリング対象商品一次審査

８月中旬　　モニタリング対象商品最終審査

９月中旬　　東京でのモニタリング

９月下旬　　ホームページ更新①

１０月上旬　　モニタリングレポートの送付

１０月中旬～１１月　　第１回企業訪問

１１月中旬　　ホームページ更新②

１１月～１２月　　専門家ヒアリング

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
商工労働部

商品開発実践支援事業費 県産品ブランド室
92.2%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

マーケットインの視点を取り入れた商品開発・改良を促進し県産品の商品力を強化するため、モニタリング調査による消費者ニーズの収集及びﾌｨｰﾄﾞ
ﾊﾞｯｸを行い、県内事業者の自立的な商品開発の実践を支援する。

７／２６　　モニタリング対象商品一次審査

　

９／４　　モニタリング対象商品最終審査

９／１９　　東京でのモニタリング

３５商品の応募→　一次審査により１０商品→
最終審査により４商品選定

１０／１　ホームページ更新①

１０月中旬　　モニタリングレポートの送付

１０月中旬～１１月　　第１回企業訪問

１１／１３　　ホームページ更新②

１２月下旬～１月　　専門家ヒアリング

執行計画 実　施　状　況　

4/10 事業説明会

５／１１　プロポーザル一次審査
５／１７　プロポーザル最終審査

６／１　委託先決定・契約
６／２０　モニタリング対象商品募集開始・
ホームページ開設



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ ２５１６ ）
種別 重点 当初予算額(a) 7,432千円 補正後予算額(a) 5,635千円 決算見込額(b) 5,509千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

1日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

15日　　７月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

1日　　　土佐の生産者紹介
11日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

15日　　５月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　１月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　２月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

備考（課題及び成果等）

2日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

17日　　６月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

4日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

15日　　１２月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

1日　　　土佐の生産者紹介
12日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

15日　　１月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

3日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

14日　　２月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

事業概要・目的

上旬　　・システム保守及びホームページ修正委託
        　 契約（入札）  ・運用委託契約（入札）
中旬　　３月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

2日　　・システム保守及びホームページ修正委託
        　 契約（入札）  ・運用委託契約（入札）
16日　　３月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行
27日　　「こうち県産品総合サイト」公開

1日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

15日　　４月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

平成20年3月31日
商工労働部

県産品総合情報提供事業費 県産品ブランド室

担当部局：

97.8%

実　施　状　況　

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　６月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　７月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
中旬　　８月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行
　　　　　第１回WEBモニター調査募集（２商品）

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
中旬　　９月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行
　　　　　第２回WEBモニター調査募集（２商品）

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　１２月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

＜目的＞

＜内容＞

　「高知県産品データベース」と「高知県アンテナショップ」の２つのホームページを統合し、「こうち県産品総合サイト」として、県
産品全般の情報を提供する。
（１）消費者のアクセスデータの収集分析及び公開
（２）消費者からの商品に対するコメントのフィードバック
（３）消費者による人気投票の実施、人気投票データの公開及び認定証の発行
（４）登録事業者及び消費者へメールマガジンの配信
（５）高知県アンテナショップ情報の発信
　　　店長オススメ商品、売れ筋ピックアップ、土佐の生産者紹介、県産品販売情報マップ等
（６）アンテナショップ利用者及びサイト閲覧者の消費者ニーズを生産者事業者へフィードバック

　県産品の認知度向上及び広域的なビジネスチャンスの拡大を図るため、県産品データベースを活用したタイムリーな情報発
信、人気商品認定制度による信用力の付与を行う。
　また、首都圏に設置したアンテナショップにおける販路拡大、消費者トレンドやニーズを生産者事業者にフィードバックすること
により、商品開発・改良を促進する。

3日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
11日　　第４回WEBモニター調査募集（２商品）
17日　　１１月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　４月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介

中旬　　５月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

3日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
11日　　第１回WEBモニター調査募集（２商品）
18日　　８月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

執行計画

1日　　　土佐の生産者紹介
10日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
11日　　第２回WEBモニター調査募集（２商品）
15日　　９月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

1日      土佐の生産者紹介
12日　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
12日　　第３回WEBモニター調査募集（２商品）
15日　　１０月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
中旬　　１０月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行
　　　　　第３回WEBモニター調査募集（２商品）

上旬　　土佐の生産者紹介
　　　　　店長オススメ商品、売れ筋商品紹介
中旬　　１１月分データ公開、メルマガ配信、
　　　　　コメント　フィードバック、認定証発行
　　　　　第４回WEBモニター調査募集（２商品）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹内 （9753）
種別 重点化枠 当初予算額(a) 10,298千円 補正後予算額(a) 8,767千円 決算見込額(b) 7,526千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

２月末　(2)事業終了

中旬　(2)事業報告会

2/29　２件補助事業完了

3/18　(2)事例発表会 高知会館

備考（課題及び成果等）
上旬　(1)事業計画の公開

中旬　(2)事業計画審査会

下旬　(2)事業計画の承認

上旬　(2)補助金交付申請
中旬　(2)補助金交付決定（事業開始）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
商工労働部

県産品ブランド化企画推進事業 県産品ブランド室
85.8%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（目的）本県は、恵まれた気候の中で、優れた一次産品や加工品が数多く生産されている。
　しかしながら、これらの多くは、生産基盤、販売力とも脆弱でその生産体制のみならず、デザイン面、販売価格、PR等で、消費者や流通業者の
要望に満足しているとはいえない。
　これらの要因は、消費者ニーズの把握、製品のコンセプト、販売方法、生産量などに課題があると考えられることから、課題を解決し、新たなブ
ランド化を目指す製品について商品開発・改良、マーケティングの支援を行う。
（１）県産品ブランド化事業計画の公募
　　県産品に関する商品開発から流通までのマーケティング活動に至る事業計画を公募する。
　　高知県のブランド産品の流通開発モデルを公開し、より多くの生産者・事業者へのマーケティング戦略の事例として活用されることを図る。
（２）モデル事例への助成
　　　生産者や事業者、自治体の関係者で構成される協議会等の団体が、モデル的に実践しようとする商品開発・改良から流通までのマーケ
　　ティング活動に対して助成する。
（内容）
県産品：農林水産物など県内の地域資源を活用した産品で、県内で生産・製造されるもの。
補助対象：①マーケティングの調査企画②商品開発・改良事業③テストマーケティング事業
助成件数２件（１件　単年度400万円以内）
※ブランド化とは、優良な商品として消費者に意識させるものとし、識別性を与えること。
　　（優良認知）

7/24　(2)JAとさしｵﾘｴﾝﾀﾙﾕﾘﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化協議会
　　　　　　交付決定　事業実施

執行計画 実　施　状　況　
4/2　(1)事業計画公開（HP）

4/17、18　(2)審査会開催

5/29　(2)嶺北材ブランド化協議会承認

6/7　(2)JAとさしｵﾘｴﾝﾀﾙﾕﾘﾌﾞﾗﾝﾄﾞ化協議会
　　　　　 承認
6/20　(2)嶺北材ブランド化協議会交付決定
            事業実施

７件応募
（２件採択）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 吉良 （ ２５１６ ）
種別 当初予算額(a) 7,524千円 補正後予算額(a) 6,904千円 決算見込額(b) 5,460千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

食品スーパーマーケットとして、ブランド力を誇る専門小売店と連携し、協同で高知県産品の開発・発掘・認定作業を行うことにより、同社の定番商品
として販路を確立し、さらには優位差別化される商品としての販売チャネルの拡大を目指す

執行計画 実　施　状　況　

１月上旬～３月下旬　４７ＣＬＵＢ内ショップ開
設（コンクール入賞商品）
１／１６　コンクール表彰式
１／２１，２１　コンクール展示会①
１／２６，２７　コンクール展示会②
１月２９，３０　第３回商談会（果物）

２／５，６　第３商談会（野菜）

３／１，２　コンクール展示会③
３／４－１１　商品お披露目フェア（紀ノ国屋）

第３回商談会開催

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
商工労働部

専門小売店連携商品発掘事業 県産品ブランド室
79.1%

商品お披露目フェア（紀ノ国屋）

備考（課題及び成果等）

コンクール企画提案公募要領制定

コンクール企画提案募集開始
第１回商談会募集

コンクール企画提案審査・委託事業者決定

第１回商談会開催

コンクール企画提案公募要領制定

コンクール企画提案募集開始

下旬　第１回商談会募集

６／４　コンクール企画提案審査
６／５，６　第１回商談会（果物）
６／１３，１４　第１回商談会（野菜）

６／２１　委託事業者決定・契約

コンクール商品募集開始

第２回商談会募集

第２回商談会開催

コンクール商品審査

８／３　コンクール商品募集開始・応援投票募
集開始・ホームページ開設

中旬　第２回商談会募集

９／２８　コンクール商品募集〆切

コンクール結果発表

商品お披露目フェア（紀ノ国屋）

コンクール入賞商品お披露目

第３回商談会募集

１０／９－１１　第２回商談会（全ジャンル）

１１／３　コンクール応援投票〆切

１１／２２　コンクール審査会

県庁応接室
サンシャインベルティス（高知市前里）
サンシャインラヴィーナ（いの町枝川）
３者参加・意見交流会２件

帯屋町アーケード
紀ノ国屋７店舗にて開催　（商談会参加者中、２
０者３８品が採用）

６者参加
第３回商談会の募集はなし（第１回、第２回の応
募者に対して実施）

（果物）　１０者参加
（野菜）　１３者参加

応援投票数　２５９件

１３９点の応募から、大賞２点、奨励賞１０点を
選出

全ジャンル合計で５７者参加



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 原野 （ ９７５５ ）
種別 重点 当初予算額(a) 91,002千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 89,115千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

若者の就職意識の向上を図るとともに、雇用におけるミスマッチを解消し、円滑な就職を促進するため、高知県就職支援相談センター（ジョブカフェこ
うち）を設置し、就職に関するきめ細やかな相談、コンサルティング、職業紹介業務等を実施する。
１　実施方法：高知県経営者協会に業務委託
２　設置場所：高知市帯屋町2-1-35
３　業務内容：職業相談、職業紹介（ハローワーク併設後は廃止）、セミナー、しごと体験、学校出張相談、情報提供等

２月末現在の実績
・来所者数：9,171人（男性3,700人、女性5,471
人）
・相談件数：3,348人
・セミナー：290人（ＰＣセミナー、履歴書の書き
方、仕事ﾄｰｸｶﾌｪ等）
・学校出張相談：2,192人（延べ39校）
・しごと体験：147人（若年者）、52人（中高年
等）
・就職者：305人（自己就職等を含む）

運営協議会の開催：5月21日、8月28日、1月
23日

・センターでは、
・職業相談、コンサルティン
グ、職業紹介、セミナー、しご
と体験、就職に関する情報提
供を行う。
・検索用パソコンを用意し来所
者が自由に職業情報を閲覧
できる。
・土日祝祭日も業務を行う
・相談時間は午前１０時から
午後７時。

センター以外では、
・高等学校等を３０校程度選
定し出張相談を行う。
その他
・定期的に運営協議会を開催
する。
・センターのホームページを作
成し閲覧を行う。

・高知県経営者協会と事業委託契約締結（４
月１日付け、契約額90,147,000円）
・センターでの職業相談部門をNPOキャリアコ
ンサルタント協会に再委託（４月１日）

・スタッフは、センター長兼就職支援部長１
名、就職支援員３名、アテンダント３名、コー
ディネーター３名（経営者協会）。キャリアコン
サルタント４名（NPOキャリアコンサルタント）
で構成。
その他に雇用能力開発機構から能力開発支
援アドバイザー２名の派遣を受けている。

・業務委託実績

12月3日にジョブカフェ３階に「ハロー
ワーク高知　若者相談コーナー」を併
設

担当部局：

執行計画 実　施　状　況　
・失業者、フリータ等の職業意識の改善、ＰＲ方
法

備考（課題及び成果等）
・高知県経営者協会との事業実施委託契約
締結

事業概要・目的

平成20年3月31日
商工労働部

就職支援相談センター事業費 雇用労働政策課
97.9%



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 観光部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 観光振興課 「 重要課題 5,921

2 花・人・土佐であい博推進課 花

 

あったか高知観光ビジョン」実践事業費
重要課題 278,826
・人・土佐であい博推進事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂田　省吾 （ ９０６８ ）
種別 当初予算額(a) 5,921千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 5,921千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

本県の豊かな自然、歴史、文化、食の魅力など
を生かした滞在・体験型観光を推進し、３３０万
人観光を実現する。特に平成２０年３月からは、
「花・人・土佐であい博」がスタートすることか
ら、地域資源の観光商品化への支援や、誘客
に向けた様々な事業を展開する。また、平成２
０年度には、地域で体験型観光に取り組む方々
や市町村、観光関連業界にも参加をしていただ
き、滞在型・体験型観光を推進していくための
振興計画を策定する。

備考（課題及び成果等）
高知県観光ビジョン実践支援事業費補助金
交付要綱制定
平成１９年度市町村観光主管課長会で事業
内容について説明
当初要望締切

ヒアリング等の実施後、交付決定（以後は、予
算残の状況により随時対応）

観光関係団体との意見交換会の開催

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
観光部

「あったか高知観光ビジョン」実践事業費 観光振興課
100.0%

高知県観光ビジョン中間報告書県議会報告

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

＜事業概要＞広域観光団体や市町村、地域の観光団体などが実施する高知県観光ビジョンの実現のための取組みに対して事業費を補助し、新た
な観光資源の発掘や育成、受入れ態勢の整備等への支援を行う。また、平成１９年度は、高知県観光ビジョン策定後２年が経過することから、これま
での取組状況及び成果、今後の課題への対応にとりまとめを行い、観光振興に取組む地域や団体との意見交換会を開催するなど、観光ビジョンの
進行管理を的確に行う。
＜目的＞平成16年8月に「あったか高知観光条例」が制定され、これに基づき、「観光のまちづくり」に取り組んでいくための指針となる、「高知県観光
ビジョン」を策定した。このビジョンでは、5年後の平成21年には、県外観光客数を308万人から330万人に増やすことを目標としており、実現のために
は、体験型観光の推進など、新たな観光資源の発掘や育成、地産地消など食の魅力を生かした取組みの推進、観光ボランティアや地域の案内人の
育成といった受入態勢の整備が必要である。また、平成２０年３月より「花・人・土佐であい博」を開催することから、これらの実践により「質の高い観光
地づくり」を行う。

執行計画 実　施　状　況　
平成１９年度高知県観光ビジョン実践支援事
業募集開始（4/3)
平成１９年度市町村観光主管課長会におい
て、平成１８年度の事業内容及び平成１９年
度事業のスケジュールについて説明(4/13)
高知県観光ビジョン中間報告書の作成に向け
て市町村等への協力依頼
平成１９年度事業の募集締切（4/20)

○土佐清水市２件（交付申請4/18・交付決定
6/1)
○四万十市（交付申請4/20・交付決定6/1）
○大月町（交付申請4/19・交付決定6/1)
○安芸市(交付申請4/11・交付決定6/4)
○幡多広域観光協議会（交付申請5/30・交付
決定6/4)
○高知県東部観光開発促進協議会（交付申
請・交付決定6/12）
○佐川町（交付申請4/20・交付決定6/14)
○津野町（交付申請4/20・交付決定6/15)
○中土佐町（交付申請4/16・交付決定6/22)

高知県観光ビジョンに基づく、各市町村及び
観光関係団体の取り組み状況調査
高知県観光ビジョン中間報告書原案作成

高知県観光ビジョンフォローアップ会議

高知県観光ビジョン中間報告書を策定し県議
会に報告・公表
○宿毛市（交付申請4/20・交付決定9/27）

高知県観光ビジョンフォローアップ会議開催
（8/23)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小原 （ 2277 ）

種別 当初予算額(a) 262,326千円 補正後予算額(a) 278,826千円 決算見込額(b) 278,826千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・プレ「花・人・土佐であい博」10万人を超える参加

実績

・プレ「花・人・土佐であい博」の実施を受け、花・

人・土佐であい博実施課題の検討

執行計画 実　施　状　況　

・花・人・土佐であい博推進委員会の発足、第1回

会合の開催（4月）

・地域イベントの掘り起こし、バックアップ条件整

備

・県内大学での地域学習講座開催（高知大・工科

大）

ジャパンフラワーフェスティバル開催事業費補助

金（16,500千円・[債務負担21,750千円]）

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること

（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

地域の食や体験などの誘客資源に磨きをかけ、花のおもてなしによる交流人口の拡大を目指す「花・人・土佐であい博」を20年度にスタートするための準備及びプ

レ事業を実施する。

・花・人・土佐であい博推進委員会第2回（7月）・

第3回（8月）会合の開催（プレ事業・特別イベント

の承認）

・地域イベントの掘り起こし、バックアップ条件整

備

・JFF準備委員会の開催（7月・8月）

・JFF実施計画の策定

・花いっぱい運動：各地への育苗の要請

・PR等活動の実施

・県内大学での地域学習講座開催（高知大・工科

大）

・観光ガイド研修（7月・9月）

・花マップ「高知花紀行」作成（8月）

・県内大学での地域学習講座　高知大57名・工科

大69名参加

・観光ガイド研修4回192名参加

・プレ「花・人・土佐であい博」の開催（10～11月）

・プレ「花・人・土佐であい博」において地域イベ

ントのバックアップを実施

・花・人・土佐であい博推進委員会第4回（10月）・

第5回（11月）会合の開催（春・夏テーマ事業承

認、特別イベントの変更）

・JFF実行委員会の発足、第1回委員会開催（11

月）

・PR等活動の実施

・花いっぱい運動　各地への支援

・県内大学での地域学習講座開催（高知女子大）

・花・人・土佐であい博実施計画の策定

・花・人・土佐であい博推進委員会第6回会合の

開催（１月）

・PR等活動の実施

・五台山フラワーロード、県道高知空港線花壇整

備

・ビジターセンターの整備（東部、西部）

・県内大学での地域学習講座開催（高知女子大）

・花・人・土佐であい博オープニング（3月）

・県内大学での地域学習講座　高知女子大46名参

加

・花・人・土佐であい博オープニング後、3月上旬で

18万人程度の参加

・3月実施分の検証

備考（課題及び成果等）

花・人・土佐であい博推進事業費補助金

（241,061千円）

花・人・土佐であい博実施計画策定委託（5,982

千円）

ジャパンフラワーフェスティバル2008inこうち　実

施計画策定委託（1,999千円）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月13日
花・人・土佐であい博推進課

花・人・土佐であい博推進事業費 花・人・土佐であい博推進課

100.0%



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 農業振興部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 環境農業推進課 有 重要課題 5,842

2 園芸流通課 農
望品目導入・定着推進事業費
重要課題 3,707
産物輸出促進事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 石本周平 （ ４５３５ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 5,842千円 補正後予算額(a) 5,842千円 決算見込額(b) 5,500千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月 注１　○：県段階の取組
　　　 ●：販売促進活動（補助事業）
　　　 □：地域段階の取組

《成果》
・新たな用途の開拓(1品目)
・市場等との連携強化(４品目)
・新たな販売ルートの開拓(2品目)
・品目を含む地域を売り込む取組を支援

《今後の取組》
・品目ごとの普及・定着への課題整理
・新たな業務需用等の開拓
・需要に応える生産量の確保
・収量性の向上、病害虫防除等のための栽培
技術の確立　等

《課題への対応》
○取組の進捗管理等を行う県段階のﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ会を開催（6回開催）
○販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ等との意見交換(3回開催)
□導入定着実証ほの設置（11品目）
□品目別検討会(12品目)
●販売促進活動(5品目)
○新たな品目の評価（数品目準備中）

□販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ(卸売等)意見交換会（冬春作）

□年間取組の検証、次年度計画策定（各地
区）
○年間取組の総括、次年度計画策定（ﾌﾟﾛｼﾞｪ
ｸﾄﾁｰﾑ会）

○先行取組品目事例取りまとめ（冊子作成）

○進捗管理（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）
□試験出荷
□取材対応、消費者ｸﾞﾙｰﾌﾟｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(農技ｾ))
●試食宣伝(県内販売店、大阪3店舗)

○市場・実需者との意見交換
○新たな需要開拓
□市場情勢報告会
○□新品目を含む地域を売り込む企画への
取組（室戸市）
□現地検討会
●試食宣伝(大阪)

●量販店ﾌｪｱ(東京、大阪)
□本年度の実績及び次年度の計画（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾁｰﾑ会予定)
○先行取組品目事例とりまとめ（予定）

□↓品目別現地検討会（冬春作：必要に応じ
随時）

○市場・実需者との意見交換会
●市場等との連絡会議(東京、大阪)
●試食宣伝・品目紹介(東京、京都)
○消費者ｸﾞﾙｰﾌﾟｲﾝﾀﾋﾞｭｰ(農技ｾ)
□出荷方法検討会
□現地検討会

○品目毎の進捗管理・支援策の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ会）・夏秋作の取り組み成果等

●試食宣伝(県内量販店、大阪3店舗)
○試験販売
○反省会
○検討会

□↓現地適応性検討(導入定着ほ設置：冬作) ●販売促進活動(大阪)
□導入定着実証ほ設置
□栽培講習会

○品目毎の進捗管理・支援策の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ会）・冬春作の取組状況等

○進捗管理・今後の取組(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会)
○□品目別検討会
○品目別検討会
●販売促進活動(東京、大阪、岡山)
□導入定着ほ設置
□検討会

□↓品目別現地検討会（夏秋作：必要に応じ
随時）
□販売ﾊﾟｰﾄﾅｰ(卸売等)意見交換会（夏秋作）

□栽培講習会
●東京野菜量販店での継続販売
●産地派遣試食宣伝会(神戸)
□ＲＫＣでの料理PR
●県内量販店ﾌｪｱの開催
□導入定着実証ほ設置

○品目毎の進捗管理・支援策の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ会）・夏秋作の取組状況等

○進捗管理・今後の取組(ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会)
●産地派遣試食宣伝会(東京)
□現地検討会
○食材提案(市場)
□導入定着実証ほ設置
□品種比較定植

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

○流通・販売上の課題協議（関係団体との協
議）○各地区計画の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）

○流通・販売の課題等の共有（検討会）

○↓新たな品目の評価（必要に応じ随時）
○流通関係者(卸売業)との意見交換会
□↓現地適応性検討(導入定着実証ほ設置：
夏秋作)

○各地区計画の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）
○流通関係者との意見交換会（野菜流通ｾﾐ
ﾅｰ）
□導入定着実証ほ設置

●↓販売・促進活動（補助事業等：通年）
○品目毎の進捗管理・支援策の検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸ
ﾄﾁｰﾑ会）・重点支援品目への取組検討等

○各品目の取組検討（ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑ会）
□部会開催
□ＲＫＣでの料理PR
□導入定着実証ほ設置

　従来、新たな品目の導入に当たっては、篤農家の先取的な取り組みを農協や園芸連が支え、試験研究機関や普及組織が連携して栽培技
術を組み立て、狭い耕地面積でも生産性の高い品目が普及・定着してきた。しかし、農業経営を取り巻く環境の変化に伴い、これまで産地主
体で行われてきたリスクを伴う新品目の開発に取り組む力が失われてきている。
　こうした状況に対応するため、園芸産地の維持発展のために優位性のある品目を流通関係者の意見を聞きながら探索・評価を行い、地域
での導入・定着を図っていくシステムを整備し、定着をすすめる。
（１）県段階：プロジェクトチームによる有望品目の探索・評価・地域への提示、進捗管理。流通団体の販売促進活動に対する補助。(補助率
1/2以内)
（２）地域段階：地域で選定した有望品目の導入・定着のための具体的活動への取り組み支援。

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年３月３１日
農業振興部

有望品目導入・定着推進事業費 環境農業推進課

94.1%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 福島 （ ４８０６ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 3,707千円 補正後予算額(a) 3,707千円 決算見込額(b) 2,578千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

海外の日本食ブーム、在留邦人の増加、アジア諸国等を中心とする高所得者層の増加に伴い、各都道府県の特産品の市場・

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

先進地視察

昨年度、海外で販促活動を行った事業実施主
体はそれぞれの課題を挙げており、その克服に
向けた検討や活動。

販路拡大の一環として、海外市場への日本産農産物の輸出が拡大している。そこで、昨年度に引き続き、輸出に関する情報収集を行うとともに、海外
での展示会等への出展を支援することにより、輸出可能性の調査を行う。
　補助金　　　　対象事業：農産物の輸出拡大のための国内外の展示・商談会・テスト輸出等
　　　　　　　　　　補助先：市町村等　　　　　　　事業主体：生産者組織等　　　　　　　補助率：１／２以内（１組織１，０００千円を上限とする）
　事務費　　　　輸出に関する情報交換、勉強会の開催、国内外における農産物輸出に関する調査等

11/1輸出協議（東京）
11/7輸出オリエンテーションの会（岡山）
11/8中国四国農林水産物等輸出促進連絡会
（岡山）
11/12～19国外調査（中国・上海）

8/7中国四国農産物輸出促進担当者会議（岡
山）
8/24輸出協議（東京）
8/27輸出協議（東京）

9/27輸出協議（東京）

高知県農産物輸出推進協議会勉強会

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
農業振興部

農産物輸出促進事業費 園芸流通課

69.5%

3/18農林水産物等輸出セミナー（県内）
3/21高知県農産物輸出推進協議会開催

高知県農産物輸出推進協議会開催
調査結果まとめ

青果物　台湾・香港・ﾏﾚｰｼｱ・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙへは卸
売市場、輸出業者経由で輸出し、数量・品目の
拡大取組中

通年　輸出情報収集、提供、個別協議
4/1補助金要綱通知
4/26米輸出説明会（東京）

5/25農林水産物等輸出促進全国協議会(東
京）
5/31中国四国農産物輸出促進担当者会議
（岡山）

6/11輸出協議（兵庫、大阪）

7/17輸出協議（東京）
7/25四国農林水産物等輸出促進連絡会（愛
媛）
7/14先進地視察（愛媛）

通年　輸出情報収集、提供（先進地視察、卸
売市場調査、産地訪問）
補助金要綱通知

農林水産物等輸出促進全国協議会出席

先進地視察
中国四国農産物輸出促進担当者会議出席

国外調査（中国・上海）
国外調査（台湾）
中国四国農産物輸出促進担当者会議出席

1/14～21国外調査（中国・上海）

2/25中国四国農産物等輸出促進担当者会
（岡山）
2/26先進地視察（香川）

グロリオサ　中国・上海へは卸売市場経由で流
通・販売ルートを構築していることから、販路拡
大のため商談・ＰＲを実施

ゆず加工品　県内他業種と連携しながら、中
国・青島での展示商談会に出展し、流通・販売
ルート構築中



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 森林部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 森づくり推進課 （ -

2 林業改革課 緊

3 林業改革課 森

4 木の文化推進室

5 木材産業課 県
社）高知県森林整備公社の見直し
重要課題 137,883
急間伐総合支援事業
重要課題 118,315
の腕たち育成事業
重要課題 117,786
森林環境緊急保全費
重要課題 17,975
産材販売体制の強化



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中城 （ ３１３５ ）
種別 － 当初予算額(a) － 補正後予算額(a) － 決算見込額(b) － 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

Ｈ１４年度に実施した公的分収林経営改善検討委員会において取りまとめられた「経営改善へ向けた取組事項」及びＨ１５年度に策定した「経営改善
計画」に基づき実施してきたこれまでの取り組みを検証し、引き続き経営改善を進めるため年度内に次期改善計画（H20年度～H24年度）を作成す
る。

執行計画 実　施　状　況　

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
森林部

（社）高知県森林整備公社の見直し 森づくり推進課
－

備考（課題及び成果等）

◇次期経営改善計画作成
に向けた検討（通年）

・資産査定資料の分析

・次期計画素案の検討

・次期計画（案）の作成

・関係各県との連
携による国等への
要望へ向けた調整

・国等への要望活
動の実施

◇次期経営改善計画の
　理事会への提案
　→　承認後、総会において報告

・Ｈ２０県予算(案)の策定

・国等への要望活
動の実施

■森林整備法人全国協議会要望活動

■森林整備法人全国協議会要望活動

■近畿関係府県との意見交換会実施
　　＊公社関係の情報交換会

■近畿関係府県との意見交換会実施

■近畿関係府県との意見交換会実施

■近畿関係府県との意見交換会実施

■近畿関係府県との意見交換会実施

■近畿関係府県との意見交換会実施

■第１回公社改革プログラム検討会
　　　＊次期計画作成に向け協議実施

■第２回公社改革プログラム検討会

■第３回公社改革プログラム検討会

■第４回公社改革プログラム検討会

■公社資産
　査定内容
　の検証

■公社資
　産査定
　の確定

■農林漁業金融公庫
　との公庫資金に関す
　る協議開始

■課題
平成１５年度から取り組みを進めている公社改

革を継続するため、次期改善計画作成に向け、
具体的な検討を早急に進めることが必要な状況
にある。

■成果（状況）
次期改善計画の基礎データとなる公社営林の

資産査定について、概ねデータの積上げを完了
し、積算方法等の検討に移行。計画作成に向け
た第一段階のクリアに目処が立つ段階に到達。

■課題
　前期と同様

■成果（状況）
公社営林の資産査定について、前期から継続し

て内容の検証実施。
併せて次期経営改善計画の具体的な内容の協

議を行うとともに、資金関係の協議を農林漁業金
融公庫、公社、県の３者により実施。

■課題
　前期と同様

■成果（状況）
公社営林の資産査定について、資産区分を確

定し次期改善計画の基礎データとして使用。
前期から継続して次期経営改善計画の内容協

議を行うとともに、資金関係の協議を農林漁業金
融公庫、公社、県の３者により実施。

■課題
　前期と同様

■成果（状況）
　次期経営改善計画の内容協議を継続。
　計画（案）を検討するため、公社内に「公社改革
プログラム検討会」を設置。４回の検討会開催の
後、次期計画（案）を理事会への提案、総会への
報告を経て次期計画確定。

■近畿関係府県との意見交換会実施



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 矢野 （ ４６０２ ）
種別 政策枠 当初予算額(a) 165,333千円 補正後予算額(a) 137,883 決算見込額（ｂ） 127,000

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年３月３１日
森林部

緊急間伐総合支援事業 林業改革課
予算執行率(b)/(a) 92.1%

①事業実施見込調査及び事務所間予算調整
　を行う。
②２月末に予算令達
③平成２０年度要綱要領等の改正準備

①事業実施見込調査を行い変動する事務所
　間の予算調整を行った。
②２月２２日付けで予算配分の通知を行い、
　２月２７日に第２回目の予算令達を行った。
③要綱要領等の改正準備を行った。

①４月２３日要綱等改正
②森林部担当者会で事務手続きの流れ、事
　務処理の詳細業務、事業スケジュールを
　示し、併せて１８年度の支払い関係書類一
　式の写しを配布して説明。
　各事務所担当者は、市町村、森林組合を対
　象とした説明会で、概要を説明。
③当初予算配分通知を受けて、各事務所より
　市町村への配分を決定し、市町村の予算化
　について調整を行った。

①要綱の４月１日改正を目指したが、起案が４
　月１１日となった。平成２０年度は、県単補助
　の見直しを予定しているため、更に早めの準
　備が必要。
②事務所執行となったことにより、市町村ごとの
　申請に迅速に対応できるようになった。

①事務所別配分表で予算配分調整情報を常に
　示すことで、各事務所間で情報共有ができた。
②各事務所との連絡を密に取り、効率的な予算
　執行に努めた。
③制度見直しに係る変更箇所を整理し、改正準
　備を行うことができた。

①各事務所の要望を取りまとめ、予算の事務
　所配分と予算令達を行う。
②１－４半期申請における林業事務所の補助
　金交付業務のための支援
③平成１９年度事業実施見込調査と予算調整

①平成２０年度補助制度の骨格完成
②平成１９年度事業実施見込調査
③平成２０年度事業要望調査
④平成２０年度予算編成

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業につい
ては補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　森林の持つ多面的機能を発揮するための森林整備の区分（ゾーニング区分）の目的に沿って森林の公益的機能を高めるとともに、森林資源の質的
充実を計画的に推進するため、未整備のまま高齢林へと移行している人工林の間伐を緊急に行う。
　また、森林所有者等の自発的な間伐を促すとともに、中山間地域での雇用の場を創出する。

①７月１１日付けで予算配分通知を行い、７月
　１３日に当初配分額の５０％を各事務所へ
　予算令達
②支出負担行為（交付決定）、支出命令の段
　階ごとに報告を義務づけるとともに、問い合
　わせ等に対応。
③９月現在の年間実施見込み調査を行い、
　予算の調整は、１１月に実施予定。

①平成２０年度当初予算のベースとなる補助
　制度（案）の策定
②２－４半期のスムーズな補助金交付の事務
　所支援と、実施見込みの調査を行った。
③④平成２０年度当初予算算定基礎とするた
　め要望量及び額を調査し、予算編成を行っ
　た。

①国の補助事業を優先的に活用し、県費の抑
　制に繋げる。国の事業に採択されない森林に
　対しても、単価の見直しなど支援を計画。
②事業予定地の実測を行わないと事業量や事
　業費が把握できないため、予算の調整が困難
③④整理できた。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
①要綱、要領等の改正
②前年度、支払い完了（４月中）と事業実績の
　とりまとめ
③市町村への予算化要請



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 伊藤・遠山 （ 4876 ）
種別 政策枠 当初予算額(a) 172,633千円 補正後予算額(a) 118,315千円 決算見込額(b) 108,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　林業施業団地（森の工場）での効率的な木材生産システムを習得するために、計画的な間伐材の生産搬出に係るＯＪＴ（現場研修）を実施し、将来
の基幹的な技術者となる若い担い手を育成する。
①森の工場づくり支援事業
②間伐材搬出支援事業
③基盤整備事業
④高性能林業機械等整備事業

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
・林業事務所等との連携による森林組合や事
業体等への事業説明及び森の工場づくりの
推進
・国庫補助事業との執行調整（申請日程、事
業量等）

・森の工場、森の腕たちにおける課題抽出
・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・市町村の予算措置状況調査

・要綱等改正と予算化に対する市町村の対応
・担当者によって考え方に相違があることから、
事業の周知と意思統一を図るため別途担当者
会を開催予定。

・３市町村、１０森林組合、４事業体へ事業の
個別説明実施
・担当者会で林業事務所担当者への事業説
明

・１－四半期補助申請事務

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
森林部

森の腕たち育成事業 林業改革課
91.3%

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）

・森の工場及び森の腕たち　事業計画審査及
び認定（通年）

・２－四半期補助申請事務

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）
・市町村の予算措置状況調査

・３－四半期補助申請事務

・事業量要望調査（進捗管理及び予算調整）

・４－四半期補助申請事務
・事業の掘り起こし

・とりまとめ
・要綱、要領等の改正

・担当者会開催（課題の抽出）
・森の工場、森の腕たち承認：幡東森組、北川
村森組
・上記①事業交付決定：大豊町

・森の工場、森の腕たち承認：須崎地区森組
・①交付決定：土佐町、四万十市
・南国市への個別事業説明

・森の工場、森の腕たち承認：香美森組、仁淀
川森組（２団地）

・森の工場、森の腕たち承認：大正町森組
・①交付決定：高知市
・②交付決定：土佐町
・④交付決定：四万十町、土佐清水市

・①交付決定：室戸市
・②交付決定：大豊町
・③交付決定：四万十町、土佐清水市、宿毛
市
・④交付決定：香美市、本山町

・２月補正（▲54,318千円）
・①交付決定：梼原町
・②交付決定：土佐町、大豊町
・③交付決定：土佐町、北川村、大川村、四万
十町
・④交付決定：大豊町、四万十市
・森の工場、森の腕たち承認：中江産業（２団
地）
・②交付決定：馬路村、香美市、高知市、大豊
町、土佐町、いの町、仁淀川町、中土佐町、
四万十町、四万十市
・③交付決定：馬路村、香美市、高知市、大豊
町、土佐町、いの町、仁淀川町、中土佐町、
四万十町、四万十市、宿毛市
・要綱、要領等見直し

・森の工場、森の腕たち承認：大豊町森組
・④交付決定：香美市、大豊町

・課題解決に向けた要綱、要領等改正の必要
性

・ジョイントに関する要領等の改正
・森の工場、森の腕たち承認：中村市森組
・④交付決定：仁淀川町
・①交付決定：四万十市

・森の工場、森の腕たち承認：高知市森組

・年度内には、全体的な要綱等の改正が必要

・間伐材搬出及び基盤整備（作業道）について
は、事後申請のうえ国庫補助事業への嵩上げ
を基本としていることから、国庫補助事業の進
捗や査定に大きく影響を受け国庫補助事業の
検査が終了するまで当該事業費の把握が困難
である。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

所管課 　　　　　服部薫　（４５８６）

種別 当初予算額（ａ） 補正後予算額（ａ） 117,786 予算執行率（ｂ）／（ａ） 99.7%

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

(注） 予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入のこと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入のこと）

担当部局：森林部
H20.3.31

事業名 森林環境緊急保全費 木の文化推進室

事業概要・目的

担当者 （内線）

120,386 決算見込額（ｂ） 117,397

　公益上重要で緊急に整備を行う必要のある森林の混交林化を進め、環境面の機能を安定して発揮できる森林を実現する。また、県民生活に身近な
森林において、県民が守り育てる森づくりのモデル的な整備を行う。併せて、森林保全ボランティア団体の設立や間伐活動を推進し、適正な森林管理
を促進する。

月
執　行　計　画　

実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）
●森林環境緊急保全 ■生き活きこうちの森づくり ◆森林保全ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ

◆団体登録締切（※機械
器具等支給事業を要望す
る新規団体のみ）

計画通り実施。

●事業実施計画書の
受付開始

■事業実施計画書の受
付開始

◆事業実施計画書等の受
付開始

●補助金交付申請等
手続

■基金運営委員会による
審査、補助金交付申請等
手続

◆補助金交付申請等手続 計画通り実施。

●事業実施計画書締
切（第１次）

■事業実施計画書締切 ◆事業実施計画書締切 計画通り実施。

●基金運営委員会へ
の報告、補助金交付
申請等手続、

計画通り実施。

●基金運営委員会へ
の報告
●事業実施計画書締
切（第２次）

●事業実施計画書締切
（第２次）

計画通り実施。

●基金運営委員会へ
の報告、補助金交付
申請等手続

計画通り実施。

●事業実施計画書締
切（第３次）

●基金運営委員会への
報告、補助金交付申請等
手続

計画通り実施。

計画通り実施。

計画通り実施。森林環境緊急
保全事業639ｈａ申請承認、森
林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業（機
械器具）累計３団体

●検査 ■検査 ◆検査 森林環境緊急保全事業の出
来高645.20ｈａ、生き活きこうち
の森づくり推進事業5.11ｈａ、森
林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動推進事業（地
域通貨）40.45ｈａ

計画通り実施。

（●森林の整備） （■森林の整備） （◆森林の整備）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 坂田、山本 （ 883-5123 ）
種別 当初予算額(a) 17,975千円 補正後予算額(a) 17,975千円 17,975千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

②高知県産材販路拡大のための商談会開催
　　対象地域：滋賀・京都
　　ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ発送数：500

①「高知もくもくランド2007」開催による木材・
　　木造住宅のＰＲ活動（10月下旬）

木材産業課
決算見込額(b)

 　高知県内産木材の供給並びに販売体制を強化するため、（社）高知県木材協会内に駐在し、業界団体と連携のもと次の活動を実施する。
　　①木材・木造住宅の情報発信
　　　　・・・「木と人・出会い館」を核として設計・工務店等を組織化して体制を強化。県民に対し木造住宅フェアや、相談業務、ﾏｽｺﾐ等によるPR活動を実施。
　　　　　　住宅関連企業で組織する任意団体「高知木の家ネットワーク」の運営支援。
　　　　　　【こうちの木の家普及推進事業費補助金】　H19予算額：5,000千円　事業主体：高知県木材普及推進協会　補助率：1/2以内

　　②県外への販路拡大
　　　　・・・「土佐木造住宅普及促進事業」の活用による県外工務店等とのネットワーク形成
　　　　　　【土佐木造住宅普及促進事業】　H19予算額：9,750千円　事業主体：県外の工務店等　補助率：定額(100千円以内/戸）
　　　　　　                                            上記事業の対象となった住宅の建築主に木製品提供
　　　　・・・県内企業・団体と連携した販路開拓活動の推進
　　　　・・・県外消費者等を対象としたバスツアーや県産材ＰＲを目的とした商談会の開催支援【地域林業総合支援事業】
　　　　・・・「梁桁ネットワーク」の運営体制の構築を支援（梁桁材の在庫状況調査とＰＲ活動）
　　　　・・・県産材販売戦略策定に関する調査事業、調査研究委員会及び報告会開催等の支援【中小企業団体中央会事業】

　　　【①～②の活動推進費（事務費）】　パンフレット作成、旅費等

②第1回調査研究委員会開催(7/3)

①第2回もくもくランド実行委員会開催(7/30)
②第2回調査研究委員会開催(8/17)
②梁桁材在庫調査：レイホク木材(8/7)
②梁桁材在庫調査：馬路林材(8/9)
②梁桁材在庫調査：梼原森組(8/21)
①第3回もくもくランド実行委員会開催(8/28)

①第4回もくもくランド実行委員会開催(9/25)

【梁桁ネットワーク】
成果：在庫調査概ね完了、とりまとめへ
課題：調査結果の活用方法の検討
　　　　ネットワークのＰＲ活動を後期に実施

【商談会「高知の家づくりセミナー」】
課題：前期未実施、後期実施に向け再調整を要す

【県産材販売戦略策定に関する調査事業】
成果：工務店等へのアンケート調査完了

備考（課題及び成果等）
①こうちの木の家普及促進事業申請書受付・
交付決定(4/24)
①高知木の家ネットワーク打合会(4/24)
②パンフレット作成完了・配布開始(5/1)
②県外企業訪問1社(5/11)
②梁桁材在庫調査：西部木材センター(5/16)
①高知木の家ネットワーク総会(5/18)
①第１回もくもくランド実行委員会開催(6/1)
②梁桁材在庫状況調査：ウッディ四万十(6/12)
②梁桁材在庫状況調査：高幡木材センター
(6/14)
②県外企業訪問2社(6/14)
①高知木の家ネットワーク打合会(6/28)

執行計画 実　施　状　況　
②「土佐木造住宅普及促進事業」ＰＲパンフレッ
　ト作成・配布
①こうちの木の家普及促進事業申請書受付・交
　付決定

　

②高知県産材販路拡大のための商談会開催
　　対象地域：中部地方
　　ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ発送数：500

補助事業に係る検査
本年度活動の評価

【高知もくもくランド2007】
内容：木造住宅関連企業の小間出展、親子木工教
室など。
成果：出展企業等42、来場者約12,000人
課題：出展企業にとって魅力あるイベントへの展開

【商談会「高知の家づくりセミナー」】
対象地域：滋賀・京都
成果：参加企業8社、13名
       梁桁ネットワークのＰＲを併せて実施
課題：木材産地に近い地域における販売戦略の再
　　　　検討が必要。

【県外企業訪問による販路開拓活動】
内容：関西・関東の工務店等延べ58社訪問
成果：見積もり依頼・見込み客確保など9社
課題：見込み客へのフォロー実施を指導

【土佐木造住宅普及促進事業】
内容：執行予定63件
課題：今後の販路開拓用ツール作り

【商談会「高知の家づくりセミナー」】
対象地域：関西南部
成果：参加企業27社、39名
課題：商談会の開催方法の再考。参加企業へのフォ
　　　　ロー。

②大阪の工務店等バスツアーに同行(10/6-
7)
①高知木の家ネットワーク打合会(10/9)
②県外企業訪問17社(10/10-12)
②梁桁材在庫調査：流通センター(10/12)
①第5回もくもくランド実行委員会開催
(10/23)
①「高知もくもくランド2007」開催（10/27-28)
②県外企業訪問5社(10/31-11/2)
①高知木の家ネットワーク理事会(11/9)
②梁桁ネットワークについて各種情報誌でＰ
Ｒを実施(樹海11月号、建築士会会報11月
号)
②県外企業訪問7社(11/14-11/15)
②商談会「高知の家づくりセミナー」開催
　(11/16)②県外企業訪問2社(1/11)
②第3回調査研究委員会開催(1/18)

②第4回調査研究委員会開催(2/5)
②県産材販売戦略に係る報告会の開催(2/14)
②調査事業の報告書とりまとめ支援

②商談会「高知の家づくりセミナー」開催
　(3/12)
①高知木の家ネットワーク理事会(3/17)
補助事業に係る検査
本年度活動の評価

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
森林部

県産材販売体制の強化
100.0%

①「木と人・出会い館情報（ＴＶ）」なら
びに同施設における相談業務による
木材・木造住宅のＰＲ
①「高知木の家ネットワーク」運営支援
①高知もくもくランド2007開催準備
実行委員会開催（月1回程度）
①高知木の家ネットワーク会議開催支
援（月1回程度)
②「土佐木造住宅普及促進事業」を営
業ツールとし、県外の工務店等を対象
に業界と連携して訪問
②「土佐木造住宅普及促進事業」補助
金に係る事務
②商談会参加企業へのﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ
②梁桁材在庫調査、梁桁ネットワーク
ＰＲ活動
②県産材販売戦略策定に関する調査
事業の実施支援
②バスツアーの支援

②業界団体等と連携した県外
への集中営業活動

②工務店等へのアンケート調査
　　対象数：3,200社
②消費者を対象にした求評調査
　　回答者数：133件



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 海洋部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 漁業経営課 高 25,950

2 水産振興課 水

3 水産振興課
知県１漁協構想推進事業費
重要課題 5,724
産物流通加工対策事業費
重要課題 10,205
藻場造成調査事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 筒井 （ ４８２５ ）
種別 当初予算額(a) 25,950千円 補正後予算額(a) 25,950千円 決算見込額(b) 24,385千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（目的）
  ・平成１９年度末を目途とした「県１漁協構想」の実現を推進するとともに、構想実現に不可欠な施設整備や人材育成を行い、県１漁協の経営の健全
性を確保する。
 （概要）
  ・系統団体が行う推進委員会等の開催や合併計画の策定、組合員への情報提供等に対する支援や県１漁協構想の実現に不可欠な施設整備や人
材育成に対する支援などを行う。

執行計画 実　施　状　況　

担当部局：海洋部

事業概要・目的

平成20年3月31日
高知県１漁協構想推進事業費 漁業経営課

94.0%

備考（課題及び成果等）

第８回県１漁協　推進委員会

幹事会

組合長会

第９回推進委員
会

第10回推進委員会

　漁協財務調査

漁協職員説明会

第３回組合員
意見交換会

漁協理事会

各漁協への総会
手続き指導

合　併　臨　時　総　会

合併契約の調印
第１回高知県漁協　設立委員会

第１回高知県漁協　理事監事予定者会議

・定款、諸規定の作成
・役員の選任
・職員の配置
・事業計画の作成
・合併認可申請　等

合併及び事業経営計画の認定申請

合併認可申請

合併否決漁協に対する指導

仲買人との意見交換会

漁協職員説明会

市町村説明会

再合併臨時総会

                 　  高　知　県　漁　協　設　立　（ H 2 0 . 4 . 1 ）

4/12 第８回推進委員会

　漁協財務調査
　（3/22～5/22）

6/5 第６回組合長会

6/11 第９回推進委員会

第３回組合員
意見交換会
（6/15～7/30）

8/4～13 漁協理事会

7/31 第10回推進委員会
8/1～3　各漁協への総会手続き指導

8/25　合　併　臨　時　総　会 合併可決 １９漁協、否決等 ２３漁協

6/13～14 先進地視察
研修（宮城県漁協）

8/28 合併参加漁協組合長会議

9/4 合併契約の調印
9/4 第１回設立委員会9/12～20 合併否決

漁協との意見交換会

9/19 第２回設立委員会

10/16 第３回設立委員会
10/20　再　合　併　臨　時　総　会 合併可決 ４漁協、否決 １漁協

10/30 第４回設立委員会

11/9 第５回設立委員会
11/9 第１回理事監事予定者会議

11/20 第２回理事監事予定者会議

12/1　再　合　併　臨　時　総　会 合併可決 ２漁協

12/4 第６回設立委員会
12/4 第３回理事監事予定者会議

2/19 第７回設立委員会

1/15 第４回理事監事予定者会議

2/19 第５回理事監事予定者会議

3/19 第６回理事監事予定者会議

3/6 合併及び事業経営計画の認定申請
3/17 合併認可申請

○合併参加　２５漁協、不参加　２１漁協
○県１漁協構想推進委員会等の開催
　・推進委員会　　　　　　　３回
　・組合長会　　　　　　　 　２回
　・設立委員会　             ７回
　・理事監事予定者会議　６回
○組合員等への情報提供等
　・組合員意見交換会 　　１回
　・理事会、ﾌﾞﾛｯｸ別漁協職員会での説明
○合併計画等の策定
　・合併及び事業実施計画書（案）作成
　・合併契約書（案）作成
　・県１漁協構想基盤整備事業費補助金
　　　 交付決定７件

12/7 市町村連絡会

2/27～3/28 仲買人との意見交換会

3/24 漁協支所長会議

1/28～29 先進地視察
研修（山口県漁協）

8/7 市町村連絡会

・各種規程の作成
・資金計画の作成
・資金管理等のルール化　等



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下　樹徹 （ ４６１１ ）
種別 当初予算額(a) 8,051千円 補正後予算額(a) 5,724千円 決算見込額(b) 5,533千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：海洋部

事業概要・目的

平成20年3月31日
水産物流通加工対策事業費 水産振興課

96.7%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　県産水産物の全国展開及び地産地消に向けた取り組みを進める。また、生産者グループ等の加工・流通販売に関する取り組みを支援し、産地魚
価の下支えと漁業者所得の向上、漁村での仕事の場づくりにつなげていく。
　また、ＪＡＳ法等に基づく食品表示の適正化及び水産物卸売市場の適正な運営を図るための指導監督を行う。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

・補助事業の募集（第１回）

・評価委員会の設置

・第２回評価委員会の開催
・プレゼンテーション事業の交付決定

・補助事業の募集（第１回：4月）

・評価委員会の設置（5月）

・第１回評価委員会の開催（6月）

・土佐清水鰹節水産加工業協同組合（２年次）
による事業を採択

・第２回評価委員会の開催 ・第２回評価委員会の開催（10月）

・補助事業の交付決定

・補助事業の募集（第２回）

・補助事業の交付決定（8月）

・補助事業の募集（第２回：8月）

・補助事業の交付決定

・プレゼンテーション事業の実施

・補助事業の交付決定（11月）

・地産地消課で実施する事業と共同開催する
こととし、プレゼンテーション事業の予算を地
産地消課に配当替え（11月）

・すくも湾漁協による事業２件を採択

・主題はすくも湾漁協の販売事業（商品の評価
や販売手法等）全般

・11の生産者・団体が参加（水産関連は6団体）

・主題は立縄漁のサバの商品化（室戸）並びに
イワガキ及びウニの流通・販売方法（大方）につ
いて

・産地交流会の実施（宿毛、室戸）

・地産地消課によるプレゼンテーション事業の
実施

・産地交流会の実施（室戸、大方）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 津野　健太朗 （ 4829 ）
種別 当初予算額(a) 15,360千円 補正後予算額(a) 10,205千円 決算見込額(b) 8,757千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

１．藻場造成調査事業
・藻場がなくなる「磯焼け」が全国的に問題になっています。
・本県沿岸域でも藻場が減少しており、そこに生息するアワビ等の漁獲量が減少していることから藻場を回復、維持する取り組みが急がれています。
・この事業は、平成16年度から磯焼け対策を事業化するために必要な調査や試験を行い、本県海域に適した藻場の回復、管理手法の開発をに取り
組んでいます。
・これまでの取り組みから、本県海域ではウニ類や魚類の食害対策あるいは、食害対策と移植などの組み合わせによる手法が有効であることが分
かってきました｡
２．平成19年度の取組
・これまでに取り組んできた技術実証試験のモニタリング調査を行い、その後の推移を把握します｡
・技術実証試験の成果や全国の取り組みを参考に「高知県磯焼け対策指針」を策定します。
・漁業者が中心となる磯焼け対策のモデル事業として、黒潮町において「漁業者参加によるウニ類除去」を実施します。

（委託業務）
・委託業務の契約締結（7/9県庁）
・第1回打合せ（7/9県庁）
・①藻場礁（8/29　田野浦）
・②ウニ類除去区（8/21手結、8/22　室戸、
8/28～29　上川口）
・③人工リーフ（8/22　室戸）
（モデル事業）
・打合せと実践の現地確認（7/24、26　黒潮
町）
・第1回全国会議（7/31　東京）
・事前講習会（8/1　黒潮町）
・黒潮町藻場保全推進協議会（8/6　黒潮町）
・ウニ類除去の実践（8/18～20　黒潮町）
・モニタリング調査（8/31）
（会議等）
・高知県磯焼け対策指針（第1版）の策定
（9/20）

（課題と成果）
・当初、4月を予定していた環境・生態系保全活
動支援調査・実証事業の水産庁との契約締結
が6月下旬に遅れ、モデル事業の広報活動等、
地元での準備期間が足らなくなった。
・ウニ類除去の実践は、延べ82名の漁業者が
参加し、県内初の試みとして成功した。
・今後の活動継続が課題として考えられた。
・モニタリング調査は、水試が継続し、地元に情
報を提供する。
・磯焼け対策指針については、第１版を策定し、
本年度秋以降の調査や8月に行ったモデル事
業を踏まえて、本年度中に第2版を策定し、印
刷・製本して県内関係機関へ配付する。

（委託事業）
・②ウニ類除去区（11/14　手結、11/15室戸、
11/20～21　上川口）
・③人工リーフ（11/15　室戸）
・第2回打合せ（11/8　県庁）
（モデル事業）
・黒潮町藻場保全推進協議会（10/15,20　黒
潮町）
・モニタリング調査（10/12、12/15,12/18）
（会議等）
・磯焼け対策全国協議会（10/1　農林水産省）

（次年度についての検討）
・平成20年度のモニタリングは、田野浦、上川
口、手結、室戸市坂本で水試が主体となり実施
する。
・磯焼け対策指針の普及

執行計画 実　施　状　況　
（協議等）
・事業計画の協議（4/16　水試）
（委託業務）
・委託契約の締結に向けての準備
（モデル事業）
・環境生態系保全活動支援調査実証委託事
業の水産庁との契約締結（6/26　県庁）

（課題）
・環境・生態系保全活動支援調査・実証事業の
水産庁との契約を締結し、モデル事業の準備を
黒潮町で進める。

担当部局：海洋部

事業概要・目的

平成20年3月31日
藻場造成調査事業費 水産振興課

85.8%

（委託業務）
・①藻場礁（第2回目）
・②ウニ類除去区（第３回目）
・③人工リーフ（第３回目）
・第4回打合せ
・業務の完了（3月）
（モデル事業）
・全国会議
・事業完了（3月）
（会議他）
・高知県磯焼け対策指針第２版の策定と配付

（委託業務）
・①藻場礁（2/5　田野浦）
・②ウニ類除去区（2/4～5　上川口、2/18　手
結、2/21　室戸）
・③人工リーフ（2/21　室戸）
・第3回打合せ（2/13　県庁）
・第4回打合せ（3/13　県庁）
・完了検査（3/25　県庁）
（モデル事業）
・里海としての海を考えるシンポ（1/19　東京）
・第2回全国会議（3/11　東京）
・モニタリング調査（2/5,15、3/18）
・事業完了（3/25）
（会議等）
・磯焼け対策全国協議会（3/21　東京）
・高知県磯焼け対策指針第2版の策定（3/6）

（成果）
・委託業務の完了
・モデル事業の完了
・高知県藻場造成指針第２版の策定

備考（課題及び成果等）
（協議等）
・事業計画の協議（4月　水試）
（委託業務）
・藻場造成技術実証試験委託業務の契約締
結（6月　水産振興課）
・①藻場礁の追跡調査（田野浦）
・②ウニ類除去区の追跡調査（上川口、手
結、室戸）
・③人工リーフでの混植試験の追跡調査（室
戸）
（モデル事業）
・環境生態系保全活動支援調査実証委託事
業の水産庁との契約締結（4月）
・黒潮町藻場保全推進協議会の開催（6月）
・漁業者参加によるウニ類除去の実践に向け
た準備（4～7月）

（委託業務）
・①藻場礁（第1回目）
・②ウニ類除去区（第1回目）
・③人工リーフ（第１回目）
・第1回打合せ
（モデル事業）
・黒潮町藻場保全推進協議会と事前講習会
（7月　黒潮町）
・漁業者によるウニ類除去の実践（7～8月
黒潮町）
・ウニ類除去後のモニタリング調査（～3月）
・実践活動の広報素材作成と広報（～3月）
（会議他）
・高知県磯焼け対策指針第１版の策定

（委託業務）
・②ウニ類除去区の追跡調査（第２回目）
・③人工リーフ（第２回目追跡調査）
・第2回、第3回打合せ
（モデル事業）
・黒潮町藻場保全水振協議会の開催
・モニタリング調査
・広報素材の作成と広報



平成１９年度　事業別執行計画一覧
※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 産業技術部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 産業技術振興課
中
開 重要課題 1,957

2 産業技術振興課 海

3 産業技術振興課 自

4 産業技術振興課 地

5 産業技術振興課

6 知的財産課 知
山間地域における森林バイオマス資源の有効利用技術
発事業
重要課題 1,569
洋深層水を利用した施設園芸実証研究費
重要課題 11,994
動車（内装材）産業モノづくりクラスター形成・支援事業
重要課題 4,196
域資源活用による県西南地域活性化総合支援事業
387,028
水産試験場調査船建造事業費
3,764
的財産戦略指針策定等事業



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 遠山　寿起 （ ９６４４ ）

種別 当初予算額(a) 8,258千円 補正後予算額(a) 1,957千円 決算見込額(b) 1,957千円 予算執行率(b)/(a)

月

①ボイラー移
②ボイラー試

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

Ⅰ.木質バイオマスの低コスト供給システムの
①チップ人工乾燥試験（予備調査）

②実証試験結果とりまとめ
①消煙実験技術支援（1/28.31）

①第２回研究推進会議総括（3/13）
②第６回木質バイオマス活用プラン庁内連絡
会議WG（1/21）
③第７回木質バオイマス活用プラン庁内連絡
会議WG（3/10）

①回転式ドラム式乾燥実験機によるチップ乾
燥試験継続（6月～9月）
②丸太乾燥（はえ積み）の調査内容の検討（8
月）
③林地残材（皆伐地作業ポイント）の収集試
験実施（7/18～19）

②高知大学との共同研究に関する打ち合わ
せ(5月上旬)

①チップ供給システム案の検討（供給システ
ムの全体検証）

①ばいじん除去実験技術支援（10/22）
②消煙実験技術支援（11～12）

３月

①第５回研究推進会議（２月下旬）

１２月

１月

２月

Ⅲ.研究推進会議等
①第４回研究推進会議（１２月中旬）

Ⅱ.低コストチップボイラーの開発
①ボイラー及びサイロの仕様検討

Ⅲ.研究推進会議等

Ⅱ.低コスト木質チップボイラーの開発
①試作機ボイラ－による園芸ﾊｳｽ加温実証試

Ⅰ.木質バイオマスの低コスト供給ｼｽﾃﾑの開

②丸太の天然乾燥コストの検討（コスト試算）

　 本県中山間地域に豊富にある再生可能でカーボンニュートラルな森林バイオマス資源を使って、本県の基幹産業である施設園芸への暖房設備の
熱エネルギーとしての利用可能性について実証試験を行う。環境負荷低減型の循環型社会づくりのモデル地域としては、意欲があり、実証試験条件
が整備された物部川流域とする。

執　行　計　画　 実　施　状　況　

①チップ人工乾燥試験（コスト試算）

５月

Ⅲ.研究推進会議等

担当部局：

事業概要・目的

中山間地域における森林バイオマス資源の有効利用技術開発事業

産業技術部
平成20年　3月31日

産業技術振興課

100.0%

１１月

９月

１０月

①第３回研究推進会議（９月下旬）

Ⅰ.木質バイオマスの低コスト供給ｼｽﾃﾑの開

③林地におけるバイオマス収集実験（生産性
及び功程調査、コスト試算）
④チップ供給システム案の検討（今年度ﾃﾞｰﾀ
の取りまとめ）
Ⅱ.低コスト木質チップボイラーの開発
①試作機ボイラーによる園芸ハウス加温実証
試験開始

６月

７月

８月

４月

①チップ人工乾燥試験（実証試験）、コスト試
算

Ⅰ.木質バイオマスの低コスト供給ｼｽﾃﾑの開

Ⅱ.低コスト木質チップボイラーの開発

②丸太の天然乾燥コストの検討（功程調査、
コスト試算）

備考（課題及び成果等）

②ボイラー及びサイロの設計・製作
③試作機ボイラー移設準備

③林地におけるバイオマス収集実験（生産性

Ⅰ各種条件によって、乾燥速度が異なることが
わかった。
　また、室内で送風した場合、8時間で目標含水
率の50%以下に達するものもみられた。

Ⅰ夏場の試験の結果、ヒノキの皮付き辺材チッ
プでは、アクリルハウス内の送風有りの条件で、
8時間以内に含水率10%台まで乾燥した。
　収集コストは約580円/チップm3と、安価に収集
可能であることが判った。

Ⅲ.研究推進会議等
①第１回研究推進会議（4月中旬）

③第２回研究推進会議（6月下旬）

Ⅰ実用機によるチップ乾燥において、乾燥機へ
の投入方法や、投入量を検討する必要があるこ
とがわかった。
　サイロ投入の工程分析の結果、フレコンバック
による投入より、ダンプによる投入がコスト的に
有利であることが判った。

（成果の全体概要)
･チップ乾燥において、風や湿度などの条件に
よっては回転ドラム式乾燥が有効で、丸太の天
然乾燥と組み合わせることにより、乾燥時間を
大幅に短縮できることがわかった。
･皆伐地の作業ポイントでの収集は、林内作業
車による林内の収集コストの１／４程度であっ
た。
(課題)
･今後は、木質チップ等の低コスト乾燥および製
造技術の検討が必要である。

①回転ドラム式チップ人工乾燥の予備試験
実験機の設計・製作を行い、室内や屋外、ア
クリルハウスにおいて、送風の有無や時期に
より1条件3回の繰り返し試験を行った。

①燃焼灰を分析したところ、重金属（六価クロ
ム）が混入していることが判明したため、燃焼
部の材質変更などを行い燃焼試験、灰の分析
を継続した。

①第１回研究推進会議（5/10）
②高知大学との打ち合わせ（4/4）

①第５回木質バイオマス活用プラン庁内連絡
会議（10/15）

①チップのダンプ積み込み、荷降ろし時間調
査、チップ供給の各工程別コストの試算（2月）

①第１回木質バイオマス活用プラン庁内連絡
会議WG（7/2）
②第２回木質バイオマス活用プラン庁内連絡
会議WG（7/13）

○燃焼試験継続、六価ｸﾛﾑの混入を抑えるこ
とができず開発断念（8月）
　　→民間企業が以前開発していた木くず炊き
ボイラーの改良についての技術支援へ移行

①回転ﾄﾞﾗﾑ式乾燥実験機、実用乾燥機によ
るﾁｯﾌﾟ乾燥試験の実施(7～11)
②作業ポイントではえ積み試験実施（11/13）
③林内作業車､脱着ｺﾝﾃﾅ式林内作業車によ
る林地残材収集試験実施(10～12)
④チップﾟのフレコン詰め及びサイロ投入工程
時間調査実施(12/14)



平成１９年度　　事業執行計画書 担当部局：産業技術部
作成日：

事業名 所管課 産業技術振興課 担当者（内線）

種別 重要課題 当初予算額(a) 補正後予算額(a) 1,481千円 94.4%
事業概要・目的

月 執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①培地冷却区では高糖度果実の収量が多かっ
た。尻腐れ果の発生率は、ミネラル調整液とＣａ
剤の併用が最も低かった。なお、試験は7月末
まで実施後、最終取りまとめを行う。

実　施　状　況

①ビタミンC、リコペン含量ともに葉面散布処理
による差は認められなかった。
②アミノ酸含量、抗酸化能ともばらつきがあり、
葉面散布による影響は明らかでなかった。
②ミネラル調整液の葉面散布による収量、品質
への影響は明らかでなかった。

①8月定植トマト収量･果実品質･糖度･酸
度調査開始

①8月定植トマト培地冷却終了

②ミネラル調整液の散布効果が期待できないた
め平成19年度の試験を中止した。
④高糖度トマトを10a当たり11ｔ以上得られる栽
培技術として、培養液への海洋深層水の時期
別添加濃度を明らかにするとともに、果実の機
能性成分が高まることを明らかにした。

①平成19年度トマト試験成績中間まとめ

④「高知の農林業新技術」を発行

①中間成績まとめ

④「高知の農林業新技術」発行

①9月定植トマト収量･果実品質･糖度･酸
度調査開始

①トマト収量・品質調査開始
　　　培地冷却による栽培期間の延長と
　　　ミネラル調整液等を用いた尻腐れ
　　　対策
　　　　　冷却期間：8月定植～10月末及び
　　　　　　　H20年4月～7月末(栽培終了)

④平成19年度新技術選定会議
③平成19年度イチゴ栽培試験(終了)
　　　冷却方法(培地及びクラウン部)
　　　及び適応品種の検討
　　　　　定植：平成18年3月

②平成18年度ナス現地試験（終了）
④平成18年度トマト栽培試験（終了）

海洋深層水を利用した施設園芸実証研究費
予算執行率(b/a)

④平成18年度トマト栽培試験終了

海洋深層水の施設園芸への利活用を目的として、海洋深層水研究所と農業技術センターの施設園芸用ハウスおよび現地で、実用化に向けた技
術開発と実証試験を行う。
○海洋深層水を利用した施設園芸実証試験　(海洋深層水研究所)：①　高糖度トマトの実証、　②　ナスの実証（現地）、　③　イチゴの実証
○海洋深層水の特性を利用した栽培技術の確立(農業技術センター)：④　養液栽培における高糖度トマトの高品質安定生産技術の開発

決算見込額(b)

①トマト果実分析
　　　培地冷却、ミネラル調整液とミネラ
　　　ルトレハの散布効果
　　　　定植：平成18年8月中旬
②ナス果実分析
　　　ミネラル調整液の散布効果
　　　　処理：平成18年9月中旬から3戸
　　　　　　　　の農家で実施

④トマト果実分析
　　　時期別深層水添加濃度と収量､品
　　　質､果実機能性成分及び尻腐れ対
　　　策　等について
　　　　定植：平成18年9月中旬

1,569千円

①②平成18年度試験成績取りまとめ

④トマト試験成績最終取りまとめ

①トマト定植（早植え･8月20日）、培地冷
却、生育調査開始

④新技術選定会議（9月10日）へ成果の
提案
①トマト定植(慣行･9月20日)と生育調査
開始、8月定植でのミネラル調整液葉面
散布、Ｃａ果房散布等開始
③平成19年度イチゴ栽培試験終了

④「養液栽培における高糖度トマト生産のため
の海洋深層水利用技術」として普及に移した。

③上品収量は培地冷却が無冷却に比べて多
かったが、2ｔ/10ａ程度であった。

①平成18年度トマト栽培試験（終了）
①②④トマト・ナス平成18年度試験成績まと
め

①平成19年度トマト栽培試験開始

平成20年3月31日
山崎幸重（　９６４４　）

④ビタミンＣ、リコペン、糖についてトマト
果実分析を実施

①ミネラル調整液を葉面散布することにより、尻
腐れ果の発生がやや抑えられ、高糖度果実の
収量も多くなった。

④深層水を培養液に4％→2％→0％添加するこ
とにより、無添加に比べて果実中のビタミンC含
量は13％高まった。

①ビタミンＣ、リコペンについてトマト果実
分析を実施
②アミノ酸、抗酸化能についてナス果実
分析を実施
②平成18年度ナス現地試験終了

①平成18年度トマト栽培試験終了



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本　浩 （ ９６４４ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 13,761千円 補正後予算額(a) 11,994千円 決算見込額(b) 11,984千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

県内で育ってきた自動車内装部品の製造企業を核として、技術革新を図るための研究開発及び技術支援を進めるとともに、新事業への参入意欲の
ある企業群が連携して、自動車関連産業の育成を図る。具体的には以下の課題に取り組む。
①自動車内装材への竹材利用研究開発
②無溶剤型樹脂含浸による塗膜薄膜化及び新触感ウッドの開発
③自動車内装材用３次元転写UVハードコートシステムの開発
④高分子を用いたナノテク意匠材料の開発と製品化

①の課題
○材料の調達、選別、乾燥、ラミナ加工の適
正な方法の確立
○竹集成材の物性評価（曲げ、圧縮、硬さな
ど）
○竹集成曲げ加工材の物性評価（接着性能）
②の課題
○含浸方法、樹脂の検討
○樹脂含浸材の物性評価
③の課題
○UV塗料の開発と試作
○転写用シートの仕様と製造条件の確立
④の課題
○フィルムに凹凸を付け、転写する方法の検
討

①の課題
○経済産業省の地域資源活用型研究開発事
業に採択（１９年～２０年度）
○企業と共同研究を開始

恒温恒湿槽の導入
①の課題
○竹集成曲げ加工材の物性評価（寸法安定
性）
②の課題
○含浸方法の確立
○含浸材の最適樹種、仕上げ方法の確立
③の課題
○転写及び評価試験（伸び率、硬さ、耐光な
ど）
④の課題
○内部拡散光除去技術の検討（銀イオン注入
法及び金属蒸着方法の検討）

執行計画 実　施　状　況　
①の課題
○竹材の県内竹材の蓄積量、供給体制など
現状把握
○材料の調達、選別、乾燥、ラミナ加工の適
正な方法の検討
②の課題
○含浸方法、樹脂の検討
○樹脂含浸材の物性評価
③の課題
○UV塗料の検討と試作
④の課題
○構造色のメカニズムの解析

②③の課題
○企業と共同研究契約を締結して実施

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
産業技術部

自動車（内装材）産業モノづくりクラスター形成・支援事業 産業技術振興課
99.9%

①自動車内装材への竹材利用研究開発
○製品試作と製品性能評価
②無溶剤型樹脂含浸による塗膜薄膜化及び
新触感ウッドの開発
○含浸材の最適樹種、仕上げ方法の確立
○製品への樹脂含浸と製品性能評価
③自動車内装材用３次元転写UVハードコート
システムの開発
○製品の試作・評価
④高分子を用いたナノテク意匠材料の開発と
製品化
○内部拡散光除去技術の検討

①の課題
○竹曲げハンドルの試作
○ナイフグリップの試作と評価（硬さ、寸法安
定性等）
○１９年度実績報告書作成
②の課題
○樹脂含浸ハンドルの試作と評価
③の課題
○製品の試作と製品性能評価
④の課題
○内部拡散光除去技術の検討（銀イオン注入
法及び金属蒸着方法の検討）

②の課題
○企業との共同研究の結果、含浸ハンドルの
製造方法はほぼ確立でき、製品性能評価試験
においても規格をクリアすることができた。
③の課題
○転写シートに関する発明届けを提出。

備考（課題及び成果等）
①自動車内装材への竹材利用研究開発
○竹材の現状分析と製造方法の確立
○材料の調達、選別、乾燥、ラミナ加工の適
正な方法の検討
②無溶剤型樹脂含浸による塗膜薄膜化及び
新触感ウッドの開発
○含浸方法の確立
○含浸樹脂の性能評価
○含浸木材の物性評価
③自動車内装材用３次元転写UVハードコート
システムの開発
○UV塗料の開発と試作
④高分子を用いたナノテク意匠材料の開発と
製品化
○製造方法の基礎実験

①自動車内装材への竹材利用研究開発
○材料の調達、選別、乾燥、ラミナ加工の適
正な方法の検討
○集成曲げ加工、ルーター加工、塗装方法の
確立
②無溶剤型樹脂含浸による塗膜薄膜化及び
新触感ウッドの開発
○含浸方法の確立
○含浸樹脂の性能評価
○含浸木材の物性評価
③自動車内装材用３次元転写UVハードコート
システムの開発
○UV塗料の開発と試作
○転写用シートの仕様と製造条件の確立
④高分子を用いたナノテク意匠材料の開発と
製品化
○製造方法の基礎実験
①自動車内装材への竹材利用研究開発
○集成曲げ加工、ルーター加工、塗装方法の
確立
②無溶剤型樹脂含浸による塗膜薄膜化及び
新触感ウッドの開発
○含浸方法の確立
○含浸材の最適樹種、仕上げ方法の確立
③自動車内装材用３次元転写UVハードコート
システムの開発
○ 転写及び評価試験
④高分子を用いたナノテク意匠材料の開発と
製品化
○内部拡散光除去技術の検討



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本　浩 （ ９６４４ ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 4,196千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 4,196千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

①宗田節を利用した新商品開発及び廃棄煮
汁の有効利用
○ペットフードの試作、製品化を検討
○めんつゆ、珍味、出汁パック等の試作
②地域農水産物等を利用した特産加工品の
開発
○マンボウからコラーゲン抽出方法の検討
○マグロの珍味を試作
③宿毛特産芋焼酎の開発
○仕込み試験の実施
○芋焼酎の試作
○県内の農産物を用いた焼酎の試作

①の課題
○ペットフードの試作、製品化を検討
○めんつゆ、珍味、出汁パック等の試作
②の課題
○マンボウからコラーゲン抽出方法の検討
○マグロの珍味の試作と冷凍保管実験
③の課題
○仕込み試験の実施
○芋焼酎の試作
○県内の農産物を用いた焼酎の試作

②の課題
○マンボウの安定的な原料確保
③の課題
企業の焼酎製造免許取得が課題

備考（課題及び成果等）
①宗田節を利用した新商品開発及び廃棄煮
汁の有効利用
○煮汁の濃縮装置の開発及び濃縮実験
○摂餌誘引物質の探索
②地域農水産物等を利用した特産加工品の
開発
○マンボウ団子等のマンボウ商品への技術
指導
○キビナゴの商品開発
③宿毛特産芋焼酎の開発
○焼酎製造免許の申請

①宗田節を利用した新商品開発及び廃棄煮
汁の有効利用
○ペットフードの試作
○宗田節を利用しためんつゆ、珍味、出汁
パック等の開発
②地域農水産物等を利用した特産加工品の
開発
○キビナゴの商品開発
○ツバキドレッシングの試作
③宿毛特産芋焼酎の開発
○原料穀類の醸造特性の把握と各品種に応
じた最適醸造条件の検討

①宗田節を利用した新商品開発及び廃棄煮
汁の有効利用
○ペットフードの試作、製品化を検討
○めんつゆ、珍味、出汁パック等の試作
②地域農水産物等を利用した特産加工品の
開発
○マンボウからコラーゲン抽出方法の検討
○干物の商品開発
③宿毛特産芋焼酎の開発
○仕込み試験の実施
○芋焼酎の試作

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
産業技術部

地域資源活用による県西南地域活性化総合支援事業 産業技術振興課
100.0%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

  県西南地域の魅力ある農水産物等の資源を活用した地域ブランドの創出に対して技術的な支援を行い、企業、自治体等と協働、連携して地域産業
の振興と雇用の拡大を図る。具体的には、以下の課題に取り組む。
①宗田節を利用した新商品開発及び廃棄煮汁の有効利用（19～20年度）
②地域農水産物等を利用した特産加工品の開発（19～20年度）
③宿毛特産芋焼酎の開発（19～20年度）

①の課題
○ペットフードの試作（５～６種類試作）
○メジカを使った惣菜の試作
○宗田節を利用しためんつゆ、珍味、出汁
パック等の開発
②の課題
○キビナゴフライの商品開発と試作
○ツバキドレッシング試作と地元での講習会
の開催
③の課題
○最適醸造条件の検討

①の課題
○煮汁濃縮装置の真空乾燥、濃縮に関する特
許出願

①の課題
○ペットフード商品化を検討
○メジカを使った惣菜の試作
○めんつゆ、珍味、出汁パック等の試作
②の課題
○マンボウからコラーゲン抽出方法の検討
○干物の試作と商品開発
③の課題
○仕込み試験の実施
○芋焼酎の試作

①の課題
○ペットフードの商品化に成功
○メジカの惣菜の商品化に成功

執行計画 実　施　状　況　
①の課題
○濃縮装置の改良
○摂餌誘引物質の探索
②の課題
○マンボウ団子等のマンボウ商品への品質
管理技術の指導
○キビナゴの商品開発
③宿毛特産芋焼酎の開発
○焼酎製造免許を取得

①の課題
○煮汁濃縮装置の改良が完了



平成１９年度　　事業執行計画書 担当部局：産業技術部
作成日：

事業名 所管課 産業技術振興課 担当者（内線）

種別 当初予算額(a) 補正後予算額(a) 19,450千円 5.0%
事業概要・目的 （備考） 367,578千円

月 執　行　計　画　 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

１-①　4/11

水産試験場調査船建造事業費
平成20年3月31日

岡村雄吾（　２５４３　）
387,028千円

　水産試験場が運用する新漁業調査船の建造及び付随する施設（浮桟橋等）を改修・整備する。

決算見込額(b) 予算執行率(b/a)

H20への繰越額：

２-①　7/9　施行伺い起案（決裁7/18）
　　　　7/19　県及び部のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公告
　　　　　　　　を掲載

１-②　5/15
１-③　5/22

２-②　8/9　入札説明会
　　　　8/21　入札：（株）三保造船所落札
　　　　8/31　仮契約（完成期限　H20/9/12）

１-④　12/4　内定通知
　　　　12/7　計画変更承認申請
　　　　12/14　変更交付決定通知

４-①②　3/17　一般競争入札の実施

２-⑤　3/26　起工式

　　Ｈ２０．６　進水
　　　　　　８～９　検査・海上試験、引渡
　　　　　　１０　精算、事業完了報告

４-①②　2/6　一般競争入札公告（１件）
　　　　　　2/7　指名競争入札通知（６件）
　　　　　　2/18　指名競争入札の実施

２-④　2/12　水産庁へ建造許可申請提出

　　Ｈ２０．４　進水
　　　　　　７　検査・海上試験、引渡
　　　　　　８　精算、事業完了報告（～９月）

406,325千円

４-①　前期船主支給品入札（～９月）

２-④　漁船建造許可申請（水産庁）

１-④　補助金追加交付決定
４-②　後期船主支給品入札（～１２月）
２-⑤　起工式

２-②　建造工事入札（仮契約）
３　　　施工監理委託契約

２-③　６月議会議決：本契約、工事着工

１-③　補助金交付決定通知

１-①　補助金内定通知

１-②　補助金交付申請（広島防衛施設局）
２-①　建造工事一般競争入札公告

２-③　10/10　９月議会で議決及び
　　　　　　　　　請負契約の効力発生通知
３　10/1　見積依頼（海洋水産ｼｽﾃﾑ協会）
　　10/11　見積合わせ
　　10/18　委託契約締結

・現有船の検査期限等を考慮し、建造工事入札
の実施を決定。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 竹内　 （ 2544 ）
種別 当初予算額(a) 3,764千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,702千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

○指針の策定

1/24知的財産セミナーを開催
・知的財産に関する意識啓発の基調講演
・指針案の概要説明
（公設試の研究成果等の展示も併せて開催）
いただいた指針案に対する意見・要望等を踏
まえ、指針を策定

指針の公表及び冊子作成
指針や指針の概要のPR方法の検討、PR素材
の作成が必要
指針に基づく事業の推進方策及び協力体制の
構築（関係団体との連携や情報共有）

備考（課題及び成果等）

○指針の構成と項目
○アンケート調査項目
○訪問調査先の選定とヒアリング項目
の内部検討

○高知県の知的財産に関する特許出願数等
の現況調査（外部委託）
○県内事業者に対するアンケート調査及び訪
問調査の実施

○指針素案の作成

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
産業技術部

知的財産戦略指針策定等事業 知的財産課
71.8%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

知的財産基本法に基づき、知的創造サイクル（知的財産の創造・保護・活用）の構築支援等を行うため、知的財産戦略指針を策定し、知的財産につ
いて、企業や団体への支援を行う。

7月に業務委託開始（期間10月1日まで）
8月にアンケート調査を実施
8～9月に24の企業等を訪問調査

現状把握ができ、指針の最終的な構成の内部
検討が終了

10月、12月に日本弁理士会のアドバイザー
（弁理士）を交え、指針素案の検討を行った。
先に訪問した企業等のうち、主だったところに
対し、指針素案に対する意見を聴取
パブリックコメントを募集（12/17～1/17）

指針案が完成

執行計画 実　施　状　況　

左記について、概ね内部での検討が終了 現状把握をしたうえで、指針の構成等の修正が
必要



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 土木部

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1 河川課 土 重要課題 70,000

2 道路課 道

3 都市計画課 連

4 都市計画課 連

5 住宅課 住
佐湾高潮対策事業費
重要課題 420,000
路補修費
1,350,000
続立体交差事業費
599,500
続立体交差単独事業費
重要課題 58,133
宅耐震対策事業費



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 門田 （ 内線9841 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 70,000千円 補正後予算額(a) 70,000千円 決算見込額(b) 70,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

現在、海岸保全施設の水門・陸閘等は、「総合的な津波・高潮災害対策の強化事業」において、耐震対策や開閉自動化等の施設整備を行い、遠隔操
作等を行うための津波・高潮防災ステーションの整備を進めている。
　江ノ口川水門は、高潮対策事業として、昭和46年度及び昭和47年度の2ヶ年で設置されたものであるが、開閉自動化・遠隔操作化がなされていないば
かりでなく、南海地震に対する耐震化もできていないことから、海岸保全施設と一体となった整備を行うことにより、高知市街地を津波・高潮被害から守
ることを目的とする。
　今年度は、江ノ口川水門取合護岸（１門）と江ノ口川水門排水機場の耐震設計を行う。
　　　全体事業費：929.8（百万円）　残事業費：786.5（百万円）
　　　事業期間　：Ｈ１7～
　　　整備内容　：水門耐震対策工事

【成果】
・江ノ口川排水機場の建築耐震設計は、完了し
ているが、近年の建築物の耐震偽造問題を受
け、その評価を、H19年度に第三者機関へ諮る
必要があったため、その資料整理委託を実施し
た。
・水門取付護岸の耐震化が完了し、水門施設の
耐震化は一定完了した。H20年度から排水機場
の耐震整備へ移行する。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成19年3月31日
土木部

土佐湾高潮対策事業（江ノ口川水門耐震化工事） 河川課
100.0%

水門自動降下化工事
発注時期7月初旬

建築耐震診断評定
委託

発注時期7月初旬

委託業務完了
2月初旬

工事完了
2月初旬

取付護岸耐震工事

契約日：7月20日
着手日：7月21日

完了日：1月6日

建築耐震診断
評定委託

契約日：5月25日
着手日：5月26日

完了日：3月20日

耐震工事



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 浦田 （ 9828 ）
種別 重要課題 当初予算額(a) 450,000千円 補正後予算額(a) 420,000千円 決算見込額(b) 402,100千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

・事業交付申
請
設計積算
４月から５月

５月

６月

　

　発注

７月

８月

９月
入札不調

１０月

１１月
入札不調

１２月 発注

１月

２月 工事の完成

３月

繰越

・事業交付申請
設計積算
４月から５月

　発注

（最も遅れたケース）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
土木部

道路補修費 道路課
89.4%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

東南海･南海地震が発生した際、橋梁の損傷を限定的なものにとどめ、緊急輸送道路としての機能を確保するよう、橋梁の耐震補強を重点的に実施
する。
事業の実施については、国と県等が連携し、主要な防災拠点を結ぶ路線の橋梁の耐震化を行なう「緊急輸送道路の橋梁耐震補強３箇年プログラム｣
（H17～H19年度）が進捗したため、引き続き、防災拠点として旧５３市町村役場を結ぶ防災ネットワークの完成、また、それ以外の緊急輸送道路の耐
震化の完成に向けて整備を図り、被災時において、県民の命を守る道路ネットワークを構築する。
平成１９年度は６橋の耐震補強を行なう。

　

工事発注のため、指名競争入札を予定してい
たが入札参加者が辞退をしたため不調となっ
た。

　

公募型指名競争入札に切り替え、再度入札を
予定したが応募者がなく不調となった。全国に
同種工事が集中した事により、業界の技術者の
人材不足によることが原因であった。
　

入札参加者を入れ替え、指名競争として再度入
札を行ない、工事発注となった。

執行計画 実　施　状　況　

工事の完成

工期不足により、工事の年度内完成ができず
繰越となった。
　
今後は、工事発注の件数を絞るなどにより、技
術者不足による、入札辞退を防ぐなどの対策が
必要と考えられる。

備考（課題及び成果等）



平成19年度　事業執行計画書 土木部
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松本 （ 9863 ）
種別 当初予算額（ａ） 補正後予算額（ａ） 決算見込額（ｂ） 264,140千円

【事業概要】・鉄道高架　Ｌ＝4,080m　（高知市比島町～福井東町間の鉄道の高架化）
　　　　　　　 ・高架側道の整備　Ｌ＝5,550m　（高架橋梁の両側に設ける環境側道、幅員ｗ＝6.0m）
　　　　　　　 ・行違設備　Ｌ＝  932m　（薊野駅付近の複線化、平成１２年度末完成）
　　　　　　　 ・車両基地　Ａ＝約３ｈａ　（高架化に伴い高知駅北の車両基地を布師田地区に移転、平成１３年度末完成）

月

４月

○交付申請 ○交付申請

５月

高架側道工事
ＪＲ用地の取得

６月

・側道整備

７月

○Ｈ19年度協定
締結（ＪＲ四国）

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月
○鉄道の高架切
替

３月

・旧駅舎、
旧レール撤去

・JR用地の取得

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

1,150,000千円

高架本体工事
・高知駅工区等
・旧駅舎、旧レール
撤去
・事業損失、電波障
害等

○鉄道の高架切替
・旧駅舎、旧レール撤去

【高架橋本体工事】
○用地補償について
本年度は工事に伴う各補償を行
う。
・事業損失
・電波障害等

○Ｈ19年度協定について
Ｈ18年度繰越工事の工事量の確
定やＨ19年度の工事内容の調整
に日数を要し7月上旬の協定締結
となった。

 
○交付申請
高架側道工事
ＪＲ用地の取得

・側道整備

執行計画 実施状況実施状況 執行計画

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日

1,350,000千円
都市計画課

主要
連続立体交差事業費

19.6%予算執行率（ｂ）/（ａ）

【目的】本事業は、ＪＲ高知駅周辺に都市機能を集積し新たな都市拠点の創出を目指す「高知駅周辺都市整備」の根幹的事業で、土地区画整理事業や
関連する街路事業と一体となって、駅周辺の社会基盤の整備を行うものである。

備考（課題及び成果等）高架側道工事高架橋本体工事
高　　架　　区　　間

 
○交付申請
高架本体工事
・高知駅工区等
・旧駅舎、旧レール撤去
・事業損失、電波障害等

 ○Ｈ19年度協定締結
（ＪＲ四国）

※H19からH20への繰越額
178,660千円
繰越理由：計画調整に日数を要し
たため

【高架側道工事】
○側道整備について
高架本体工事の進捗と調整をはか
り工事に着手する。

　
○用地取得について
本年度はJR用地について取得す
る。

○高架本体工事について
Ｈ20年2月末の高架切替に向け、
駅工区、起点部等において工事を
展開する。また、高架切替後の旧
駅舎・旧レールの撤去を行う。
※H19からH20への繰越額
907,200千円
繰越理由：計画調整に日数を要し
たため

・JR用地の取得



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 都市計画課 担当者（内線） 松本
種別 597,500千円 360,606千円 予算執行率(b)/(a)

【事業概要】
平成19年度

　　　　　　　 ・高架橋等の景観対応　Ｌ＝4,080m　（景観配慮による高架橋工事費用の増額及び高知駅舎大屋根や南口キャノピーの建築工事に対応）
　　　　　　　 ・高架下等の公共施設の整備　（入明駅・円行寺口駅駐輪場、比島公園）

月

４月

５月

高架本体工事
・高知駅工区、起
点部
高知駅舎大屋根
南口キャノピー

○入明駅・
円行寺口駅
駐輪場の設
計及び整備

６月

７月

○H19年度協定
結（JR四国）

８月

○大屋根概成

９月

○入明駅・
円行寺口駅
の駐輪場設
計

１０月

○高知市
への補助

○高知市へ
の補助

１１月

１２月

１月

２月
○鉄道の高架切
替え

○比島公園
の整備

○入明駅・
円行寺口駅
の駐輪場及
びトイレ整
備

３月

○比島公園
の整備

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

土地区画整理事業費補助
はりまや町一宮線への補助
執行計画 実施状況

高　架　区　間

連続立体交差単独事業費

入明駅・円行寺口駅の駐輪場及び比島公園
執行計画

主要
事業概要・目的 【目的】

【高架下等整備】
鉄道の高架下に公共の用に
供する施設を整備する。
平成19年度は、高架本体工
事の進捗と調整をはかり入明
駅・円行寺口駅の駐輪場及
びトイレや、比島町の公園整
備する。
※Ｈ19からＨ20への繰越額
65,100千円
繰越理由：計画調整に日数を
要したため

本事業は、連続立体交差事業に関連し、,高架橋の景観配慮による費用増額及び高知駅舎大屋根や南口キャノピーの建築工事の対応や、移転した車
両基地の造成工事や周辺の整備、高架下等の整備に対応するもので、連続立体交差事業の円滑な推進を図りながら、早期に且つ質の高い事業効果

高架本体工事
・高知駅工区、起点
部
高知駅舎大屋根
南口キャノピー

※H19からH20への繰越額
169,610千円
繰越理由：計画調整に日数を
要したため

【高架橋の景観対応】
○景観整備について
景観に配慮し増額となった高
架橋の工事費を負担するも
の及び高知駅舎高架橋大屋
根及び南口キャノピーの建築
工事を負担するもので、高架
橋本体工事と同様、JRとの年
度協定締結による施行とな
る。
高知駅舎大屋根はＨ17年度
に製作に着手。Ｈ19年3月か
ら建築工事を開始し、8月に
概成。

実施状況実施状況
高架橋の景観対応及び高知駅舎大屋根 備考（課題及び成果等）

執行計画

担当部局：土木部
平成20年3月31日

599,500千円 決算見込額（b）
（9863）
60.2%

所管課

○H19年度協定結
（JR四国）

○大屋根概成

補正後予算額(a)

高架下等整備

当初予算額（ａ）

○鉄道の高架切替
え

【土地区画整理事業費補助】
高知市が施行する高知駅周
辺土地区画整理事業区域内
のはりまや町一宮線に対する
補助
※Ｈ19からＨ20への繰越額
4,184千円
繰越理由：計画調整に日数を
要したため



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岸本 （ ９８５６ ）

種別 重要課題 当初予算額(a) 72,883千円 補正後予算額(a) 58,133千円 決算見込額(b) 46,172千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について

　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　次期南海地震に備え、既存木造住宅の耐震診断の促進を図るとともに、きめ細かい相談体制の構築、実践的な耐震改修技術者の育成等を行うため、以下の事業を
実施する。
　・木造住宅耐震対策推進事業
　・住宅耐震相談窓口整備事業
　・木造住宅耐震診断補助事業　（診断予定戸数：1,200戸）
　・木造住宅耐震設計費補助事業（設計予定戸数：165戸）
　・木造住宅耐震改修助成事業　（改修予定戸数：150戸）

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
土木部

住宅耐震対策事業 住宅課

63.4%

木造住宅耐震
診断事業の実施

住宅耐震相談受付

相談窓口等委託契約締結

登録工務店申請受付

耐震改修助成事業の実施

高知県総合防災訓練時
に相談窓口の開設
（6/1）

市町村担当者会で各事業内容の説明

耐震改修技術者育成セミナーの開催

高知県既存建築物耐震対策推進
協議会木造住宅耐震化促進関連
部会の開催(12/18）

相談窓口委託契約締結（4/6）

市町村住宅関係事務担当者研修会
で事業内容の説明を実施（7/19）

耐震診断実施者対象アン
ケート実施（8/17）：3,640件

四国すまいづくりセミナー開
催（10/26）
講師：目黒東京大学教授

関連事業実施状況（3/10現在）
耐震改修助成事業登録設計事務所：
１１９件
耐震改修助成事業登録工務店数：１
２３件
耐震診断事業実績：８３１件
耐震設計費補助事業実績：８５件
耐震改修助成事業実績：８６件

出前講座　６市町１０ヶ所　５９０人出
席

「住まいの耐震フェア」の開催
（10/19～10/23）

推進協議会木造住宅関係部会のワー
キングの開催　(2/29)

耐震対策事業啓発チラシの配布
（新聞オリコミ）（6/29　335,000枚）

耐震対策事業テレビCMの実施
（10/11～12/31の毎木、土、日曜日
　30秒　計22回）

市町村住宅関係事務担当者
研修会で事業内容の説明を
実施（4/23）

木造住宅耐震診断士養成講習
会実施
5/30、6/25高知会場
6/20中村会場

耐震改修設計助成事業の実施

登録設計事務所申請受付



平成１９年度　事業別執行計画一覧

※事業名をクリックすると、それぞれのシートが表示されます。 教育委員会

番号 課室名 事業名 事業区分 予算額（千円）

1
教育政策課

人

2
教育政策課

3
総務福利課

南

4
総務福利課

5
総務福利課

6
幼保支援課

7
幼保支援課

8
幼保支援課

9
幼保支援課

10
小中学校課

学

11
小中学校課

中

12
小中学校課

13
高等学校課

14
特別支援教育課

特

15
生涯学習課

若

16
生涯学習課

放

17
生涯学習課

放

18
生涯学習課

養

19
生涯学習課

20
生涯学習課

21
生涯学習課

22
文化財課

歴

23
体育スポーツ課

南

24
体育スポーツ課

25
体育スポーツ課

県

26
体育スポーツ課

第

27
人権教育課

生

28
人権教育課

ス

29
人権教育課
事管理の在り方に関する調査研究事業

6,082
選考審査筆記問題作成等委託料

8,608
海地震に備える県立学校施設整備費

重要課題 41,915
公立学校施設耐震診断支援事業費

重要課題 4,892

重要課題 223,171

公立小中学校耐震化促進事業費
幼保研修・研究支援事業費

重要課題 2,705

重要課題 2,338

新米ママ応援事業費
保育サービス・子育て支援推進総合補助金

32,000
保育所・幼稚園耐震対策支援事業費

重要課題 3,376

8,000

力向上フロンティア事業費
学校授業改善プロジェクト事業

1,049
小学校英語国際理解活動推進事業費

2,169
高校生就職支援対策費

重要課題 20,225
別支援教育プロジェクト事業費

重要課題 2,970

重要課題 11,861

者の学びなおしと自立支援事業費
課後児童健全育成事業費

重要課題 84,295

重要課題 5,238

課後児童クラブ施設整備事業費
護学校等障害児放課後生活支援事業費

重要課題 2,886
放課後子ども教室推進事業費

重要課題 26,471
こども・子育て応援事業費

重要課題 3,050
子育て支援者ネットワーク推進事業

重要課題 2,536
史の道整備推進事業

4,000
海地震に備える教育推進事業費

重要課題 434
高知県地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業費

重要課題 22,600
民スポーツフェスティバル開催費

重要課題 4,223
１１回世界陸上大阪大会事前合宿誘致

5,000
徒指導体制実践モデル指定校事業

重要課題 365
クールカウンセラー活用事業費

重要課題 51,986
人権尊重を基盤とした学校づくり事業費

2,706



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 髙橋　雅兄 （ ３２６６ ）
種別 継続 当初予算額 補正後予算額 決算見込額 6,082千円 予算執行率

①「人事評価の在り方に関する検討委員会」（１５年度～、事務局職員・教育長等による委員１６名で構成）　平成１９年度は開催見送り
　職業能力育成型の評価制度の完成度を高めるための検討を行います。
②「資質・指導力向上調査研究会議」（１２年度～、弁護士・医師・学識経験者等９名で構成）
　指導を要する教職員対策の充実に向けて、引き続き具体的な検討を行います。
③「高知県公立学校教職員心の健康対策委員会」（１４年度～、専門医・学校関係者等９名で構成）
　精神神経系疾患で悩む教職員の職務復帰への支援等を中心にメンタルヘルスに関する調査・研究を継続して行います。
④「昇給制度の運用に関する検討委員会」（１８年度～、民間学識経験者、ＰＴＡ、学校関係者等１４名で構成）
　昇給制度の導入にあたり、人事評価結果の適正な活用方法及び苦情相談への対応等について検討を行います。
⑤「昇給制度苦情審査会」（１９年度～、民間学識経験者、ＰＴＡ、学校関係者等６名で構成）
　昇給制度において勤務成績に基づき決定される昇給区分について、苦情を有する職員から申出のあった苦情の内容を審査します。
⑥その他
○教職員特別研修

○人事評価者研修

○管理職資質向上研修

○教職員の多忙化解消に向けた取組

月

【①人事評価の在り方に関する検討委員会】 【①人事評価の在り方に関する検討委員会】
年間３回程度開催（１０、１２、２月予定） 　開催しない
・評価制度定着に向けた検討 　・本年度から制度の見直し等が行われ、それらを受けて

　　の課題がまだ明らかになっていないため。

【②資質・指導力向上調査研究会議】 【②資質・指導力向上調査研究会議】
年間３回程度開催（６、１２、２月予定） 　開催日：７月１０日、11月１６日、２月２６日（３回）
・指導を要する教職員対策の研究

【③公立学校教職員心の健康対策委員会】 【③公立学校教職員心の健康対策委員会】
事案に応じて随時開催（原則月１回開催） 　開催日：５月２８日、６月２５日、７月２３日、９月２５日
・該当教職員の職場復帰に係る審査 　　　　　　１０月２５日、１１月８日、１１月２９日、１２月１１日

　　　　　　１２月１２日、１２月１９日、１２月２０日、１月２３日
　　　　　　２月２１日、３月７日、３月１２日、３月２６日

（１６回）

【④昇給制度の運用に関する検討委員会】 【④昇給制度の運用に関する検討委員会】
年間３回程度開催（１０、１２、２月予定） 　開催日：１２月３日 （１回）
・昇給制度の運用に関する検討

【⑤昇給制度苦情審査会】 【⑤昇給制度苦情審査会】

年間２回程度開催（６月２回） 　開催しない

・昇給制度の苦情の審査 　・苦情の申立がなかったため

【⑥その他】 【⑥その他】
○教職員特別研修の実施　４月～３月
○人事評価者研修

・５月１５日（新任校長、教頭）

・１２月３日～６日（教頭、事務長）
○管理職資質向上研修

○教職員の多忙化解消に向けた取り組み　４月～３月

予算執行率は、作成時点での執行率を記入のこと（当初：４月１日、上半期：９月末、下半期：３月末）
備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入のこと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入のこと）

⑥
・指導を要する教員の研修を各
研修機関において実施し、資質・
指導力の向上を図った。
・人事評価者研修を行い評価者
のスキルアップを図った。
・新任用から任用４年目までの
教頭が管理職として必要な資
質・指導力を身に付ける研修を
実施するとともに、そのプログラ
ムの構築と検証方法についての
研究を行った。
・指定校での取り組み状況を他
校に紹介するとともに、新たな校
種での研究を開始する。

　本年度、新たに指定校５校（小学校３校、中学校２校）に
おいて、業務改善に向けた具体策を実践している。

6,771千円

②認定制度は定着したが、今後
課題に応じた研修の在り方、研
修成果の検証方法の確立に向
けた研究をする必要がある。

③復帰サポートによりスムーズ
な復帰が図られたが、一方では
休職（休暇）を繰り返す例も見ら
れる。
このことから、復帰後の状況等
について追跡調査を検討してい
きたい。

④平成１９年４月１日昇給に係る
昇給制度の運用状況、開示請求
の取扱、その他について、検討
を行った。

⑤平成２０年４月１日昇給におい
ては、全教職員が昇給制度によ
る昇給区分の決定の対象となる
ため、苦情の申立があることが
予想される。

４月

備考（課題及び成果等）

　教育センターや市町村の関係機関での研修を通して、資質・指導力の向上を図ります。

　本年度、多忙化解消に向けた調査研究校を新たに５校（小学校３校、中学校２校）を指定し、平成２０年度にかけて、業務改善のための具体策を実践し、
その内容を検証するとともに、他校への紹介を行います。

執　行　計　画　 実　施　状　況　

①平成１９年度末の状況をアン
ケート調査等で把握し、課題を整
理して平成２０年度の早い時期
に検討委員会を開催する。

6,082千円

　職員能力育成型の人事評価制度の定着と評定者の評価能力の向上を目指して、研修を実施します。

　管理職としての資質・指導力の向上を図るため、教頭の研修を中心に、集合研修だけでなく、自主企画研修などの研修を充実させます。

　教職員の資質・指導力の向上は、教育改革の柱の一つであり、本県の教育力向上のための一つの大きな課題となっています。そこで、「人事管理の在り
方に関する提言（第２次）」を受けて、新しい時代に応える人事管理及び人事評価の在り方の見直しを図るとともに、指導を要する教職員について、予防策
を含め教職員全体の資質向上に向け体系的な対策を講じることとしています。

６月

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

人事管理の在り方に関する調査研究事業費 教育政策課 担当者（内線）
100%

１月

７月

８月

・中間報告１１月～１２月
・全体会３月７日

２月

５月

・７月９日～１２日（校長）

　管理職育成プログラム研究会

９月

１０月

１１月

１２月



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線）　岡田・石川・井手 （ ４５６８ ）
種別 継続 予算額 9,418千円 決算額 8,608千円 予算執行率（ｂ）／（ａ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

予算執行率は、作成時点での執行率を記入のこと（当初：４月１日、上半期：９月末、下半期：３月末）
備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入のこと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入のこと）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

9,418千円
選考審査筆記問題作成等委託料（教職・一般、専門教養） 教育政策課

補正後予算額 91%

１　教員採用選考審査は、人物の適性や能力を見抜き、教員にふさわしい人物を選考するための資料を充足することを目的に、１次審査（筆記（教職・一
般教養と専門教養）、面接）、２次審査（適性、作文、実技、面接）の２段階に分けて実施している。
２　本事業は、１次審査における教職・一般教養、専門教養筆記審査について、問題作成、解答用マークシート作成、採点等の業務を民間業者に委託す
ることにより、事務局の事務の軽減（採点ミスの防止を含む。）を図ることを目的とするものである。

執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）実　施　状　況　

　
８月下旬　委託料支払い

　

１月下旬 　問題作成委員会（業者への作問依頼
              票の作成）
２月中旬 　契約締結

４月上旬 　第１回問題検討委員会（業者が作成
               した問題案の点検（第１稿））
　
　

７月１０日　印刷部数発注（教職・一般）
７月１３日　印刷部数発注（専門教養）
７月１７日　審査問題冊子受領（教職・一般）
７月１９日　審査問題冊子受領（専門教養）
７月２５日　第１次審査筆記審査実施、解答済みの
　　　　　　　マークシート発送

　
８月　２日　採点結果受領（教職・一般）
　　　　　　　採点結果受領（専門教養）
８月２３日　変更契約（教職・一般、専門：受審者数の
　　　　　　　確定に係り委託料の変更）

９月２０日　委託料支払い（専門）
９月２８日　委託料支払い（教職・一般）

※問題検討委員会の委員は、事務局、
教育センター、教育事務所の指導主事
等の中から任命または委嘱された者
（一般は１３名、専門は約４０名）。グ
ループに分かれて検討する。

【課題】
○専門教養
・出題ミス２件があり、作問依頼段階か
らの出題意図伝達をしっかり行い委託
業者との齟齬のないようにする。

○契約について
・競争入札が原則であるが、業務の内
容・性格上、一般競争入札には馴染ま
ないことから、次年度においては、債務
負担行為決議の時期（12月議会）か
ら、指名競争入札についての準備行為
に入る必要がある。（指名業者登録に
は２週間程度、また登録後１週間程度
の間期が必要）

【成果】
・出題ミスは発生したものの、事後点検
システムが機能し、受審者にかける心
配を最小限とすることができ、また、進
行管理上の混乱を防ぐことができた。

　
５月中旬　第２回委員会開催（第２稿）
５月下旬　最終点検委員事前説明会(専門）
　
　

　
６月上旬　第３回委員会開催（第３稿）
６月下旬　第４回委員会開催（第４稿）（専門）
　

１月２０日　問題作成委員会（業者への作問依頼票
　　　　　　　の作成）
２月１３日　契約締結（専門教養）
３月２９日　契約締結（教職・一般教養）
４月１４日　第１回委員会（業者が作成した問題案
　　　　　　　点検（第１稿：専門））
　
　　
５月１２日　第２回委員会開催（第２稿：専門）
　　　　　　　第１回委員会開催（第１稿：教職・一般）
５月下旬　 最終点検委員事前説明会(専門）
　
　
　
６月　２日　第３回委員会開催（第３稿：専門）
　　　　　　　第２回委員会開催（第２稿：教職・一般）
６月１６日　第３回委員会開催（第３稿：教職・一般）
６月２３日　第４回委員会開催（第４稿：専門）
　

　
７月上旬　 印刷部数発注
　
７月２５日  第１次審査筆記審査実施、解答済み
              のマークシート発送
７月末　　  採点結果受領
　



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 傍士　孝 （ ４９０３ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) 58,746千円 補正後予算額(a) 41,915千円 決算見込額(b) 40,511千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

【耐震診断等】
　中村養護学校実習棟他１３件の委託事業完
了

【耐震診断等】
　高知工業高校　１号館他６件の委託事業の
完了

　完了率　１５ / １５　（１００％）

〈成果〉
　早期発注に努めた結果、全件の年度内完了
となった。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

南海地震に備える県立学校施設整備費 総務福利課

【耐震診断等】
　中村養護学校　実習棟他６件の委託事業完
了

　完了率　８ / １５　（５３．３％）

執行計画 実　施　状　況　

【耐震診断等】
　中村養護学校　実習棟他８件の委託契約

【耐震補強工事】
　盲学校体育館の耐震補強工事の発注

　契約率　１０ / １５　（６６．７％）

備考（課題及び成果等）

【耐震診断等】
　中村養護学校実習棟他８件の委託発注

【耐震補強工事】
　盲学校体育館の耐震補強工事発注

【耐震診断等】
　高知工業高校　１号館他４件の委託発注

【耐震補強工事】
　盲学校体育館の耐震補強工事の完了

予算執行率(b)/(a)

　　南海地震に備えた県立学校施設の耐震化のため、１１棟の耐震診断を実施する。
　　　　県立高校　　　　　５校１０棟
　　　　特別支援学校　　１校１棟
　　耐震不適合建物のうち、３棟について、耐震補強設計を行う。
　　また、１棟について耐震補強工事を行う。
　　　　県立高校　　　　　２校２棟
　　　　特別支援学校　　２校２棟

【耐震診断等】
　高知工業高校　１号館他４件の委託契約

【耐震補強工事】
　盲学校体育館の耐震補強工事の完了

　契約率　１５ / １５　（１００％）

  完了率　１　/　１５　（６．７％）

〈課題〉
【耐震診断等】
　耐震補強設計には、教育機能の低下をきたさ
ない視点及び高度な技術力・提案力が必要。

【耐震補強工事】
　学校運営への影響を最小限に抑える工事の
配慮

97%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山本 （ 3323 ）
種別 重要・継続 当初予算額 6,874千円 補正後予算額（ａ） 4,892千円 決算見込額(b) 4,068千円 83.2%

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（中旬）
・補助金交付申請受付

・補助金交付決定
・市町村の対象建物の診断委託
・委託期間（目安）
　ＲＣ（鉄筋コンクリート）造　概ね２ヶ月
　Ｓ（鉄骨）造　概ね６ヶ月・・・耐震診断評定
要）

・校舎１４棟の耐震診断実施
・実施予定市町村の財政的な理由による中止。

南海地震に備えて、園児児童生徒が１日の大半を過ごす生活の場であると同時に、地域住民の緊急避難場所としての役割を果たしている学校施設
の耐震化を促進する目的で、市町村等が実施する耐震診断に要する経費について補助をする。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

平成20年3月31日
教育委員会事務局

公立学校施設耐震診断支援事業費 総務福利課

担当部局：

予算執行率(b)/(a)

変更交付申請
予算の範囲で追加募集

事業概要・目的

・補助金交付申請書提出依頼（5月30日）
・補助金交付申請書提出（6月8日締切）

・補助金第1次交付決定　四万十町（6月22日
付け）
・補助金第2次交付決定　黒潮町（6月25日付
け）

・予算の残に伴う追加募集（10月25日付け各
市町
　村及び学校組合に文書送付）

・補助金第3次交付決定　土佐市（11月12日
付け）

補助金実績報告書提出（～３月）
補助金交付（～５月）

・変更交付申請（土佐市）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋本 （ 4903 ）
種別 重要・継続 当初予算額 122,204千円 補正後予算額(a) 223,171千円 決算見込額(b) 115,282千円

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

公立小中学校耐震化促進事業費 総務福利課
51.7%予算執行率(b)/(a)

（中旬）要綱制定
（下旬）交付申請

（上旬）交付決定
・補助対象事業：国庫負担金等の交付を受け
て実施する耐震補強事業
・耐震補強等工事に係る経費：1/6以内
・耐震補強等工事の実施設計に係る経費：
1/2以内

・工事完了までに内容変更承認申請書受付
及び変更交付決定（～３月）

・補助金実績報告書提出（～３月）

・補助金額の確定及び交付（～３月）

　市町村及び学校組合（以下「市町村等」という。）が実施する市町村等立の小学校及び中学校の校舎、屋内運動場及び寄宿舎（以下「公立学校建
物」という。）の耐震補強に関する事業に対して予算の範囲内で補助をすることにより市町村等の負担の軽減を図り、もって耐震化への取組みを推進
することを目的とする。

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

（中旬）要綱起案

（中旬）耐震補強等工事への補助について交
付決定　　　室戸市・宿毛市・香美市・佐川町・
仁淀川町・津野町

・１９補正予算に係る交付申請書受付
（下旬）１９補正予算分交付決定
・１９補正予算分工期延長承認申請書受付
・１９補正予算分年度終了実績報告書受付

内容変更承認申請・変更交付決定　　高知市
実施設計への補助について交付決定　　安芸
市・四万十市・仁淀川町
内容変更承認申請・変更交付決定　　仁淀川
町

１９補正予算に係る交付申請書受付
（下旬）１９補正予算分交付決定　高知市・室
戸市・安芸市・南国市・四万十市・越知町
１９補正予算分工期延長承認申請書受付
１９補正予算分年度終了実績報告書受付

実績　①耐震補強等工事への補助：6市町6校
11棟
②実施設計への補助：4市町8校11棟
繰越（１９補正予算分・工事のみ）6市町9校15棟

補助金実績報告書提出　　佐川町・仁淀川町
補助金額確定　　佐川町・仁淀川町

補助金実績報告書提出　　宿毛市
補助金額確定　　宿毛市
補助金交付　　佐川町・仁淀川町・宿毛市
実施設計への補助について交付決定　　高知
市

（下旬）要綱制定



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 樋口 （ 4881 ）
種別 当初予算額(a) 2,705千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,705千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

保育所・幼稚園における質の高い保育・教育の実践に向けて、保育士、幼稚園教員の資質･専門性の向上を図る。
１　園内研修支援事業（園内研集会・ブロック別研修会）
２　保育実践スキルアップ推進事業（幼児期にふさわしい保育について研究　①2園→１ヵ年②2園→2ヵ年）
３　保･幼･小連携推進モデル事業し（小学校への滑らかな接続について研究　）
４　事例研修会（保育事例を基に子ども理解や援助のあり方について探る）

・事例研修会1期実施
・保育実践スキルアップ推進事業公開保育
　（影野保育所・　あたご幼稚園)

執行計画 実　施　状　況　
･園内研修年間計画作成
・幼保支援アドバイザー派遣調整

・モデル事業の委託決定
   保･幼･小連携推進モデル事業
  （香南市夜須、梼原町越知面、宿毛市橋上
の保育所・幼稚園･小学校７校園を指定）
  保育実践スキルアップ推進事業
  （あたご幼稚園・影野保育所・いの幼稚園・
奈半利保育所奈半利幼稚園）
・園内研修やモデル事業の研修支援を随時
実施
・その他の支援を随時実施（講話助言等）

・市町村と連携して、ブロック別研修のネット
ワークづくりと研修支援の実施

・事例研修会2回目

・事業を完了した実施主体から実績報告
・モデル事業精算払い
・次年度の事業実施希望調査（保育実践スキ
ルアップ推進事業、ブロック別研修支援事業）

・事例研修会2期実施

・モデル事業等の研究成果のまとめ
・モデル事業等の精算払い
・次年度の事業実施希望調査

備考（課題及び成果等）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
高知県教育委員会事務局

幼保研修・研究支援事業費 幼保支援課
100.0%

・園内研修の年間計画作成

・保･幼･小連携推進モデル事業、保育実践ス
キルアップ推進事業の委託

・モデル事業等の研修支援計画作成

・園内研修等、研修支援を随時実施

・ブロック別研修支援に向けて市町村を訪問

・事例研修会1回目

【課題】

・施設間・地域間・保育者間の、研修への取組
の温度差

【成果】
　
1園内研修支援事業
  園内研修会　　　　10市町32園
　ブロック別研修会　12市町村12園28園
　
2保育実践スキルアップ推進事業
　研究保育31回実施し、公開保育に99名参加

3保・幼･小連携推進モデル事業
　研修16回実施
　
4事例研修会
　事例研修会61名参加

　その他の支援（講話助言等）
　8市町村24回



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 小笠原 （ ３２８３ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) 2,338千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 2,338千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・「子育てを支える家族・地域のきずなフォーラ
ム高知大会」における広報活動（内閣府との
共催、H20.2）

・H19.7　「すこやか2007」にて、広報活動の実
施

・H19.7　NHKテレビ「すくすく子育て」にて、サ
イトが紹介される

・H19.10　チラシを新たに、フジグラン高知の
「こうちこども子育て情報コーナー」に配置

・H20.1　チラシを新たに、高知県立美術館に
配置

・H19.8　チラシを新たに、中央児童相談所の
待合室に配置

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

安心して出産・子育てができるようにするため、妊娠期（胎児期）、乳幼児期における適切な情報を提供することにより、子どもの健やかな育ちを支援
する。

執行計画 実　施　状　況　

（課題）
・タイムリーな情報の提供
・情報を必要とする方へのサイトの周知

・H20.2　「子育てを支える家族・地域のきずな
フォーラム高知大会」で広報活動の実施

・H20.2　NHK発行「すくすく子育て」２月号に
て、サイトが紹介される

・成果と課題の集約

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

新米ママ応援事業 幼保支援課
100.0%

（成果）
H20.3月末現在
・サイトアクセス件数累計:196,000件
・メルマガ会員登録者数累計:970件
・相談件数累計:490件

備考（課題及び成果等）

「こうちプレマnet」
・システム運用保守業務委託契約
・相談業務委託契約
・機能充実業務委託契約

･新着情報の更新、システムのセキュリティ
チェック、広告募集（年間通じて適宜）

「こうちプレマnet」
・システム運用保守業務委託契約（H19.4.1)
・相談業務委託契約（H19.4.1)
・機能充実業務委託契約（H19.4.1)

･新着情報の更新、システムのセキュリティ
チェック、広告募集（年間通じて適宜）

・H19.4　サイトに障害児の育児情報を追加

・「すこやか2007」イベントにおける広報活動
（H19.7）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 中村 （ ４８８２ ）
種別 継続 当初予算額(a) 32,000千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 31,909千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　次世代育成支援行動計画等の地域計画を円滑に推進するため、地域のニーズに応じた保育サービスの充実、地域における子育て支援の推進等
に関する事業について、予算の範囲内で補助する。
補助先：市町村（高知市除く）
補助率１／２補助限度額　１，５００千円以内/１カ所当たり

執行計画 実　施　状　況　
３月　　市町村から事業実施計画書の提出
３月末　補助予定額の内示（一次内示）
4/1付　市町村から交付申請書の提出
　　　　　（指令前着手届とともに）

5/14付　当初交付決定通知
（補助基準額の80％で交付決定）

事業計画に変更のあった市町村からの申請
に対し、順次変更交付決定

＜課題＞
障害のある児童の受け入れや、家庭環境等に
特別な配慮が必要な児童のための保育者の配
置については、年々ニーズが高まっており、県
として、一層の保育サービスの充実に取り組
む.。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

保育サービス・子育て支援推進総合補助金 幼保支援課
99.7%

３月末　市町村から事業実績報告書の提出
　　　　　　　↓
　　　　　補助金精算払い

2/29変更交付決定通知
（補助基準額の84％で変更交付決定）

＜成果＞
・障害児保育事業　　１５市町村３９か所
・乳児保育促進事業　１２市町３６か所
・家庭支援保育事業　９市町１８か所
・その他の事業　　　　９市町村２０事業

備考（課題及び成果等）
３月　　市町村から事業実施計画書の提出
３月末　補助予定額の内示（一次内示）
4/1付　市町村から交付申請書の提出
　　　　　（指令前着手届とともに）

５月中旬　補助金交付決定通知



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 津野
種別 当初予算額(a) 補正後予算額(a) 決算見込額（ｂ） 3,376千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
　　記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）　

［耐震化促進］補助金交付要綱制定

［耐震化促進］交付申請受付
　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　交付決定
　　　　　　　　　１法人　１園２棟

【成果】
　［耐震診断］
　　　１町１法人　２施設２棟
　［耐震化促進］
　　　１法人　１園２棟

耐震化率（保育所・幼稚園の計）
　H19.4.1　47.2%　→　H20.3.31　49.1%

［耐震診断］
　実績報告
　　　↓
　補助金精算払い

［耐震化促進］
　実績報告
　　　↓
　補助金精算払い

［耐震診断・耐震化促進］
　　事業を完了した実施主体より
　　随時実績報告
　

　　補助金精算払い

［耐震診断］交付申請受付
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　交付決定

［耐震化促進］補助金交付要綱制定

［耐震化促進］（国補助金内示）
　　　　　　　　　　交付申請受付
　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　交付決定

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

3,376千円
保育所・幼稚園耐震対策支援事業費 幼保支援課 （３２８３）

10,110千円 100%

【課題】
市町村は、地域の避難場所に指定さ
れている施設を優先的に耐震化して
おり、保育所の耐震化が遅れている。

 　南海地震に備え、保育所・幼稚園に通う子どもたちの安全を確保するため、保育所・幼稚園施設の耐震診断のための費用および幼稚園施設
の耐震化整備のための費用を補助し、補強改修等必要な措置を促す。
　補助先および補助率
　　保育所耐震診断事業費補助金　　：　　高知市を除く市町村（補助率１／３以内）・私立保育所設置者（補助率１／２以内）
　　私立学校施設耐震対策支援事業費補助金　　：　　私立幼稚園設置者（補助率１／２以内）
　　幼稚園耐震化促進事業費補助金　　：　　市町村・私立幼稚園設置者（補助率１／６以内［国庫補助１／３への継足］）

執　行　計　画　 備考（課題及び成果等）実　施　状　況　

［耐震診断］
　４月・６月　交付申請受付
　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　交付決定
　　保育所　１町１法人　２施設２棟
　　幼稚園　なし



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 寺村　　雅子 （ ３２９４ ）
種別 当初予算額(a) 8,000千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 8,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・わかる楽しい授業や連携(学校間、学校・家庭・地域）による成果を明確にまとめる。
・実践校で２年目の成果と課題をふまえた取組を推進する。
・実践校の取組を他校へ普及するとともに、メディアなども通じて積極的に成果を発信する。
・最終年度を迎えた土佐の教育改革の目玉の事業として成果をあげ、土佐の教育改革終了後にあたる指定３年目は、教育改革後の取組の継続を促
す。

○８/２　上半期の執行状況報告書作成依頼
各教育事務所及び高知市の各学校担当が指
定校とともにこれまでの成果や課題を含めた
執行状況を集約することで、下半期の取組が
より高まる方向性について検討することがで
きた。

○協議会にはチーフ、指導主事が参加し、２
年目の取組から見えた成果と、客観的なデー
タによる検証方法について課題があることを
話した。
８/２４東部　９/１１高知市

○３年目となり、目指すものが明確化され、取
組の検証方法が各校で意識されてきた。

○夏季休業中の校内研修会の活性化が図られ
た。（各教育事務所の担当主事を招いての研究
回数が増え、外の力を取り入れる学校が増え
た。）

○各校が研究発表会を実施した。
７/３中村南小　９/１１一ツ橋小　１０/１８長浜
小　１０/２２横浜中　１０/２３香我美小・中、一
ツ橋小　１０/２６中浜小　１１/２室戸岬小、高
岡第一小、介良小　１１/６大杉小　１１/７甲浦
小　１１/９伊野南中、大月中　１１/１４芸西中
１１/１６東小、春野中、土居小　１１/２１本村
小、室戸中　１１/２２宿毛小、鏡野中　１１/２
７芸西小、入野小　１１/２９清水ヶ丘中　１１/
３０久礼小　１２/２上分小・中　１２/３鴨田小
１２/４羽根中　１２/５北ノ川小　１２/６東中筋
中　１/２２馬路小、十川小　２/８三原中　２/１
５西部中　２/２８高須小

○１２/２７学力向上指定校推進協議会を実施
した。

○他の学校の研究発表会に参加することによ
り、自校の取組を見直し、検証するための具体
的な方策について学ぶことができた。

○学力向上フロンティア事業及び学力拠点形
成事業における指定校の６６校が一堂に会し
て、学力向上指定校推進協議会を実施した。各
校におけるポスターセッション、優れた県外教
員による実践発表、県外講師による講演等一
日日程であった。冬季休業中にもかかわらず、
指定校以外の教員も含めると２３０名の参加者
があった。指定校への取組の注目度の高さや
学力向上に対する意識の高さをあらわしてい
た。それらから学んだことをどのように自校にい
かすかが課題である。

執行計画 実　施　状　況　

○協議会にはチーフ、指導主事が参加し、２
年目の取組から見えた成果と、客観的なデー
タによる検証方法について課題があることを
話した。
５/３１西部　６/１１中部

○５/１６　交付決定

○昨年度の課題を踏まえ、協議会では、検証の
あり方についてふれ、自校の本年度の計画に
ついて振り返ってもらうよう依頼した。

○１２月２７日の学力向上指定校推進協議会に
実施されるポスターセッションにも、自校の成果
が客観的にあらわれる成果を依頼した。

備考（課題及び成果等）
○市町村へ補助金交付申請書作成依頼。

○４・５月　地区別フロンティア校研究協議会
（以下「協議会」と言う。）において、２年目の
成果と課題を踏まえた取組を依頼する。

○各教育事務所及び高知市において、学校
担当が支援・進捗状況を把握する。

○上半期の中間報告書作成を依頼する。
　（各教育事務所及び高知市の学校担当とと
もに集約、今後の方向性について検討）

○各校における研究発表会の開催。

○各教育事務所及び高知市において、学校
担当が支援・進捗状況把握する。

○１２/２７学力向上指定校推進協議会の開
催。

○市町村へ実績報告書作成依頼

○実績報告書の検討

○各校の担当者が、実績報告書について学
校と連絡を取り合う。

○３/２１市町村から実績報告書提出
　（高知市以外は各教育事務所を通じて小中
学校課へ）

○他の学校の取組を参考にして、具体的に自
校に生かそうと、解決の方策について具体的な
支援の方法を協議することができた。

○実績報告書を作成する中で、研究の方向性
が確かなものになるよう、各校の担当者が支援
できた。

○実績報告書を検討する中で、客観的なデータ
が数値化されて示されており、３年間の取組の
中で成果があった学校が多くあった。指定期間
は終了しても学力向上のための取組は続け、
更なる成果を期待したい。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会　小中学校課

学力向上フロンティア事業 小中学校課
100.0%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 上村　安和 （ ３２９３ ）
種別 当初予算額(a) 1,049千円 補正後予算額(a) 決算見込額(b) 1,049千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

＜全体を通した成果と課題＞
○授業実践に関した１３項目の自己評価を事業
前と事業後に実施したが、全ての項目で向上が
あり、特に、「生徒の興味・関心を生かした、問
題解決的な学習や体験活動の重視」「生徒の思
考に働きかける学習活動の展開」の項目で、大
きな向上が見られた。
○第２回～第４回でのグループ協議は、同一の
グループを通して研修を実施。受講者からは、
互いの研究の経過がよく分かったなどの肯定
的な意見があった。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会　小中学校課

中学校授業改善プロジェクト事業 小中学校課
100.0%

○対象者及び年度変更希望調査
○第１回集合研修開催の通知及び受講決定
通知
○第１回集合研修（オリエンテーション、自己
課題解決、数学科指導のポイント）

○第２回～４回集合研修開催の通知
○第２回集合研修の実施…授業実践交流、
指導方法の工夫改善
○第３回集合研修の実施…小学校算数と中
学校数学の連携、生徒一人一人に応じた指
導
○第４回集合研修の実施…学習指導案検
討・模擬授業

○所属校での公開授業の実施（３回）
○所属校での研究授業の実施
○報告レポートの作成と準備
○第５回集合研修開催の通知
○第５回集合研修の実施…授業改善の自己
評価、研修のまとめ

・３年計画で県内の数学科教員の授業力向上のための研修を通して、数学の学力向上を図ることをめざす。
・５回の集合研修と所属校での研修を通して、授業力の向上をめざす。
・講師：大学教授、教育事務所・教育センター指導主事　　受講者：対象者１３４名中平成１９年度は４４名

○第２回～４回集合研修開催の通知
○第２回集合研修の実施…夏期集中研修の
概要、講話・演習（授業記録の視聴、指導方
法の工夫改善）
○第３回集合研修の実施…講話・演習（小学
校算数と中学校数学の連携、生徒一人一人
に応じた授業と解決を図る学習課題）、指導
案の作成について
○第４回集合研修の実施…学習指導案検
討・模擬授業

○受講者の第２回～４回の集合研修の評価は
概ね満足いくものであった。
○模擬授業（通常の授業を、２０分に凝縮して
実施）では、工夫を凝らした教具やプリント教材
を持参・提示し、内容の濃い研修となった。

○アドバイザー（指導主事等）の派遣通知
○所属校での公開授業の実施（３回）
○研究授業用指導案の所属校での検討
○所属校での研究授業の実施
○報告レポートの作成と準備
○第５回集合研修開催の通知
○第５回集合研修の実施…全国学力学習状
況調査の結果報告、成果報告会、講評

○夏期集中研修の指導案の検討後、所属校で
指導案の検討を行うこととしているが、十分で
はなかった学校があった。
○研究授業前の３回の公開授業では、所属校
長による受講者への評価を行うことで、学校長
から「連続して１人の教員の授業を見て、授業
の改善がよく分かった」という意見があった。
○レポートの報告をグループ別で行い、互いの
研究の成果を共有できた。また、受講者から
は、「参加者のレポートは、これからの実践の宝
になる」という意見があった。

執行計画 実　施　状　況　
○対象者及び年度変更希望調査
○第１回集合研修開催の通知及び受講決定
通知
○自己課題テーマに係る事前調査の実施及
び提出
  …事前調査（生徒の実態、授業評価システ
ム、学力データ等）
○第１回集合研修（開講式、講演、グループ
別協議）

○受講者の第１回集合研修の評価は、概ね満
足いくものであった。
○第１回集合研修のグループ別協議では、日
頃の実践での悩み等を共有することができ、自
己課題を振り返る機会となった。
○受講者は、日々の実践の課題を検証し、自
己課題テーマを設定。振り返ることができた。
○第１回の集合研修で１年間を見通した研究計
画を受講者に示す必要がある。

備考（課題及び成果等）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 宮﨑　宏治　 （ ３２９７ ）
種別 当初予算額(a) 5,800千円 補正後予算額(a) 2,169千円 決算見込額(b) 2,169千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額(補正をした事業について
　　　は補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

小学校段階での国際理解活動やその一環としての英語活動、外国人とのコミュニケーション活動などの取組にばらつきがある中で、国際理解活動を
充実させるために具体的な取組を進めていく。
・教材等の開発。
・地域の学校のモデルとなる拠点校を指定し、ALTや地域人材の効率的な活用も含めた実践的な取組を推進する。
・指導者研修の実施。

○拠点校における取組の実施状況
（１）高知大学で開催された「小学校英語教育
を進めるための基礎知識講座」に参加し、指
導法の研修を行った。（７月）
（２）研究授業のための指導案検討会の開催
（７月）
（３）高知大学村端教授を講師として招聘し、
「小学校英語教育の方向性と授業に関わる教
師の役割」について校内研修を実施。（８月）
（４）県教育センター「小学校英語活動講座」に
参加し、英語活動の実践例の研究及び演習
を実施。（８月）

○小中学校課指導主事、教育事務所担当指
導主事が拠点校の授業参観、校内研修での
指導助言を行った。
・小中学校課　７/５　「授業参観」
・西部　８/６　「英語活動の進め方」
・東部　８/１３　「小中連携にむけて」
○県教育委員会ホームページに拠点校の取
組について紹介。
○市町村との委託契約締結（９/１０）

○夏季休業中の校内研修では、研修会への参
加や講師を招聘しての研修会の開催など、学校
ぐるみで積極的に研究を推進することができ
た。

○長期休業中、教員の英会話力や指導技術向
上のための研修の場を設定する必要がある。

拠点校における取組の実施状況
（１）「インターナショナルデイ」と題し、ＡＬＴ、ＣＩ
Ｒと交流し、外国の遊びの紹介、英語による
学校や地域の紹介を実施。
（２）先進校視察（県内英語特区）の実施
（３）指導案検討会の実施

○教育事務所担当指導主事による学校訪問
を実施し、指導力向上にむけた指導助言を
行った。
・西部　１０/３、１５、２４、１１/２６、１２/５、１０
・東部　１２／１８

○市町村教委主催で管内全小学６年生の交
流授業を実施し、拠点校における英語活動の
普及・啓発を行った。　（１０/２５）
○県教育委員会主催の協議会を実施し、各
拠点校における成果と課題について中間報
告を行った。また、高知大学村端教授を講師
に招き、小学校英語活動のねらいについて研
修し、今後の方向性を確認した。（１２/１４）

○各教育事務所の指導主事が定期的に学校訪
問を実施したことで、拠点校の実施状況を把握
することや、機に応じた適切な指導助言を行うこ
とができた。

○県教育委員会主催の協議会は、県として共
通認識を持って事業を実施することと拠点校同
士の連携を強化するうえで開催回数を増やす
必要があると考える。

執行計画 実　施　状　況　
○拠点校における取組の実施状況
（１）研究テーマの設定
（２）年間指導計画作成
（３）校内研修での指導案検討
（４）児童の英語活動に対する意識調査の実
施
（５）県内先進校視察の実施

○教育事務所の担当指導主事が拠点校の授
業参観を行い、校内研修で授業方法について
指導、助言を行った。
・西部　５/２９　「授業参観」
・西部　６/６　「５・６年生の指導方法につい
て」

○市町村教委主催で管内全小学５年生の交
流授業を実施し、拠点校における英語活動の
普及・啓発を行った。（６/８）

○各教育事務所の指導主事が学校訪問を行
い、拠点校それぞれの状況に則した実施計画
作成の支援ができたため、各校ともスムーズに
事業の実施にはいることができた。

○各拠点校とも、ＡＬＴや英語に堪能な地域人
材を有効に活用するとともに、先進校視察によ
りモデルとなる実践事例を収集することができ
た。

備考（課題及び成果等）
○県実施要項作成

○事業実施計画書提出依頼

○実施計画書を国へ提出

○学校訪問
　・年間計画作成の支援（講師、視察先等）

　・拠点校の実施状況の把握と指導助言

○拠点校の取組の普及啓発

○国からの委託決定通知

○国との委託契約締結

○市町村との委託契約締結

○校内研修の充実にむけた支援の実施
　・指導力の向上について
　・指導案、教材作成について
　・小学校における英語活動の在り方につい
て等

○各拠点校の実施状況の把握と指導助言

○拠点校の取組の普及啓発

○各拠点校の実施状況の把握と指導助言

○拠点校の取組の普及啓発

○高知県小学校における英語活動等国際理
解活動推進協議会の開催

○各拠点校の実施状況の把握と指導助言

○実績報告書作成依頼

○拠点校の取組の普及啓発（リーフレットの
作成）
○実績報告書の検討・国に提出

○拠点校における取組の実施状況
（１）先進校視察（全国小学校英語教育実践
研究大会　福岡県大牟田市　１/２５）、（愛媛
県小学校英語活動拠点校研修会　１/１１）を
実施
（２）講師を招聘し、英語活動についての校内
研修を実施。（１/２９、２/２６）
（３）実績報告書の提出（３/５）市町村教委か
ら小中学校課へ

○教育事務所担当指導主事による学校訪問
を実施し、指導力向上にむけた指導助言を
行った。
・西部　２/４、１３、２０

○各拠点校ともにそれぞれが事業計画に沿っ
て、指導力の向上や指導法の工夫改善等にお
ける実践研究を実施することができた。

○本事業により英語に触れる時間や、ＡＬＴ等
外国人と触れ合う機会が増えたことで、英語が
楽しいと感じ、外国人と積極的にコミュニケー
ションをとろうとする児童が増えてきたと報告が
あがっている。

○本事業で得られた成果（指導案・教材教具
等）を県内の他校が活用できるよう有効な普及
法を研究開発する必要があると考える。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会　小中学校課

小学校英語活動等国際理解活動推進事業 小中学校課
100.0%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 大原 （ ４８４６ ）
種別 重要 20,225千円 補正予算額（ａ） 決算見込額（ｂ） 19,699千円 予算執行率（ｂ）／（ａ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては、支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入のこと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

高等学校課高校生就職支援対策費
97.4%

　厳しい就職環境の中、未就職卒業生を出さないため、就職支援体制の強化を図る。
　(1) 高校生スキルアップ講習会の開催
　　　　　夏期休業中に就職希望の高校生を対象に、就職に対する心構えや社会人としてのマナー等の講習会を県立高校を会場に実施し、高校生の
　　　　スキルアップを図る。
　(2) 就職アドバイザーの配置
　　　 　 就職希望者の多い県立高校に就職アドバイザーを７名配置し、事業所訪問による求人開拓、高校生への面接指導や就職のアドバイスを重
　　　　点的に行い、高校生の就職を支援する。
　(3)保護者対象進路啓発事業
　　　　　 就職希望者の多い県立高校で、保護者に対し進路講演会を開催し、非常に厳しい就職状況の周知を図るとともに、家庭・学校が協力して
　　　　就職対策に取り組む体制づくりを進める。

4/1　就職アドバイザー7名配置
中旬 進路講演会開催準備開始
4/26　第１回就職アドバイザー研修会開催

各県立高校で保護者対象進路講演会計画
前月のアドバイザーの実績を毎月上旬に高等学校課
へ報告

高校生スキルアップ講習会準備開始
　
地区別就職アドバイザー研修会開催（随時）

執　行　計　画　 実　施　状　況　
就職アドバイザー７名配置
　県内企業を中心に求人開拓を行う一方、
　生徒への指導を行う。
4/26　第１回就職アドバイザー研修会開催
　　　　　（教育センター分館）
4/27　進路指導主事会（ふくし交流プラザ）
5/21～24　中部企業訪問
6/11～13　関西企業訪問
6/27　　　　関東企業訪問
6/6　　就職アドバイザー会（中央地区）
6/9　　就職アドバイザー会（東部地区）
6/15　第１回就職対策協議会
6/20　求人事業所説明会（県外企業対象）
　　　　　（かるぽーと）　９８社

　平成２０年２月末現在の公立高等学校にお
ける就職内定率は、全・定・通あわせて８７．
４％で昨年同期に比べ３．６ポイントの上昇、
内定者は、１，１４１名で昨年同期に比べ１５４
名の減である。2/4～6　関西地区企業訪問

2/7　　　東部就職アドバイザー研修会
2/12～14　関東地区企業訪問
2/22　第３回就職対策協議会
2/24　第２回キャリア教育推進フォーラム
　　　　　　　　（芸術ホール）
2/28～3/1　中部企業訪問

保護者対象進路講演会６校で実施

中旬 第４回就職アドバイザー研修会開催

中旬 就職アドバイザー報告会開催
事業の成果の検証及び課題の検討

当初予算額（ａ）

備考（課題及び成果等）

下旬 県立高校２０校で高校生スキルアップ講習会
　　　 （３日間連続）を開催（～８月下旬）

下旬 第２回就職アドバイザー研修会開催

7/24～8/31
　　　高校生スキルアップ講習会
　　　　　　１９校実施

8/8　求人事業所説明会（県内企業対象）
　　　　　（かるぽーと）　　　３５社

上半期における事業の成果の検証及び課題の検討

次年度の事業計画及び予算案を検討

下旬 第３回就職アドバイザー研修会開催

10/15　地区別進路指導主事会（東部）
10/16　地区別進路指導主事会（定通）
10/17　地区別進路指導主事会（幡多）
10/18　地区別進路指導主事会（中央）
10/19　地区別進路指導主事会（高吾）
10/28　第１回キャリア教育推進フォーラム
　　　　　　　（ＲＫＣホール）
11/26　第２回就職対策協議会

12/7　第２回就職アドバイザー研修会



平成１9年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 橋本 （ ４７４１ ）
種別 重要 当初予算額（ａ）　2,970千円 補正後予算額（ａ） 決算見込額（ｂ） 2,319千円 予算執行率（ｂ）/（ａ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額（補正をした事業については補正後予算額）を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入する
こと（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

・12月末に3学期の巡回相談の実施希望を取り調整を
行ったことで、短期間に多くの巡回相談を実施できた。
関係機関への依頼も早めに、回数をまとめて行うことで
担当者が参加することができた。
・3学期の巡回相談の実施が多かったこともあり、5圏域
の連携協議会の2回目の開催を見送り、新年度に改め
て今年度の成果と課題を踏まえて実施することにして
いる。
・市町村教育委員会では、市町村内ネットワーク作り、
学校コーディネーターの研修等の課題が意識されるよ
うになってきたので、次年度の市町村単位や数市町村
が合同で実施する研修などを計画するよう支援する必
要がある。
・体制整備状況調査、現状調査は毎年実施の予定。調
査を実施することで、教職員の気づきを促したり、校内
支援体制の見直しなどにもつながっている。
・学校支援チームと連携協議会のメンバーの研修の機
会を設け、巡回相談の内容の充実や、関係機関と学校
の連携を進める必要がある。

担当部局：

小・中学校、高等学校等における発達障害を含む障害のある幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた適切な指導及び支援を行うために、医療・保健・
福祉等の関係機関と連携し、専門的な対応のできる総合的な教育支援体制の整備を目指す。
（１）地域ネットワーク事業（県内5つの障害保健福祉圏域ごとに、医療・保健・福祉等と連携したネットワーク機能を整備し、学校等への支援を行う。）
（２）特別支援教育地域コーディネーターの養成（地域の核となり、ネットワークをより機能的に運用できる人材養成を行う。）
（３）特別支援教育学校コーディネーターの研修（各学校における特別支援教育を充実させるため教職員・保護者・関係機関等との連絡調整を担う教員の指導
力や実践力を高める研修を実施する。）

・地教委主催学校コーディネーター研修会（7月
6日）
・広域特別支援連携協議会の開催（7月26日）
・特別支援教育学校コーディネーター研修の実
施（67名参加）

・重点市町村に対し、巡回相談の実施希望の提
出を要請
・2学期分の巡回相談の参加相談員や日程調整
等（随時）

・広域特別支援連携協議会の開催（9月19日）
・7～9月巡回相談の実施（4回）

・学校コーディネーター研修は、希望者研修ということも
あり参加者が少ない。市町村によっては参加者がいな
いところがあるので、教育委員会への働きかけが必要
だった。また、新しく学校コーディネーターになった教員
を対象とした基礎研修の継続的実施が必要なため、今
後すべての学校コーディネーターが参加する研修を検
討する必要がある。
・市町村単位の取組として、コーディネーター研修や連
絡会を定期的に実施し情報交換を行うなどにより、実践
面での支援を行い、学校コーディネーターの機能を向
上させる必要がある。
・教育事務所の担当者（地域コーディネーター）連絡会
を実施し、取組の現状と課題について情報交換や協議
を行い、次年度の事業計画につなげることができた。

・第１回専門家チーム会議の開催（10月11日）
・体制整備状況調査・現状調査実施
・教育事務所等特別支援教育担当(地域コー
ディネーター等)連絡会(10月22日）

・地教委主催の研修会の実施（11月19日）
・重点市町村に対し、巡回相談の計画（3学期実
施）の提出を要請
・重点市町村より巡回相談（3学期実施）計画提
出、日程調整等

・10～12月巡回相談の実施（22回）

・巡回相談の希望が一定期間に集中することや、新しく
重点市町村となったところでは、学校への周知や準備
の期間が必要なため、早くから計画的に実施する必要
がある。
・現在県教委事務局が行っている巡回相談の調整を、
各圏域ごとで行い、きめ細かく学校を支援するために
は、地域コーディネーターの存在が不可欠であり、教育
事務所等でのコーディネーターの位置付けを明確にす
る必要がある。
・専門家チーム会議は、通級による指導を希望する
ケース等の事例検討を中心に行った。会議で助言した
内容を学校での取組に活かすことができるよう会議後
の経過を確認する必要がある。

執行計画

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

特別支援教育プロジェクト事業 特別支援教育課
78.1%

・特別支援教育地域コーディネーターの養成
（愛媛大学教育学部へ1年間研究生として2名
派遣）
・障害福祉課との連携に関する打ち合わせ
・重点市町村の指定
・小中学校長会、県立学校長会での研修・事
業説明等
・各教育事務所、地域コーディネーターとの打
ち合わせ
・巡回相談の実施（年間）
・校内研修、地教委等の実施する研修への支
援（年間）
・５圏域の特別支援連携協議会の開催
・公立高等学校特別支援教育学校コーディ
ネーター連絡協議会の開催（３会場）
・広域特別支援連携協議会の開催
　（年間3回の予定、障害福祉課と合同で開
催）

・特別支援教育学校コーディネーター研修の
実施（8月14・17・20日で地区別に実施、8月1
日全体で実施）
・教育事務所等特別支援教育担当(地域コー
ディネーター等)連絡会

・専門家チーム・学校支援チーム合同会議の
開催
・広域特別支援連携協議会の開催

・広域特別支援連携協議会の開催
･市町村教育委員会への実態調査について
の説明（指導事務担当者会）

・昨年度派遣の２名のうち1名は西部教育事務所に配
属されており、連携協議会や巡回相談に参加し、西部
地区の関係機関との連携や学校支援の役割を担って
いる。
・新しく指定を行った市町村への巡回相談の意義など
に関する周知が不十分であったため、年度当初から実
施できなかった。担当者に対する理解の促進や具体的
な取組の方法などについて支援をする必要がある。
・昨年度から取り組んだ県立校長会での説明や通知に
より、高等学校の学校コーディネーターの指名配置や
校内員会の設置などが進み、連絡協議会での研修や
各校の実態、取組の交流もできた。校内研修や巡回相
談の希望も多くなっており、高等学校の教職員の意識
も高まっている。
・障害福祉課の所管する発達障害支援開発事業で実
施する乳幼児期の発達障害のスクリーニングのための
チェックリストの作成や、個別の支援計画のフォーマット
の作成のためのワーキングに参加し検討を進めること
で、部局を越えた連携やモデル地域での医療、保健、
福祉、教育の連携が進んでいる。

備考（課題及び成果等）

・広域特別支援連携協議会の開催(予備日)
・体制整備状況調査、実態調査実施

・巡回相談の実施状況の分析

・広域特別支援連携協議会審議のまとめ作
成(～1月)
（発達障害児者支援体制整備検討委員会と
合同で意見のまとめの作成）

・専門家チーム・学校支援チーム合同会議の
開催
・広域特別支援連携協議会の開催

・5圏域の特別支援連携協議会の開催

・広域特別支援連携協議会審議のまとめ報
告会
（発達障害児者支援体制整備検討委員会と
合同で実施）

・教育事務所等特別支援教育担当(地域コー
ディネーター等)連絡会

・専門家チーム会議の開催

実　施　状　況　
・特別支援教育地域コーディネーターの養成
（愛媛大学教育学部へ1年間研究生として2名派
遣）
・障害福祉課、各教育事務所、地域コーディ
ネーター等との打ち合わせ（随時）
・重点的に事業を実施する市町村及び文部科
学省委嘱事業との調整
・障害福祉課所管事業のワーキングへの参加
（年間、月1回）
・小中学校長会（4会場）、県立学校長会・教頭
会での研修・事業説明等
・自閉症児の親の会での研修実施（5月18）
・5圏域の特別支援連携協議会の開催（6月7日
～18日）
・広域特別支援連携協議会の開催（6月14日）
・公立高等学校特別支援教育学校コーディネー
ター連絡協議会の開催（3会場6月13・19・20日）
・地教委主催学校コーディネーター研修会の開
催（6月29日）
・市町村教育長等の人権教育研修会（3会場）、
事務局職員人権教育研修会（6回）での研修の
実施
・6月巡回相談（1回）

・土佐市校長会での研修実施（1月17日）
・体制整備状況調査、現状調査に関する分析資
料作成

・特別支援学級設置校長会での研修実施
・広域特別支援連携協議会審議のまとめ報告
会（1月29日）

・1～2月巡回相談の実施（27回）

・教育事務所等特別支援教育担当(地域コー
ディネーター等)連絡会(3月14日)
・第2回専門家チーム会議の開催(3月17日）

・体制整備状況調査・現状調査の結果の公表
(予定)



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下文一 （ 4629 ）
種別 新規 当初予算額(a) 8,700千円 補正後予算額(a) 11,861千円 決算見込額(b) 11,861千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・「ニート・ひきこもり傾向にある若者等に関す
るセミナー・相談会」（田野町・土佐清水市）の
実施

・第２回連絡会の実施
・「若者の自立を考えるフォーラム」（高知市）
の実施
・体験活動「銀世界でスキーを楽しもう」（ソル
ファ・オダスキーゲレンデ）

・若者自立塾との連携開始
・企業開拓、問題を抱える若者への対応、幡
多サテライトの臨時職員の配置、実務の開始
・ニート、ひきこもり傾向にある若者のセミ
ナー・相談会の実施（県内６箇所）
・ニート、ひきこもり傾向にある若者の予防に
関するフォーラムの実施
・体験活動

・高知黒潮若者自立塾との連携開始
・企業開拓、問題を抱える若者へ対応、幡多サテラ
イトの臨時職員の配置（３人）と実務
・「ニート・ひきこもり傾向にある若者等に関するセミ
ナー・相談会」（土佐町・佐川町）の実施
・体験活動「いい話聞いて心も体もリフレッシュ」（幡
多青少年の家）
・体験活動「室戸の自然に親しもう」（室戸少年自然
の家）

・高校訪問
・幡多地区関係機関訪問
・企業開拓
・「ニート・ひきこもり傾向にある若者等に関す
るセミナー・相談会」（四万十町・香南市）の実
施
・体験活動「みんなで収穫祭」（幡多青少年の
家）
・体験活動「ハウス農家お手伝い体験」（山北
みかん農園）

・事業委託
・教育委員会連絡会の設置・要綱制定
・関係機関等訪問
・協力団体開拓・訪問

・市町村訪問（事業説明）
・サポートステーションスタッフ研修
・民生委員児童委員大会、市町村教育委員
会、教育委員会連絡会他（事業説明）

・市町村訪問（事業説明）
・第１回連絡会の実施
・「若者はばたけネット」の実施要綱制定
・県立学校長会他（事業説明）

・地域若者サポートステーションの開設
・関係機関等説明会
・広報
・体験活動

・こうち若者サポートステーションの開設
・広報（市町村広報、さんＳＵＮ高知、マナビィ
［文科省監修］他）
・体験活動「海で思いっきりリフレッシュ」（幡多
青少年の家）

・広報（ＮＨＫライブ放送、RKCこうちｎｏｗ特集
他）

・体験活動「野焼きに挑戦」（幡多青少年の
家）
・体験活動「漫画家にチャレンジ・高知工科大
見学」（高知工科大学）

・こうち若者サポートステーションへの利用者へ
の支援の成果があがる（年度末まで成果は継
続）

・連絡会において、こうち若者サポートステー
ションの成果と課題を共有するとともに、関係機
関との連携のあり方について見直しを行うこと
ができた
・協力企業の獲得ができた
・体験活動で築かれた人間関係により、スキー
体験後、再登校した子どもや高校入試に挑戦し
た生徒の他、参加した子どもたちの多くに飛躍
がみられた

・郡部のニート・ひきこもりの若者の理解促進と
相談者の支援ができた

・高校に「若者はばたけネット」の周知ができた
・幡多地区のサポート体制の強化ができた

・宿毛市の支援ネットワークとの協働が可能と
なった

・郡部のニート・ひきこもりの若者の理解促進と
相談者の支援が一定できた
・協力企業の獲得ができた

・体験活動に一度参加した子どもは、ほとんど
が継続参加し、参加者のうち３名が再登校を開

始
・生徒と保護者の口コミにより、定員オーバーの

体験活動もみられるなどニーズが高い

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

義務教育終了後、進学や就職をせず、不登校を理由に高校を中途退学した社会的ひきこもりがちな子どもたちの実態把握と自立的援助を行い、子ど
もたちの健やかな育ちを支援する。

執行計画 実　施　状　況　

・教育・福祉・医療・労働の各関係機関との実
務者会議の実施
・体験活動

備考（課題及び成果等）

・事業委託
・地域若者サポートステーションの設置準備
（職員配置・研修・支援プログラム作成等）
・教育・福祉・医療・労働の各関係機関との実
務者会議の実施
・中学校卒業時及び高校中途退学時におけ
る進路未定者の発見・誘導のためのネット
ワークの構築
・関係機関等説明会

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

若者の学びなおしと自立支援事業 生涯学習課
100.0%



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西原 （ ４８９７ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) 93,028千円 補正後予算額(a) 84,295千円 決算見込額(b) 84,295千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

＊実績報告書受理
＊実績報告書受理
＊2/28第３回放課後子どもプラン推進委員会
＊補助金要綱改正（子ども教室と一本化）

（成果）
　各市町村を訪問し、放課後子どもプランの推
進をきめ細やかに行った。
（課題）
　指導者研修をもう少し早い時期に実施するこ
と。

備考（課題及び成果等）

＊県費対象事業交付決定
＊補助金変更交付申請書受理
＊県費対象事業変更交付決定
＊国庫補助申請（県から国）

＊市町村実施クラブ視察

＊国庫補助金交付決定通知書受理
＊交付決定・変更交付決定通知書
＊県費変更交付申請書受理

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
教育委員会事務局

放課後児童健全育成事業費 生涯学習課
100.0%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　児童福祉法第６条の２第２項の規程に基づき、保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童に対し、
授業の終了後に小学校の余裕教室等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る。
　・実施主体　　市町村
　・補助率　　　 国費対象事業： ２／３（県１／３　国１／３）　　県費対象事業：１／２
　・対象児童　　保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学しているおおむね１０歳未満の児童
　・実施場所　　放課後児童クラブ専用施設
　・補助要件　　国費対象：年間開設日数２５０日以上　１０人以上　　年間開設日数２００日以上　２０人以上
　　　　　　　　　 県費対象：年間開設日数２００日以上　５人以上

＊7/6第１回放課後子どもプラン推進委員会
＊８月～９月放課後子どもプラン推進事業視
察訪問（２８市町村＋日高佐川学校組合）
＊放課後子どもプラン安全研修
　9/3（月）中部地区
　9/5（水）西部地区
　9/12（水）東部地区

＊11/15国庫補助金交付決定通知書受理
（76,058,000円）
＊12/27交付決定・変更交付決定通知書
（15,382,000円＋56,835,000円）
＊県費変更交付申請書受理
＊10/2放課後子どもプラン指導者のための
研修会
＊11/9第２回放課後子どもプラン推進委員会
＊12/9高知県放課後子どもプラン推進フォー
ラム

執行計画 実　施　状　況　

＊県費対象事業交付決定(11件：8,419,000
円）
＊補助金変更交付申請書受理
＊県費対象事業変更交付決定（11件：
8,909,000円）
＊6/1国庫補助申請（県から国）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西原 （ ４８９７ ）
種別 重要・新規 当初予算額(a) 6,873千円 補正後予算額(a) 5,238千円 決算見込額(b) 5,238千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　放課後児童クラブの施設整備に助成することにより、良好な環境を整備し、児童の健全な育成を図る。
　・実施主体　　南国市
　・整備区分　　創設
　・補助率　　　 ２／３（国１／３、県１／３）
　・施設整備対象クラブ　国府小学校まほろば学童クラブ
　・補助基準額　　１２，５００千円

＊　9/25補助金交付申請書受理
＊　9/25指令前着工承認申請受理

＊　10/17国庫補助申請（県から国）
＊　10/18指令前着工承認
＊　10/18工事着工報告書受理

執行計画 実　施　状　況　

＊　3/30国要綱通知
＊　6/18県補助要綱の制定
＊　5/31国内示（6,873,000円）
＊　6/19県内示（6,873,000円）

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
教育委員会事務局

放課後児童クラブ施設整備助成事業費 生涯学習課
100.0%

＊　事業終了後実績報告書受理

＊　1/8工事進捗状況報告書受理
＊　2/19国庫補助金交付決定通知書受理
（6,804,000円）
＊　3/11県交付決定通知書（5,238,000円）

備考（課題及び成果等）

＊　国要綱通知
＊　県補助要綱の制定
＊　国内示
＊　国庫補助申請（県から国）

＊　指令前着工承認申請受理



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 西原 （ ４８９７ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) 2,886千円 補正後予算額(a) 2,886千円 決算見込額(b) 2,886千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
教育委員会事務局

養護学校等障害児放課後生活支援事業費 生涯学習課
100.0%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　保護者が就労等により昼間家庭に居ない養護学校に在学中の児童生徒を対象に、養護学校の施設を利用し適切な遊びや生活の場を提供すること
で放課後の生活を支援する。これにより、障害児を持つ親が安心して就労できるほか、児童生徒の健全な育成を図る。
　・実施主体　　山田養護学校学童クラブ保護者会
　・補助率　　　１／２
　・対象児童　　養護学校に在学中の児童生徒で、保護者が就労等により昼間家庭に居ない者、その他健全育成上指導を要する者
　・実施場所　　山田養護学校内の施設
　・補助要件　　既存の児童クラブに加入が困難な養護学校に在学する障害児５人以上、年間開設２００日以上、１日平均３時間以上、指導員を常時２
人以上置くこと
　・利用予定児童数　　通常時１０人、長期休暇のみ１２人、スクールバス１７人

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

４月１日　補助金交付決定通知

＊放課後子どもプラン安全研修参加要請

５月２４日第１回概算払い（960,000円）

２月１４日第３回概算払い（500,000円）

＊放課後子どもプラン指導者研修会参加要請 ９月３日第２回概算払い（960,000円）
＊実施状況視察及びヒアリング

＊実施主体と県教委の協議
　・平成１９年度の運営について
　・指導員について
　・保護者負担金について
　・平成２０年度の利用予定

＊放課後子どもプランフォーラム参加要請

＊事業終了後実績報告書提出



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松岡晃代 （ ３２７１ ）
種別 重要・新規 当初予算額(a) 64,091千円 補正後予算額(a) 26,471千円 決算見込額(b) 25,871千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　少子化や核家族化の進行、就労形態の多様化及び家庭や地域の子育て機能・教育力の低下など、子どもを取り巻く環境の変化を踏まえ、放課後
等に子どが安心して活動できる場の確保を図るとともに、次世代を担う児童の健全育成を支援することを目的とする。

〇７月６日第１回放課後子どもプラン推進委
員会
〇８月～９月放課後子どもプラン推進事業視
察訪問（２８市町村・日高佐川学校組合）
〇９月（県下３会場）安全を守るための研修会
９月３日（月）中部地区
９月５日（水）西部地区
９月１２日（水）東部地区

〇１０月２日
指導者のための研修会
〇１１月９日
第２回放課後子どもプラン推進委員会
〇１１月１５日
国庫補助金交付決定通知書
〇１２月９日（日）
高知県放課後子どもプラン推進フォーラム

執行計画 実　施　状　況　

〇３月３０日　国内定通知
〇５月２日　補助金交付決定（１６市町村・
28,198,000）
〇６月１日　国庫補助申請（県から国）

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

放課後子ども教室推進事業 生涯学習課
97.7%

〇第３回放課後子どもプラン推進委員会
〇実績報告書受理

〇２月２８日（木）
第３回放課後子どもプラン推進委員会
〇実績報告書受理
〇補助金要綱改正（児童クラブと一本化）
〇平成２１年度仮申請

（成果）各市町村を訪問し、放課後子どプランの
推進を決め細やかにおこなった。
（課題）指導者研修会をもう少し早い時期に実
施すること。

備考（課題及び成果等）

３月
〇補助金交付決定
〇第１回放課後子どもプラン推進委員会

〇補助金交付決定
〇第２回放課後子どもプラン推進委員会
〇放課後子どもプラン推進フォーラム



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 高橋　裕香 （ ４８９７ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) 3,050千円 補正後予算額(a) 3,050千円 決算見込額(b) 2,718千円 予算執行率（注）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、①当初、上半期においては支出負担行為済額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

（成果）
　１５団体へ助成し、地域や団体の特性に応じ
た、体験活動や子育て支援活動が実施された。

執行管理・随時概算払 執行管理・概算払
実績報告書審査・精算支払

　　　実績報告書受理
　　　確定通知書送付
　　　精算支払

事業概要・目的

執行管理・随時概算払 10月9日　交付決定
　3団体　　210千円
執行管理・概算払
実績報告書審査・精算支払

実　施　状　況　

執行管理・随時概算払

6月14日～7月27日　交付決定
　12団体　　740千円
6月29日　変更交付決定（事業中止）
　△83千円
執行管理・概算払

執行管理・概算払
実績報告書審査・精算支払

平成２０年　３月３１日
教育委員会事務局

こども・子育て応援事業費 生涯学習課

担当部局：

89.10%

事業目的：地域社会の中で子どもたちを心豊かに健やかに育むため,自主的な子育て支援活動や子ども体験活動を行う団体を支援し、子育て家庭
　　　　　　　にやさしい環境づくりを推進する。
事業概要：(1)こどもの心育て体験事業
　　　　　　　　地域の自然や人材を活用した文化・自然・社会体験などの活動を行う各種団体に対し補助する。
　　　　　　　　補助率：定額
　　　　　　　　補助限度額：１５０千円。ただし、森林や山を守ることの重要性や豊かな森林への理解と感心を深める学習活動や体験活動などを含む
　　　　　　　　　　　　　　事業は、２００千円。
　　　　　　(2)地域子育て応援事業
　　　　　　　　子育て家庭への自主的な支援活動、子育て支援活動の組織づくりや子育ての情報提供、子育て支援に関し地域が連携して行う事業等
　　　　　　　　を行う各種団体に対し補助する。
　　　　　　　　補助率：定額　　　補助限度額：７０千円

5月25日～6月6日　交付決定
　21団体　　 2,047千円

補助金交付要綱の通知
補助金交付申請書受付

執行計画
・多くの団体において継続的な活動につなげる
こと。

備考（課題及び成果等）

こどもの心育て体験事業5月下旬交付決定通
知
◇実施団体補助事業開始
執行管理・随時概算払

地域子育て応援事業６月中旬交付決定通知
◇実施団体補助事業開始
執行管理・随時概算払

補助金交付要綱の通知
補助金交付申請書受付



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 松岡晃代 （ ３２７１ ）
種別 継続 当初予算額(a) 2,536千円 補正後予算額(a) 2,536千円 決算見込額(b) 2,536千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

目的：地域における子育て支援を推進するため、県が養成した子育て支援者の活動支援及び行政機関や他の活動団体等のネットワーク化を図る。
事業概要：
①子育て支援者ネットワーク交流会：県内６ブロックで、地域の子育て支援者、行政、一般県民等を対象に地域の実情に応じた子育て支援のあり方
等を情報共有し、支援者間のネットワークのj構築を図る交流会を開催する。
②子育て支援者交流研修会：子育て支援者のスキルアップと広域ネットワークづくりを図るため、県内全域を対象とした合同研修会を開催する。

〇中央西福祉保健所と事業打ち合わせ

〇１０月１５日
幡多福祉保健所と事業打ち合わせ
〇１０月１６日
いの町家庭教育サポーターとの会合
〇１０月１８日
中央東福祉保健所と事業打ち合わせ
〇１１月２２日
子育て支援者交流研修会事前打ち合わせ
〇１１月２６日
れいほく子育て支援者・集いの広場・交流会
（中央東福祉保健所）
〇１２月１３日
中央西福祉保健所子育て支援者交流会

執行計画 実　施　状　況　

〇４月９日（幡多福祉保健所）子育て支援事
業関係説明訪問
〇４月１０日（安芸福祉保健所・中央東福祉保
健所）子育て支援事業関係説明訪問
〇４月１２日（須崎福祉保健所・中央西福祉保
健所）　子育て支援事業関係説明訪問

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会事務局

子育て支援者ネットワーク推進事業 生涯学習課
100.0%

〇平成１９年度家庭教育サポーター活動状況
調査
〇平成２０年度登録名簿確認の発送
〇２０年度の保険手続き

〇１月２３日
須崎福祉保健所子育て支援者交流会
〇２月８日
幡多福祉保健所子育て支援者交流会
〇２月２０日
南国市･香南市・香美市子育て支援者・集い
の広場・交流会（東福祉保健所）
〇３月７日
安芸福祉保健所子育て支援者交流会
〇３月８日
子育て支援者交流研修会（高知市含･県全
域）

<成果>子育て支援者同士横のつながりが広
がった。
<課題>
子育て支援者と各市町村行政とのつながりが
弱い。

備考（課題及び成果等）

〇平成１９年度家庭教育サポーター名簿の作
成
〇各福祉保健所と事業打ち合わせ
〇交流会の実施（５月～１月）
県下５福祉保健所と高知市管内で順次開催
計画、案内、準備、実施について各福祉保健
所と協力

必要に応じてサポーターへの情報提供を行う

必要に応じてサポーターへの情報提供を行う



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 今田 （ ３３５０ ）
種別 当初予算額(a) 4,000千円 補正後予算額(a) 4,000千円 決算見込額(b) 4,000千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

 近年の開発事業等によって大きく変貌しつつある、へんろ道及び道沿いに残されている文化遺産を、周囲の環境も含めて総合的に調査し、保存・整
備を図っていくうえでの基礎資料を得るとともに、これらを活用した地域の活性化を図る。

調査委員委嘱及び調査委員会の開催(7/6)
現地事前調査(7/18.7/19.8/3)
調査票原案の作成
,調査員の選出
第２回調査委員会の実施(9/28)

市町村調査員委嘱調査員説明会の実施
(10/26 於：ｸﾞﾘｰﾝ会館)
植生調査(安田町,室戸市　他)
調査票をもとに各調査員による担当区域の調
査(石造物等)
※調査票提出最終締切り２月１８日

現地踏査は、雑草の少ない11月～3月

執行計画 実　施　状　況　

調査委員会設置要綱・実施要項の策定(6/26)

担当部局：

事業概要・目的

平成　２０年　３月３１日
教育委員会

歴史の道整備推進事業 文化財課
100.0%

基礎調査
調査資料取りまとめ
調査委員会

調査員から提出される調査票のデータ量が予
想以上に多く、取り扱いについて再検討が必要

備考（課題及び成果等）

調査要綱(案)の策定
調査委員委嘱
調査委員会の開催，
調査票の作成等

事前調査
調査員の推薦
調査委員会の開催
調査説明会

基礎調査

第３回調査委員会(1/18)
調査票を基に調査委員会による現地調査

第４回調査委員会(3/  )
H２０年度の調査票等のまとめ



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡田 （ ３３２４ ）
種別 重要・継続 当初予算額（ａ）４３４千円 補正後予算額（ａ） 434千円 決算見込み額（ｂ）　　　４３０千円 予算執行額（ｂ）／（ａ）

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

99.1%

　
児童生徒の防災力の向上、学校の危機管理力・防災力の向上を図るために行う。
　①防災教育研修会の開催（県内３ヶ所・８月開催）
　②防災教育推進の体制づくり（地震・防災課との連携）
　③学校防災マニュアル作成

①防災教育研修会開催
・東部　８月　２日（木）安田町文化センター
・中部　８月２０日（月）高知市ふくし交流プラ
ザ
・西部　８月２４日（金）黒潮町ふるさと総合セ
ンター

②防災教育推進体制づくり
・防災ワーキング（７月１回、８月２回開催）
　　研修会打ち合わせ
・市町村防災担当課職員及び地域づくり支援
員への防災教育研修会へ呼びかけし、参加し
てもらった。

②防災教育研修会
・講義で、防災教育推進用CD（『南海地震に備
えよう～高知県教職員研修用～』）を活用し、参
加校に配布した。

③防災教育推進体制づくり
・防災教育研修会で「南海地震条例」骨子案に
ついて説明
・地域づくり支援員へは地域づくり支援課をとお
して、呼びかけをしてもらった。
・少数ではあったが、研修会の校種別協議に
も、参加してもらい実践の交流などができた。

③学校防災マニュアル作成
・第１回作成委員会の開催（１１月１６日）
　
②防災教育推進体制づくり
・「南海地震条例」に防災教育についての内
容を検討（地震・防災課）

執行計画 実　施　状　況　

①防災教育研修会開催にむけて
・防災教育について各校種別分科会資料作
成準備

②防災教育推進体制づくり
・防災教育ワーキングメンバーの依頼

③学校防災マニュアル作成委員会
　高知大学理学部　岡村　眞　教授に委員の
依頼

備考（課題及び成果等）

①防災教育研修会計画
・講師、実践発表者等決定、開催要項送付。
・会場借り上げ
・防災教育ワーキングメンバーとの打ち合わ
せ

②防災教育推進体制づくり
・教育委員会：関係各課に防災教育ワーキン
グメンバーの依頼

③学校防災マニュアル作成
　　作成委員の依頼

①防災教育研修会開催
・東部　８月　２日（木）安田町文化センター
・中部　８月２０日（月）高知市ふくし交流プラ
ザ
・西部　８月２４日（金）黒潮町ふるさと総合セ
ンター

②防災教育推進体制づくり
・市町村防災担当課職員及び地域づくり支援
員への防災教育研修会への参加呼びかけ

③学校防災マニュアル作成
・第１回作成委員会の開催

②防災教育推進体制づくり
・防災教育推進委員会の開催

③学校防災マニュアル作成
・第２回作成委員会の開催

③学校防災マニュアル作成
・第３回作成委員会の開催

③学校防災マニュアル作成
・第２回作成委員会の開催（１月２９日）

②防災教育推進体制づくり
・防災教育についての項目を盛り込んだ「南海
地震条例」（案）が作成された。

③学校防災マニュアル作成
・マニュアルの項目の整理と内容の検討を行っ
た。　平成２０年度末完成に向けて項目・内容に
ついて検討を継続していく。

担当部局：

事業概要・目的

平成２０年　３月３１日
教育委員会

南海地震に備える教育推進事業 体育スポーツ課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 岡田直子 （ ４９２８ ）
種別 当初予算額(a) 22,600千円 補正後予算額(a) 22,600千円 決算見込額(b) 22,600千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

①スクールガード養成講習会の開催・報告
　・各市町村等での開催、実施完了報告書の
　　提出

②スクールガード・リーダー
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・各推進委員会での事業実施・実施完了
　　報告書の提出

※事業完了報告書等の提出

①スクールガード養成講習会
　・南国市教育委員会：１月１９日
　・香南市教育委員会：１月２４日
　・黒潮町教育委員会：２月４日
　・いの町教育委員会：２月９日
　・室戸市教育委員会：２月１０日
　・越知町教育委員会：２月１３日
　・完了報告書提出　委託金支払い

②スクールガード・リーダー
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・各推進委員会での事業実施
　・委託金概算払い

※事業完了報告書等の提出

課題として、事業の委託決定が遅いため、事業
の開始が遅れる。
早期の事業開始ができることが望まれる。

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

①スクールガード養成講習会
　・各市町村等での開催、実施完了報告書の
　　提出

②スクールガード・リーダーの委嘱
　・第２回連絡協議会の開催
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・各推進委員会との委託契約
　・各推進委員会での事業実施

①スクールガード養成講習会の開催
　　・日高村教育委員会：７月５日
　　・安田町教育委員会：７月８日
　　・四万十町教育委員会：８月５日
　　・土佐市教育委員会：８月１９日

②スクールガード・リーダー
　　・第２回連絡協議会の開催：７月２４日
　　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　　・各推進委員会での事業実施

※Ｈ９．８．２０
　文部科学省から「平成１９年度地域ぐるみの学
校安全体制整備推進事業」委託決定通知あり。
　委託日については、４月２日に遡及する予定と
のこと。

①スクールガード養成講習会の開催・報告
　・各市町村等での開催、実施完了報告書
　　の提出

②スクールガード・リーダー
　・第３回連絡協議会の開催
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・各推進委員会での事業実施

①スクールガード養成講習会
　・各市町村との委託契約締結
　・宿毛市教育委員会：１０月１５日、２９日
　・安芸市教育委員会：１１月２２日
　・須崎市教育委員会：１１月２９日
　・いの町教育委員会：１２月１日
　・四万十町教育委員会：１２月４日
　・四万十市教育委員会：１２月８日

②スクールガード・リーダー
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・各推進委員会との委託契約締結
　・各推進委員会での事業実施
　・委託金概算払い

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

①スクールガード養成講習会
　・各市町村等との委託契約
　・各市町村等での養成講習会の開催

②スクールガード・リーダーの委嘱
　・委嘱式・第１回連絡協議会の開催
　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組
　・推進委員会の立ち上げ準備　等

①スクールガード養成講習会の開催
　　・香美市教育委員会：６月９日
　　・いの町教育委員会：６月２０日

②スクールガード・リーダーの委嘱
　　・委嘱式・第１回連絡協議会の開催：
　　　５月１８日
　　・スクールガード・リーダー活動

③モデル地域における取組（防災：南国市）
　　・推進委員会の立ち上げ
　　　　奈路地区：５月１６日
　　　　白木谷地区６月１日

　委託日については、４月２日に遡及する予定と
のこと。

100.0%
事業概要・目的

　学校管理下における事件・事故が大きな社会問題となっている現状を踏まえ、子どもの安全を守るために、防犯の専門家や警察官ＯＢ等をスクール
ガード・リーダーとして委嘱し、学校の巡回指導やスクールガード（学校安全ボランティア）に対する指導を行う。
　また、スクールガード養成講習会、モデル地域（防犯２、防災１）における事業の実施にあたっては、市町村教育委員会及び推進委員会に委託する。

担当部局： 教育委員会
平成20年3月31日

高知県地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業 体育スポーツ課



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 土居直也 （ 3391 ）
種別 当初予算額(a) 4,223千円 補正後予算額(a) 4,223千円 決算見込額(b) 3,656千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

担当部局： 教育委員会
平成20年3月31日

県民スポーツフェスティバル開催費 体育スポーツ課
86.6%

事業概要・目的
　全県的な規模で広く県民にスポーツ・レクリエーション活動を実践できる場を提供することにより、県民一人一人のスポーツレクリエーション活動への
参加・意欲を高めるとともに、各種スポーツ・レクリエーションの普及と定着を推進し、将来にわたる自由時間の充実・体力つくりを目指し、積極的に生涯
スポーツの振興を図る。
日程：「県民スポーツの日」１０月第1日曜日をメインの開催日として１２市町村・県外１町で開催する。
競技数：３２競技（うち４競技はオープン競技）　参加予定人数：約５，０００人

執行計画 実　施　状　況　 備考（課題及び成果等）

開催要項等打ち合わせ会
・競技別要項の決定
・委託契約について

競技別抽選会（アクアスロン）

○４月１２日（木）高知市総合体育館２F会議室
出席者　１８競技１８名

競技別抽選会（ゴルフ）
７月２９日（日）アクアスロン競技開催

８月１２日（日）民踊開催
８月１７日（金）ゴルフ開催

競技別抽選会（陸上競技他８競技）
競技別抽選会（水泳他１５競技）

９月１６日（日）陸上競技開催
９月３０日（日）バレーボール他７競技開催
（オープン競技１種目を含む）

○競技団体で抽選を行う。（アクアスロン）

○７月２９日（日）アクアスロン競技：７名参加、完走

○８月１２日（日）オープン競技民踊が行われる。
○競技団体で抽選を行う。（ゴルフ）
○８月１７日（金）ゴルフ競技が開催される。
○９月７日（金）　プログラム抽選会（９/１６・３０開催
競技）　８競技（８名出席）
○９月１４日（金）　プログラム抽選会（１０/７・８/１４
開催競技）　１６競技（１０名出席）
○９月１６日（日）陸上競技：前日からの雨により、開
催が危ぶまれたが、悪天候ながら開催することがで
きた。
○９

１０月７日（日）水泳他１４競技開催
１０月８日（日）柔道競技開催
１０月１４日（日）クレー射撃競技開催

１１月１１日（日）パワーリフティング開催

１１月１８日（日）サイクリング開催

○１０月７日（日）水泳他１３競技開催
○１０月８日（月）柔道競技開催
○１０月１４日（日）クレー射撃競技開催

○１１月１１日（日）パワーリフティング開催

○１１月１８日（日）サイクリング開催

競技別抽選会（スキー・スノーボード）

２月３日（日）スキー・スノーボード開催

○１月２３日（水）
スキー・スノーボードプログラム作成
（参加市町村に送付）

○２月３日（日）
スキー・スノーボード競技開催
（愛媛県久万スキーランド）参加４３名

○開催が日曜日、夕刻であり、開始時刻には
ゆっくりと移動できる等の利点があるが、終了時
刻が２１：００を過ぎるため、帰宅時刻等心配さ
れる部分がある。

○本年度も久万スキーランドの協力により大会
が開催でき、無事終了することができた。

※課題：負担金の検討

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記
入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 光内幸久 （ ３３６１ ）
種別 当初予算額(a) 10,739千円 補正後予算額(a) 5,000千円 決算見込額(b) 4,876千円 予算執行率(b)/(a)

月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　○スロバキア大使館ペテル・デュラナ氏小学校
訪問・交流　７月５日神田小学校・一宮東小学校

　○各国郷土料理による学校給食
高知市内及び春野町の学校にて開催

４ヶ国、１０７人の選手団を受入出来たことは、
大変喜ばしいことであり、成功であると考え
る。

　○歓迎レセプション　８月１６日高知新阪急ホテ
ル各国選手団代表及びポーランド・スロバキア大
使・高知県関係者約百十人参加

　○大使館大使・高知県知事キャンプ激励
８月１７日

　○スロバキア選手団：１８人
８月１４日（火）～２０日（月）

  ○ポーランド選手団：７５人
８月１４日（火）～２０日（月）

　○オーストラリア選手団：１２人
８月７日（火）～２３日（木）

　○チェコ選手：２人
８月１３日（月）～２６日（日）

５月

４月

総会・幹事会の実施

小学生による歓迎事業の実施

　○花いっぱい運動

　○応援メッセージ作成

６月

各小学校に協力を得て、歓迎事業を進める中
で、各学校の各国選手を応援する気運が高ま
り、ある一定の成果を得ることが出来た、これ
は来年の北京への手応えでもあり、引き続き
応援を依頼する考えである

○合宿実施国受入

○北京オリンピック事前合宿打ち合わせ

　○応援メッセージ作成

小学生による歓迎事業の実施
６月～

　○花いっぱい運動
高知市・春野町合計１０校の参加

　○応援ポスター作成

７月

８月

担当部局： 教育委員会
平成20年3月31日

第１１回世界陸上大阪大会事前合宿誘致事業費 体育スポーツ課

備考（課題及び成果等）
第２回総会・第３回幹事会
５月２４日（木）於：高知会館

97.5%
事業概要・目的

  　世界陸上２００７大阪大会に先立ち、外国チームが時差調整や気候になれるための国内合宿の誘致に向けて県と高知市が協力して取り組む。
　世界のトップアスリートの来高は本県の陸上競技のすそ野を広げるチャンスでもあり、スポーツのキャンプ地として高知県をアピールするとともに、経済
効果も期待できる。

１８年度事業報告・決算報告並びに１９年度事
業計画・予算案を承認

○大使館大使・高知県知事キャンプ激励

　○記念植樹　　８月８日　　春野総合運動公園
オーストラリア　ヤナ・ローリンソン選手により植樹

執行計画 実　施　状　況　

○大使館大使、高知県知事表敬訪問

　○各国郷土料理による学校給食

○歓迎レセプション

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入
すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

総会・幹事会の実施 第３回総会・第４回幹事会
１０月３１日（水）於：高知会館

事業報告・決算報告を承認。予算において、
途中補正を行い、当初予算からは半分以下の
経費に押さえることが出来た。これは交渉によ
る成果であると捉えている。北京オリンピック
事前合宿においても、各国選手団には満足し
ていただきながら、経費の削減に努力していき
たい。

９月

　○北京オリンピック事前合宿打ち合わせ９月２日
ポーランド　スドルコーチと大阪にて打ち合わせ

　○大使館大使、高知県知事表敬訪問
８月１６日

　○陸上教室の開催
８月１９日ポーランド・スロバキア選手により、小・
中学生を対象に実施　参加者約１４０人

大使館を含めての招致の成功により、北京オ
リンピックの事前合宿の招致に向けての一定
の手応えが感じ取れた、今後は大使館からも
協力を得ながら招致をしていく。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 北岡　　秀樹 （ ４９０９ ）
種別 重要・継続 当初予算額(a) ３６５千円 補正後予算額(a) 365千円 決算見込み額(b) 280千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

　（注）予算執行率は、①当初、上半期においては支出命令額÷当初予算額、②下半期においては決算見込額÷当初予算額を記入すること
　　備考（課題及び成果等）は、担当課室にて記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　学校が秩序正しく安心して生活できる場となるためには、生徒指導部が長期的な視点に立って学校運営に参画する一面と、緊急対応時の指示系統
の中心に位置する一面の双方をもつことが重要である。
　本事業では、生徒指導体制づくり実践モデル校を高知市内に６校程度指定し、生徒指導部等のたての系列と学年部の横の系列がバランスよく機能
し、生徒指導担当が校長の監督のもと、生徒指導計画の立案、実施、助言、連絡調整などを行い、全教師による生徒指導、健全育成や生徒理解を
柱とした生徒指導を推進する。

学校訪問（9月19日）

学校訪問を行い、小中連携の実践について、支
援を行った。
毎月、学校訪問し、学校の実情について、把握
すべきであった。

10月4日　第2回学校支援会議を開催（東京理
科大学八並教授より心理検査の活用）
11月5日　第3回学校支援会議を開催（立川第
一中嶋崎校長）
学校訪問（10月30日）
学校訪問（12月3日）
学校訪問（12月11日）

心理検査の有効活用など、生徒指導・教育相
談の充実について研究を深めることができた。

執行計画 実　施　状　況　

実施計画書の提出
高知市教委と協議（4月24日）

高知市教委と協議（5月1日）
高知市教委と協議（5月24日）
 
第1回学校支援会議（5月22日）

学校支援会議を開催することで、各校の状況な
ど、積極的な情報交換や協議ができた。
学校訪問や第１回目支援会議の開催時期を４
月中に行うべきであった。

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

生徒指導体制実践モデル指定校事業 人権教育課
76.7%

学校訪問（毎月）

学識経験者による評価検討会（第３回）

年間を通した状況調査の分析

11月5日　第4回学校支援会議を開催（東京理
科大学八並教授）

事業実績報告書のとりまとめ

小中連携の在り方など、生徒指導体制の充実
について研究を深めることができた。

備考（課題及び成果等）

状況報告（毎月提出）
学識経験者による評価検討会の実施（第１
回）
　　・スーパーバイザーからの講演・助言
　　・計画の吟味
学校訪問（毎月）

学識経験者による事例検討会（第１回）
校内研修（１指定校）
学校訪問（毎月）

学校支援会議
（教頭・主事・学年担当各１名）

先取的取組みの視察

体育祭訪問

評価検討委員会の実施（第２回）
学校訪問（毎月）



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） 山下　浩彦 （ 3321 ）
種別 継続 当初予算額(a) 51,986千円 補正後予算額(a) 51,986千円 決算見込額(b) 51,298千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・第２回連絡協議会の開催
・ＳＣの緊急派遣（３月まで；１６回）
・ＳＣの緊急派遣（２回）
・第２回連絡協議会の開催（２月８日）
　ふくし交流プラザ
　＊講演「思春期の子どもの理解と支援につ
いて」
　＊協議「特別支援に関わる教育相談」「ＳＣ
の効果的活用」

・ＳＣの緊急派遣（３回）

児童・保護者・教員への心のケアができた。
発達障害等、特別支援教育に関わる教育相談
について及びＳＣの活用について協議を深める
ことができた。

備考（課題及び成果等）

・スクールカウンセラー等の配置

・第１回連絡協議会の開催

・ＳＣ夏季研修会の開催

・地教委訪問

・スクールカウンセラー等へのヒアリング

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

スクールカウンセラー活用事業費 人権教育課
98.7%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　学校における教育相談体制の充実を図ることを目的とし、中学校を中心に、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識及び経験を有する
者をスクールカウンセラー又はスクールカウンセラーに準ずる者として配置する。

・ＳＣの緊急派遣（３回）

・ＳＣ夏季研修会の開催（７月２７日）
　中部教育事務所
　活動報告、情報交換及び協議

生徒・教員への心のケアができた。

ＳＣの活動状況及び情報交換により、ＳＣ等の
活動についての研修を深めることができた。

・執行状況の確認
・地教委訪問
　＊ＳＣの活動状況の把握
・ＳＶの緊急派遣（１回）
・ＳＣの緊急派遣（１回）

・スクールカウンセラー等へのヒアリング

執行計画 実　施　状　況　

・スクールカウンセラーの配置（４月第１週～）

・第１回連絡協議会の開催（５月１５日）
　ふくし交流プラザ
　＊カウンセラーと連携した教育相談体制等
についての研修
・ＳＣの緊急派遣（１回）

ＳＣ・地教委・配置学校・教育事務所関係者で協
議することができた。

児童・保護者・教員への心のケアができた。



平成１９年度　　事業執行計画書
作成日：

事業名 所管課 担当者（内線） （ ３３８３ ）
種別 新規 当初予算額(a) 2,706千円 補正後予算額(a) 2,706千円 決算見込額(b) 2,700千円 予算執行率(b)/(a)

月

４月

５月

６月

７月

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月

３月

・来年度の企画・計画

・中間報告書提出・収支清算書提出

・各校からの計画書及び見積書の提出
・委託契約の締結
・各校において資料・情報収集、研究・実践

・各校への支援開始（学校支援会議　他）

・ブロック別広域学校支援会議（東部・中部・
西部で開催、アドバイザーを招聘）

・研究・実践のまとめ
・実践交流会開催

担当部局：

事業概要・目的

平成20年3月31日
教育委員会

人権尊重を基盤とした学校づくり事業 人権教育課
99.8%

　※予算執行率は、決算見込額÷当初予算額(補正をした事業については補正後予算額)を記入すること。備考（課題及び成果等）は、担当課室にて
記入すること（課題は計画に対して、成果は実績に対して記入）

　人権尊重の基盤に立ち、不登校・いじめを生じさせない学校をつくるため、人間関係づくりや児童生徒理解のシステムづくり、コミュニケーション力の
育成など、人と人とをつなぐ力を育む研究実践を行い、そのプログラムを作成し、成果を県内に普及・啓発する。
　６市町村６校、県立１校を研究指定校とし、各校での研究をすすめるとともに、学校支援会議やブロック別支援会議等をとおして、情報提供や支援を
行う。

成果
・ブロック別広域学校支援会議を開き、アドバイ
ザーの丹羽教授に助言をいただき、各校の課
題やこれからの方向付けを考えることができ
た。

課題
・ブロック別広域学校支援会議では各学校の希
望に沿うように、日程や研修内容をどう調整し
ていくか。

成果
・潮江小・赤岡小の公開授業により、研究実践
を広めることができた。

課題
・公開授業について、事前検討会をする時間確
保が必要である。

執行計画 実　施　状　況　
・全ての指定校と今後の取組等についての打
ち合わせ
・市町村と委託契約を結ぶ
・各研究指定校への学校支援会議開催開始
（毎月1回程度開催・参加者は市町村教委担
当者及び教育事務所・県教委担当者）

・6/21 ブロック別広域学校支援会議（赤岡小・
中芸高）
・6/22 ブロック別広域学校支援会議（安芸第
一小）

成果
・積極的に学校支援会議を開くことにより、積極
的な支援や情報交換が行われた。

課題
・児童生徒理解のためのアンケート（Ｑ－Ｕ）を
どのように活用し、実践につなげていくか。

成果
・実践交流会により、各校の実践の取組を広げ
ることができた。
・指定校同士がお互いの研究について学びあう
ことができた。
・校内でのケース検討会や支援会議などが定
期的に開かれ、児童生徒理解が深められたり、
授業改善につながる実践ができたりしている。

課題
・指定校同士のネットワークづくりをどう構築し
ていくか。
・研究の内容を学校として組織的に取組むため
に、学校の体制作りをどう構築していくか。
・研究の内容を県内の学校に広げていくため
に、来年度の実践交流会の内容をどのように組
み立てていくか。
・より具体的なプログラムの作成と活用をどのよ
うにしていくか。

備考（課題及び成果等）

・中間報告書提出・収支清算書提出

・8/9 ブロック別広域学校支援会議（中芸高）
・8/10 ブロック別広域学校支援会議（宇佐小・
神谷中）
・8/27 ブロック別広域学校支援会議（中村中）

・10/10 潮江小学校公開授業
・10/31 赤岡小学校（３年）公開授業

・12/19 赤岡小学校（６年）公開授業

・2/21 宇佐小学校公開授業

・1/21 実践交流会開催
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